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はじめに

「角川さん、 あなたは生きている間にはここから出られませんよ。 死な

ないと出られないんです。」

　

これは、 原告である角川歴彦氏が持病悪化による命の危機を訴える中、

拘置所の医者から言われた言葉である。 角川氏は日本の 「人質司法」 によ

って死の淵に瀕することになった。

　

「人質司法」 とは、 刑事手続で無罪を主張し、 事実を否認又は黙秘した

被疑者・被告人ほど容易に身体拘束が認められやすく、釈放されることが

困難となる実務運用をいう （以下、 同運用を 「人質司法」 という。）。

　

日本の刑事司法実務では、多くの検察官及び裁判所が、刑事手続法にお

いて身体拘束の要件として定められる 「逃亡し又は逃亡すると疑うに足り

る相当な理由」 や 「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」 につい

て、 憲法や国際人権法に反する解釈運用を平然と行い、軽々しく身体拘束

を認めてきた。

　

そのような検察官及び裁判所の法令解釈・運用により、 憲法及び国際人

権法上保障される「人身の自由」（憲法３４条、 自由権規約９条１項） が

いわば 「人質」 として侵害されると同時に、 被疑者に対し、 罪を認めるよ

う物理的・心理的に圧迫が加えられる。

すなわち、「人質司法」 では、 被疑者に対する捜査において、 罪を認め

ること、 事実を自白すること、 証拠調べに同意すること、 及び争点につい

て認めることなど、 被疑者が検察官に協力すれば、 勾留請求されず、 又は

２



保釈等により身体拘束から解放されるが、 そのような協力をしないかぎり

解放されない。 無罪主張をする人ほど身体拘束を受けやすくなり、保釈さ

れにくくなることによって、 検察官のみならず、 他ならぬ裁判所が、 被疑

者ｏ被告人の上記権利を侵害し、 菟罪＝誤った司法判断の温床を作り出し

てしまっている。

　

その結果、「人身の自由」 のほか、「懇意的拘禁の禁止」（憲法３４条、

自由権規約９条１項）、「推定無罪の原則」 （憲法３１条・刑事訴訟法３３

６条、自由権規約１４条２項）、「黙秘権 （自己負罪拒否特権）」（憲法３８

条１項、 自由権規約１４条３項 （Ｇ））、「防御権」（憲法３７条２項ｏ

　

３

項、 憲法３８条、 自由権規約１４条）、「公正な裁判を受ける権利」（憲法

３７条１項、 自由権規約１４条１項）、「比例原則」（憲法１３条） 及び

「身体不拘束原則」（憲法１３条、 ３３条、 ３４条、 自由権規約９条３

項） といった憲法及び国際人権法上の権利及び原則が侵害される状況が生

じている。

　

死んでしまえば裁判を受けることすらできなくなる。 それにもかかわら

ず、 刑事被疑者の健康上の不利益はあまりにも軽視され、 生きるか死ぬか

の瀬戸際にまで追い込まれ、 虚偽自白等を迫られ、 裁判で無罪を争うこと

の放棄を迫られる。

　

この 「人質司法」 という病理は、 単なる刑事訴訟法の解釈問題ではな

い。 人間の尊厳、 そして自由と権利にかかわる憲法と国際人権法の問題で

あり、 憲法と国際人権法に照らして日本における現代の刑事司法そのもの

が問い直されなければならない。 国際社会 ｏ国際人権機関から「中世」と

批判されている自白に強く依存する日本の刑事司法を、 グローバル・スタ

ンダードもこ沿ったものに改めなければならない。

　

この裁判は、 角川氏の刑事事件における無罪を訴えるものではない。 こ

の裁判は、「人質司法」 から生還した角川氏が、 日本社会で二度と同じよ

うな悲劇を生まないための公共訴訟として、 大河原化工機事件で亡くなっ

た相嶋静夫さんら 「人質司法」 の犠牲者を代表して、 全市民のために、



「人質司法」 に対する憲法及び国際人権法違反の判断を求め、日本の刑

事司法の現在の在り方を、 人権の原理原則から問い直す訴訟である。

＜人身の自由＞

憲法３４条第２文

　

「同ス も 正当な理由がなければｉ

　

殉′禁されず、 要求があればｉ

　

その理

　

由は、 暦らに本ス及びその弁護スの出席する公開の法廷チでノ示されなけ

　

ればならなシも」

自由権規約９条１項第１文及び第２文

　

「すべての者ば、 身体の自由及びご安全についての鷲羽″を有する。角可ス

　　

る、 審議影に速秀房されズメ雲物霧されなれ」

＜推定無罪の原則 （無罪推定を受ける権利） ＞

憲法３１条

　

「句スる、 法律の疋｛ゆる弄液捌こよらなければ； その生命有廿しぐば自由を

　

奪ばれ、 又はその他の卵鷹野を耕せられない。」

　

自由権規約１４条２項

　

「用〃事上の罪に問われているすべての者ば、 法律に…基づいて有罪とされ

　

るまでは、 無罪と髭疋｛される薄弱〃を有する。」

　

フランス人権宣言 （１７８９年）

　

「すべての八ば有罪を旦』言されるまで〆寓無効罪と准疋｛されるから、 その者

　

を逮靖弄房することが必要であると湖”断きれても、 その身柄を確保するた

　

めに必要でばないあらゆる厳しい処置は法によって厳重に翁煽要されな

　　

ければならなれ」

＜黙秘権 （自己負罪拒否特権） ＞

憲法３８条１項

「旬久 も

　

自己に不況”器な供述求を強要されない。」

４





自由権規約１４条３項（Ｇ）

「３

　

すべてのオメズ

　

その卵＃事上の罪の決疋｛について、 ナ分平等に、 少

なぐとる次の探勝を受ける鷲羽″を有する。

　

「Ｇノ

　

自己に不況瑳器な供述文は有罪の自白を強要されないこと。」

＜公正な裁判を受ける権利＞

憲法３７条１項

ｒすべて拓＃事事件においては、 被告入ば、 公平な蕩裁判毎所の選遂粛な公鰯寄裁

判〃を受ける葎羽″を有する。」

自由権規約１４条１項第２文ｏ第３文

「すべての者ば、 裁判好防の前に平等とする。 すべての者ば、 その卵＃事上

の罪の決疋｛又は民事上の葎羽”要ぴ義務致の争いについての決疋｛のため、

法律で設宛置きれた、 宿腹のある、 独立の、 かつ、 公平な裁判形所による

公正な公卿審理を受ける葎羽″を有する。」

＜身体不拘束原則＞

　

自由権規約９条３項

「拓＃事上の罪に届けわれて遥溝弄梼され又は郷傷めされた者は、 裁判〃官又は司法

権を方館することが法律によって認められている勉の富語の底肩所に遂英

　

やかた逓購れて行かれるものとし、 妥当な期虐げ特に裁判〃を受ける薄弱”叉

ば三廃残される薄弱クを有する。 裁判に対される者を抑留することが原動〃

　

であってはならず、 波励に当たっては、 裁判〃その他の司法上の手姦痔の

　

すべての段階牝における出屡厚衷ぴご必要÷な場合における判決の執行のため

　

の霧尾関が保霊証されることを条件とすることができる。」
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請求の趣旨
１

　

被告は、 原告に対し、 金２億２０００万円及びこれに対する令和５年

４月 ２ ７日から支払い済みまで年３分の割合による金員を支払え

２

　

訴訟費用は被告の負担とする

との判決を求める。

請求の原因
第１

　

当事者
１

　

原告

原告は、 ２０ ２２年まで株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡの会長を務め、 現在

は公益財団法人角川文化振興財団名誉会長を務めている者である。 同年、

原告は東京オリンピック・パラリンピックのスポンサ 選定に関する贈賄

容疑で逮捕ｏ起訴され、本訴訟提訴時点をこおいて刑事裁判の公判が東京地

方裁判所に係属している。

２

　

被告

被告は国である。 東京地方検察庁検察官らは、 ２０ ２２年９月から２０

２３年４月まで、 原告の逮捕・勾留を請求し、 原告による各保釈請求に対

して 「不相当であり、 直ちに却下されるべき」 等と保釈に反対する旨の意

見を述べた。 東京地方裁判所裁判官らは、 ２０２２年９月から同年１２月

まで、 原告を逮捕ｏ勾留し、 原告による各保釈請求をそれぞれ却下した。

第２

　

原告が受けた人質司法による人権侵害及び被害
原告は、 不当な身柄拘束を受け、 保釈請求も何度も拒否され、 その間に

多大な身体的、 精神的、 社会的な苦痛、 損害を被った。 以下においては、

その経過を概観し、 原告の受けた主たる人権侵害及び損害について述べる。

１

　

身体拘束の経緯
（１）

　

強制捜査が開始されるに至った経緯

ア

　

在宅事件として捜査が行われていたこと
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原告は、 いわゆる東京五輪汚職事件に関係して、 ２０ ２２年８月 ８日及

び同月３０日の両日、 東京地方検察庁特別捜査部 （以下、「東京地検特捜

部」 又は 「特捜部」 という。） の検察官から任意で事情を聴かれていた。

イ

　

特捜部によるリークがあったこと

　

そうした中、 特捜部は、 メディアに対して、 ＫＡＤＯＫＡＷＡの行った

支払が賄賂にあたる疑いがあること、 特捜部が原告らの任意聴取を実施し

ていること等の情報をリークした。 これにより、 同年９月 ２日には、 原告

を取材しようと考えた大勢の報道陣が、 原告の自宅玄関前まで押し寄せる

事態となった。 その翌日には、 大手新聞が、「ＫＡＤＯＫＡＷＡ

　

組織委

と契約

　

直後から金銭

　

高橋容疑者知人側に」、「ＫＡＤＯＫＡＷＡも仲介

か

　

高橋容疑者

　

五輪スポンサーに」 との記事を掲載し、 特捜部からリー

クされた情報を広く報道した （甲ＡＩ：大手新聞記事）。

ウ

　

報道の過熱に対応するため代表取材を受け、メディアに対して無罪

を主張したこと

原告は、 多数の報道陣が四六時中、 自宅周辺に待機して、 家族や周辺住

民に迷惑をかけていたこと、 連日の報道により家族やＫＡＤＯＫＡＷＡ従

業員に動揺が広がっていたことを懸念して、 取材攻勢をやめることを条件

に、 同月 ５日午後２時３４分から午後３時０４分までの３０分間、 メ・デイ

アの代表取材を受けた。 この際、 原告は贈賄の事実を否定した （甲Ａ２：

ＴＢＳＮＥＷＳＤ工Ｇ）。

エ

　

担当検事から代表取材を谷められたこと

　

同日夕方、 原告は、 特捜部から急な呼び出しを受けて、 午後６時頃から、

東京ドームホテルにて、 ３回目の任意聴取を受けた。 取調べ担当の久保庭

幸之介検事は、 原告が席に着くなり、「まずい、 まずい、 まずい。 あれは

ないでしょう。 角川さん、 記者会見をしたらいけないでしょう」 と述べた。
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オ

　

強制捜査が開始されたこと

　

これ以後、 特捜部は、 原告を逮捕・勾留する方針を固めた。 そして、 同

月 １４日、 検察官は、 原告を贈賄容疑で逮捕し、 東京拘置所に収容した。

また、 翌１５日には、 検察官は、 東京地方裁判所 （以下 「東京地裁」 とい

う。） に対して勾留請求をし、東京地裁の高嶋諒裁判官が同日中に勾留決

定をなした （甲Ａ３：勾留状）。 なお、 勾留の理由は、 罪証隠滅のおそれ

と逃亡のおそれであった （刑事訴訟法６０条１項２号、 ３号）。

以後、 原告は、 ２度の勾留執行停止を含む、 ２２６日間にわたる身体拘

束を受けることになった。

力

　

原告の持病・健康状態

　

ところで、 原告は、 １９４３年９月１日生まれであり、 ２０ ２２年９月

１４日の逮捕時点で７９歳という高齢であった。 原告は、 もともと心房粗

細動 （不整脈） 等の重篤な疾病を抱えるなどしていた。 ２０ ２２年９月時

点で、 心房粗細動が再発しており、 心房粗細動再発による脳梗塞が懸念さ

れ、 同年１１月に◎◎◎◎◎◎◎手術予定であった。

（２） 起訴されるまでの経緯

ア 勾留取消請求の却下

原告の弁護人は、 ２０ ２２年９月 ２ ０日、 原告が７９歳と高齢であるこ

と、 健康状態が悪いことを理由に、 勾留取消請求をしたが、 同月 ２１ 日、

東京地裁はこれを却下した （甲Ａ４：勾留取消請求書、 甲Ａ５：同却下決

定書）。

イ

　

外部交通の制限

　

また、 原告は接見等禁止決定を受けて、 妻とも面会できない状態であっ

たため、 弁護人は、 同月 ２０日と同月 ２ ６日に、 妻との接見をできるよう
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に接見等禁止の一部解除を申し立て、 その結果、 ９月２１日から同月 ２２

日の間で１回、 ３０分間の接見と、 ９月 ２ ７日から１０月４日の間で１回、

３０分間の接見が許された。 起訴前に原告が弁護人以外の者と接見できた

のは、 わずか、 この２回だけで極めて短時間に限られた （甲Ａ６及び８：

接見禁止一部解除申請書、 甲Ａ７及び９：接見等一部禁止解除決定書）。

ウ

　

連日長時間にわたる取調べ

原告は、 起訴前の逮捕・勾留期間、 すなわち、 同年９月１４日から同年

１０月 ４日までの合計２１日間にわたり、 １日も欠かさず、 検察官による

取調べを受けた。 その合計時間は７８時間２９分にも及んだ。

エ

　

起訴

　

そ して、 同年１０月 ４日、 原告は贈賄罪で起訴され、 起訴後も引き続き

東京拘置所に勾留されることとなった。

（３） 保釈されるまでの経緯

ア

　

第一次保釈請求 （２０２２年１０月 ５日） の却下

　

２ ０ ２２年１０月 ５日、 原告の弁護人は、 東京地裁に対し、 保釈を請求

した。 弁護人は、 保釈請求書の中で、 原告には、 罪証隠滅のおそれも逃亡

のおそれもなく、 原告の健康維持、 生命維持の観点から、 保釈の必要が極

めて高いと主張した （甲ＡＩＯ：保釈請求書）。

　

しか し、 翌６日、 東京地検の日比－誠検察官は、「上記保釈の請求は不

相当であり、 直ちに却下されるべきと思料する」 等として、 上記弁護人の

主張にことごとく反対する内容の意見書を提出した （甲ＡＩＩ：検察官意

見書）。 その結果、 東京地裁の北原直樹裁判官は、 同日、 保釈請求を却下

する決定を下した （甲Ａ１２：保釈却下決定書）。 なお、 同却下の理由は、

「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がある」 こと、 及び、 「裁量

で保釈を許可するのは適当と認められない」 ことが挙げられた （その後の
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保釈請求却下決定も、 すべて同じ理由を挙げている。）。

　

この保釈却下決定に対しては、 同日、 弁護人は、 準抗告申立てを行った

が、 翌７日、 同準抗告は棄却された （甲Ａ１３：準抗告申立書、 同１４：

準抗告棄却決定書）。

イ

　

第二次保釈請求 （２０２２年１０月 １７日）の却下

原告は、 前回の保釈請求が却下された後の２０ ２２年１０月８日夕刻に、

心臓がドキドキするという自覚症状があって医師の診察を求めた。

弁護人は、原告の健康状態を懸念し、原告の主治医に対して改めて詳細

な事情聴取を行うなどした上で、 同月１７日、 東京地裁に対し、 ２度目の

保釈請求をした （甲Ａ１５：保釈請求書）。

　

しかし、 同月 １９日、 東京地検の日比－誠検事は、 保釈に反対する意見

書を提出し （甲Ａ１６：検察官意見書） し、 同日、 東京地裁の北原直樹裁

判官は、保釈請求を却下する決定を下した （甲Ａ１７：保釈請求却下決定

書）。 翌２０日、 弁護人は、 準抗告申立てを行ったが、 翌２１日、 同準抗

告は棄却された （甲Ａ１８：準抗告申立書、 同１９：準抗告棄却決定書）。

ウ

　

第一次勾留執行停止の申立て （２０ ２２年１１月２日）

原告は、 前述のとおり、 同年１１月に◎◎◎◎◎◎◎手術を予定してい

たところ、 その術前の検査のため病院に入院させることが必要であるとし

て、 同月 ２日、 同月 ９日から同月１１日までの間の勾留執行停止を求めた

（甲Ａ２０：勾留の執行停止申立書）。

　

これに対し、 検察官は、 条件付きで、「しかるべく」 との意見を提出し

た。

裁判所は、 同月 ７日、 検察官が意見で述べたとおりの条件を付し、 また、

検察官が認めた限度での時間で、 勾留執行停止を認めた。 すなわち、 同月

９日午前９時から同月１１日午後零時まで、 勾留の執行を停止し、 指定条

件として、 所在場所は◎◎病院とされたほか、「逃げ隠れしたり、 証拠隠
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滅と思われるような行為をしてはならない。」「被告人は、 医療関係者、 角

川◎◎ （被告人の妻） 及び弁護人を除く者に対し、 面接、 通信、 電話等に

よる一切の接触をしてはならない。」「被告人は、 携帯電話機及びパーソナ

ルコンピュータ等通信機器を入手 ｏ 使用してはならない。」 などの条件が

定められた （甲Ａ２１：検察官意見書、 同２２：勾留執行停止決定書）。

エ

　

体調不良

原告は、 前述のとおり、 持病を抱え、 健康に重大な不安のあったところ、

２ ０ ２２年１１月 １８日午前中、弁護人と接見中に、意識が遠くなる感覚

を覚え、 顔色も悪かったことから、 急逮、 職員を呼んで、 複数名の職員に

抱えられるようにして車椅子に移され、 医師による診察を受けることにな

った。 同日夕刻、 別の弁護人が接見に赴いたが、 原告の健康状態が芳しく

なく、 接見ができなかった。

オ

　

第三次保釈請求 （２０２２年１２月１日） の却下

　

弁護人は、 この間、 原告が各種役職から退任したこと （後述する）、 勾

留執行停止が終了した後の健康状態がよくないことを踏まえ、 ２０ ２２年

１２月１日に、 東京地裁に対し、 ３度目の保釈請求を行った （甲Ａ２３ ：

保釈請求書）。

　

しかし、 同月 ２日、東京地検の日比－誠検事は、保釈に反対する意見書

を提出し （甲Ａ２４：検察官意見書）、 同月 ５日、東京地裁の北原直樹裁

判官は、保釈請求を却下する決定を下した （甲Ａ２５：保釈請求却下決定

書）。

力

　

第二次勾留執行停止申立て （２０ ２２年１２月 ２ ２日）

原告は、 ２０２２年１２月 １９日から、 体調が悪く、 同月 ２０日にＣＯ

ＶＩＤ－１９抗原検査施行したところ、 陽性との結果であった。

　

これを受けて、 弁護人は、 同月 ２ ２日、 同日から２０ ２３年１月 １０日
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までの勾留執行停止を申し立てた （甲Ａ２６：勾留執行停止申立書）。

　

しかし、 同日、 東京地検の日比一誠検事は、「上記勾留執行停止の申立

は、 不相当と思料する」 との意見書を提出し、 東京地裁の裁判官も、 職権

発動をしなかった （甲Ａ２７：検察官意見書））。

キ

　

第三次勾留執行停止申立て（２０２３年２月２２日）

　

２ ０ ２３年２月 ２ ０日、 原告は、 接見中に気分不快を訴え、 車椅子で運

ばれた。

　

これを受けて、 弁護人は、 ３回目の勾留執行停止を申し立てた （甲Ａ２

８：勾留執行停止申立書、 同２９：同補充書）。

　

これに対し、 検察官は一定の条件付きで 「しかるべく」 との意見を述べ

た。

裁判所は、 申立て通りの期間、 ◎◎病院に入院するという前提で勾留執

行停止を決定した （甲Ａ３０：検察官意見書、 同３１の１：勾留執行停止

決定書）。

　

なお、 執行停止の終期が近くなった頃、 原告が３８度以上の高熱を発し、

これに対する治療のために、 執行停止の延長を求め、 合計３回延長がなさ

れた。 すなわち、 同月 ６日零時から同月７日零時に、 同月７日零時から同

月８日零時に、 同月 ８日零時から同月１０日零時に延長された （甲Ａ３１

の２ないし４：勾留執行停止決定書）。 検察官は、 これら延長に対しては

「しかるべく」 との意見を提出した。

ク

　

第四次保釈請求 （２０２３年３月９日）

弁護人は、 原告が２０ ２３年２月 ２０日の接見中に意識を喪失したこと

について、 主治医である◎◎医師により一過性脳虚血発作の可能性がある

とされたこと、 これを踏まえて、 同年３月１日午前９時から同月 ６日午後

零時までの間、 原告の勾留の執行が停止されたこと、 この間、 原告が３８，

６度の発熱をする （肺炎を原因とするものと考えられた） などして、 勾留
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執行停止の期間が延長されたこと等から、 もはや原告において勾留に耐え

うる健康状態にないことは一層明白になったものと考え、 同月 ９日、 ４度

目の保釈請求をした （甲Ａ３２：保釈請求書）。

　

しかし、 この保釈請求については、 裁判官から、 一方で、 執行停止期間

中の保釈請求は不適法であり、検察官への求意見も出せない旨の指摘があ

り、 他方で、 再度の勾留執行停止の延長申立てをしてはどうかと水を向け

られたため、 同月１３日付で取り下げることとなった （甲Ａ３３：取下書、

なお、 勾留執行停止は最終的に同月１４日まで延長された （甲Ａ３１の

５：勾留執行停止決定書）。

ケ

　

第五次保釈請求 （２０ ２３年４月１８日）

　

弁護人は、原告の健康状態が勾留に耐えられない度合いが極めて深刻と

なっており、 生命の危険が高まっていること、 この間、 検察官請求証拠を

大幅に同意したこと （後述する） を踏まえて、 ２０ ２ ３年４月 １８日、 ５

度目の保釈請求を行った （甲Ａ３４：保釈請求書）。

　

しかし、 同月 １９日、 東京地検の梅原隆検事は、「上記保釈の請求は不

相当であり、 直ちに却下されるべきと思料する」 等として、 上記弁護人の

主張にことごとく反対する内容の意見書を提出した （甲Ａ３５：検察官意

見書）。

　

これに対して、 同月 ２ ７日、東京地裁の四宮知彦裁判官は、保釈を許可

する決定を出した。 なお、 同決定においては、 保釈保証金額は２億円とさ

れ、 要旨、 下記の指定条件が付された （甲Ａ３６：保釈許可決定書）。

記

①

　

被告人は、 ◎◎⑩◎大学病院に居住しなければならない （※その後、

原告は、 同病院において入院治療を受け、 令和５年５月１２日に退院でき

ることとなったため、 同月１１日付で制限住居は自宅に変更された）。

②

　

召喚を受けたときは、 必ず定められた日時に出頭しなければならない。

③

　

逃げ隠れしたり、 罪証隠滅と思われるような行為をしてはならない。
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④

　

海外旅行又は３日以上の旅行をする場合には、 前もって、 裁判所に申

し出て、 許可を受けなければならない。

⑤

　

保釈許可決定書別紙記載の者ら（※共犯関係４名、株式会社ＫＡＤＯ

ＫＡＷＡ関係１５名を含む、 合計４２名の者が列挙された） その他の本件

事件関係者に対し、 直接または弁護人を除く他の者を介して面接、 通信、

電話等による一切の接触をしてはならない。

⑥

　

被告人は、携帯電話機及びパ←ソナルコンピュータ等通信機器を入

手ｏ使用 してはならない。

⑦

　

本件につき裁判所から郵便で送達される書類については、 必ず受領し

なければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以 上

コ

　

原告が保釈されたこと

東京地検の梅原隆検事は、２０ ２３年４月 ２７日、 保釈決定に対する準

抗告及び執行停止の申立てをしたが、 東京地裁は、 即日これを棄却した

（甲Ａ３７：準抗告及び裁判の執行停止申立書 （乙）、 同３８：準抗告及

び裁判の執行停止の申立ての理由について、 同３９：検察官の準抗告に対

する意見書、 同４０：準抗告棄却決定）。

　

これによって、 原告は、 同日の夜遅くに、 ようやく釈放された。

原告の身柄拘束期間は、 ２０ ２２年９月 １４日に逮捕されてから、 ２０ ２

３年４月 ２ ７日に釈放されるまで、 ２２ ６日間に及んだ（２度の勾留執行

停止による入院期間を含む）。 入所時 （２０ ２２年９月 １４日） に６５，

１キログラムあった体重は、 退所直前 （２０ ２３年３月 １４日） には５６，

９キログラムまで減少し、 保釈が実現した際には車椅子に乗せられていた。

サ

　

共犯者の身体拘束等の状況

　

なお、 ここで、 原告の刑事裁判において共犯者とされている者の身体拘

束等の状況を確認しておく。
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まず、ＫＡＤＯＫＡＷＡの元取締役専務執行役員であった芳原世幸氏に

ついては、 ２０ ２２年９月６日に逮捕され、 同月 ２ ７日に起訴されたが、

同年１０月 ５ 田こ保釈を請求して、 同月６日に保釈が許可された。 その後、

２ ０ ２３年１０月 １０日に、 贈賄罪で有罪判決を受けた。

　

また、 ＫＡＤＯＫＡＷＡの元２０２１年室室長であった馬庭教二氏につ

いては、 ２０ ２２年９月６日に逮捕され、 同月 ２ ７日起訴されたが、 同月

２ ９日に保釈が許可された。 その後、 ２０ ２３年６月 １５日に、 贈賄罪で

有罪判決を受けた。

　

芳原氏及び馬庭氏の身体拘束期間が比較的短期で終わったのに対して、

原告のそれは相当長期に及んだのであるが、 その違いは、 芳原氏及び馬庭

氏は捜査段階から罪を自白していたのに対して、 原告は一貫して否認し続

けたところにある。

２

　

身体拘束期間を通じて原告の受けた人権侵害、 苦痛・不利益

　

原告は、 身体拘束によって、 その基本的人権を侵害され、 多大な苦痛ｏ

不利益を被った。 また、 それだけではなく、 身体拘束から解放されるため

に、 権利・利益を放棄させられていった。 これは、 身体拘束を伴う刑事事

件においては、 程度の差こそあれ、 一般的に生じる事態であるが、 罪証隠

滅及び逃亡の防止という身体拘束の目的に照らして容認できるものである

かどうか、 厳密かつ慎重に検討されなければならない事柄であるところ、

本件の原告の場合、 到底容認できないものである。

　

ここでの人権侵害、 苦痛り不利益には、「人質司法」 において一般的に

侵害されることとなる 「人身の自由」（憲法３４条、 自由権規約９条１

項）」、 並びに 「推定無罪の原則 （無罪推定を受ける権利）」（憲法３１条・

刑事訴訟法３３６条、 自由権規約１４条２項）、「黙秘権 （自己負罪拒否特

権）」（憲法３８条１項、 自由権規約１４条３項 （Ｇ））、 及び 「公正な裁判

を受ける権利」（憲法３７条１項、 自由権規約１４条１項） に対する人権

侵害、 苦痛ｏ不利益が含まれる。
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しかし本件ではこれらの人権侵害に留まらず、 上述のとおり、 本件特有

の具体的事実経過に鑑みると、 精神的自由としての移動の自由を含む 「社

会活動の自由」、「表現の自由」（憲法２１条・自由権規約１９条２項）、 及

び 「生命身体の自由」（憲法１３条・自由権規約６条１項） に対する人権

侵害、 苦痛・不利益を含むものである。

以下、 詳述する。

（１）

　

人身の自由の侵害及びこれに関連する様々な苦痛ｏ不利益

　

まずもって、 原告は、 犯罪事実を否認しており、 また、 判決を受けたわ

けでもないのに、 ２２ ６日間にわたり、 人身の自由を奪われた。 これは、

単に、 自分の好きな時間に好きな場所へ行く自由がなかったというだけで

はなく、 東京拘置所の劣悪な環境の中で、 まさに 「囚人」 として取り扱わ

れたのである。

　

すなわち、 原告は、 ２０ ２２年９月１４日の逮捕された当日に、 東京拘

置所に収容されたが、 同所に到着した原告を待っていたのは、 まず身体検

査だった。 そこでは、 全裸にされ、 ロの中から脇の下まで、 隠し持ってい

るものがないか等を綿密に調べられた。 そして、「８５０１」 の番号が与

えられ、 以後、 同所内では、 名前ではなくその番号で呼ばれることになっ

た。

原告は、 東京拘置所の５階にある広さ三畳ほどの独居房に収容された。

その中は、 コンクリ」トの上に薄い畳が敷かれており、 畳の上にいても冷

たさが伝わってくるほどであった。 テレビはもちろん、 時計すらない。 部

屋の奥には、 洋式トイレと洗面台があるが、 衝立がないため、 廊下から丸

見えとなっている。 冷暖房の設備も機能していなかった。 窓が一つあるが、

窓の外には外廊下があり、 外の景色はわずかの隙間を通して空が見えるだ

けであった。

　

また、 拘置所内の生活は、 ２４時間の監視体制であった。 朝は午前７時

に起床して、 点呼の際には正座して看守を待ち、 自分の番号を言わなけれ
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ばならない。 日中も、 就寝や昼寝を除いて寝転がることが許されない。 天

井には監視カメラがあり、 カメラの視野から外れると、 看守から注意され

る。 所持品すらも自ら管理することを許されず、 原告が日記として書き留

めていたノートは、 検閲の対象となっていた。 原告が取調べの内容を書き

留めていたノートでさえ、 無断で東京拘置所の所長に取り上げられたこと

があった。

　

なお、 原告は、 １回目の勾留執行停止から東京拘置所に戻った後は、 同

所８階の病人用の単独房に移されたが、「囚人」 としての取扱いであるこ

とには変わりがなかった。

　

「囚人」 扱いであることは、 東京拘置所の職員においても自覚している

ことである。 実際、 原告は、 ２０ ２２年１０月４日、 最後の検察官取調べ

を終えて房に戻ると、 看守から、「これからあなたを囚人として扱います」

と宣告された （甲Ａ４１：書籍 「人間の証明」 ３７ページ）。

　

このように、「囚人」 として取り扱われることにより、 原告は、 自尊心

すらも奪われたのである。

（２） 社会活動の自由の侵害

　

また、 原告は、 長期の身体拘束によって、 一切の社会活動を禁じられた。

第一に、 家族や親しい友人と過ごす時間を奪われた。 それも、 事件と関

係のある者であるか否かには一切かかわらず、 である。 すなわち、 原告は、

２ ０ ２２年９月 １５日の勾留決定と同時に、 接見等禁止決定を受けたため、

弁護人以外の者との面会、 親書の交換等をすべて禁止された。 前述のとお

り、 妻については、 接見等禁止決定が一部解除されたが、 起訴前の身体拘

束期間である２１日間のうち、 面会できたのは、 わずか２回、 それぞれ３

０分間だけであった。 同年１０月４日むこ起訴された後も、 接見等禁止は続

いた。 妻との関係に限り、 これが解除されたが （回数指定なし）、 実際に

面会できるのは平日のみであり、 １回あたり２０分程度に限定された。

第二に、 経済人としての活動を行うことができなくなった。 原告は、 角
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川書店 （現在のＫＡＤＯＫＡＷＡ） を創業した角川源義氏の子であり、 １

９ ６６年に大学を卒業するとすぐに同社に入社した。 １９９３年には、 代

表取締役社長に就任し、 １９９８年に同社を東京証券取引所に株式上場さ

せるなど、 長年にわたり同社の経営を率いてきた。 その後、 ２０１０年に

代表取締役を退任した後は、 代表権のない取締役会長として、同社の経営

に助言を与えるなどしてきた。 このように、 原告は、 人生をかけて、 同社

の発展に心血を注いできた人物である。 しかしながら、 身体拘束期間が長

期化したことで、 同社における自身の職責を果たせない状態が続いたため、

起訴後の２０ ２２年１０月 ４日に、 会長職を辞することとなった。

　

第三に、 原告は、 身体拘束によって社会活動を禁止されただけにとどま

らず、 身体拘束から逃れるために、 社会活動の自由を自ら放棄することを

余儀なくされたのである。 すなわち、 検察官意見書においては、「被告人

は、 本件逮捕前には、 毎日朝からＫＡＤＯＫＡＷＡに出勤し、 創業家出身

の会長として、 会社内で絶大な影響力を有していたことが認められる。 被

告人は、 会長職を退任したものの、 取締役は退任しておらず、 現在も会社

での絶大な影響力を維持していることは明らかである。」 と指摘されてい

た （甲ＡＩＩ ： ２ ０ ２２年１０月 ６日付検察官意見書５頁）。 こういった

ことも考慮 して、 原告は、 ２０ ２２年１１月４日、 ＫＡＤＯＫＡＷＡの取

締役を退任し、 同月 ２４日付けでその旨の登記を了したほか、 同年１０月

下旬から同年１１月上旬にかけて、 学校法人角川ドワンゴ学園の理事、 東

京メトロポリタンテレビジョン株式会社の取締役、 公益財団法人大宅壮一

文庫の評議員をそれぞれ辞任し、人事上の影響力を行使しうる地位から退

くこととなった。

　

このように、 原告は、 社会活動が全面的に禁止され、 人生をかけて築い

てきた社会的地位等すらも、 手放すことを強いられたのである。

　

そして、 保釈許可によって人身の自由を基本的に回復した後も、 社会活

動の自由は、 大幅に制限された。 すなわち、 保釈の際に付された条件は、

原告が経済人として活動することを不可能にするに等しいもので、 原告は、
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経済人としての活動を断念せざるを得ない状況が続いている。 なお、 保釈

後のことであるが、 原告は、 公益財団法人角川文化振興財団の理事 （名誉

会長） であり、 同財団の常務理事である◎◎◎◎氏と、 財団運営に関して

財政的な問題を含めて意見交換をする必要があった。 そのため、 弁護人が

立ち会い、 その会談の状況を録音して報告するなどの条件の下に、 面談す

ることを許可してほしいと申し出たが、 検察官はこれに反対し、 裁判所は

これを認めなかった （甲Ａ４２：保釈指定条件変更申請書、 甲Ａ４３：検

察官意見書）。

（３） 表現の自由の侵害

ア 代表取材

　

検察官は、 保釈請求に対する意見書の中で、 繰り返し、「被告人は、 逮

捕前である令和４年９月５日、 報道機関の取材に対し、『７０００万円は

コンサルティング契約の対価として支払ったものである。』『高橋理事への

謝礼という認識はない。』 旨回答し、 公の場で前記弁解と同じ説明をして

いた。」 と指摘して、 これを 「逮捕前から敢えて本件犯行を否認する姿勢

を報道を通じて公表することで関係者への 『ロ封じ』 を図」 ったものだと

強弁した （甲ＡＩＩ ： ２ ０ ２２年１０月 ６日付検察官意見書２～３頁等）。

　

しかし、 これは、 上述のとおり、 特捜部のリークを発端とするメ ディア

スクラムを鎮静化して、 家族の生活の平穏を取り戻すために、 やむを得ず

代表取材に応じることにしたに過ぎず、 決して原告側から取材を要請した

ものではない。 実際の取材内容を見ても、 記者から、「今いろいろ報道出

てるけれども、 いわゆる高橋容疑者ですねお知り合いの会社に…角川

側からですね、 ７０ ００万円支払われたという報道出ていますけど事実関

係はどうでしょうか」 などと具体的に質問されて、 それに対応して回答し

ているに過ぎない （甲Ａ２）。 まさに、 原告は会社経営に当たってきたも

のとして、 説明責任を果たそうとしただけであり、 取材に応ずることで、

「ロ封じ」 を図ったものでないことは、 誰の目にも明らかであった。
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イ

　

起訴後のコメ ント

　

また、 検察官は、 保釈請求に対する意見書の中で、 繰り返し、「しかも、

被告人は、 本件で公判請求された令和４年１０月４日には、 接見禁止が付

されているにもかかわらず、 また、 後記の◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎や◎◎◎

◎ほか多くの本件関係者がＫＡＤＯＫＡＷＡの役職員として在籍している

状況を知悉しながら、 弁護人を通じて、 ＫＡＤＯＫＡＷＡに対して、『今

般、 高橋氏に対する贈賄との指摘を受けたことは夢にも思わぬ驚きであり、

もとよりそのような認識はありませんでした。 私は事実を全面的に争い、

検察と徹底的に闘う所存でありますので、 この点、 何卒、 各位のご理解を

頂戴したく存じます』 などと自身の弁解等を記載したコメントを送付し、

同コメントをＫＡＤＯＫＡＷＡの全役職員に周知させただけでなく、 同コ

メントに 『本 田ま、 簡単に御報告させていただきましたが、 いずれ改めて

きちんとご説明させて頂くつもりです』 などと記載して、 より詳細な弁解

内容を全役職員に周知する意欲も示している。」 と指摘して、 これを 「公

判請求された後は、 接見禁止中であるにもかかわらず、 弁護人を介して、

自身の弁解をＫＡＤＯＫＡＷＡの全役職員に伝えるなど、 様々な策を弄し

てでも、 共犯者及び事件関係者に働きかけ、 ロ裏を合わせさせようとする

などして、 自己の刑事責任を免れようとする姿勢が顕著である。」 と評し

た （甲Ａ１６：２０ ２２年１０月 １９日検察官意見書３～４頁等）。

　

しかし、 従前ＫＡＤＯＫＡＷＡの取締役会長の職にあった原告が、 逮

捕ｏ 勾留され、 起訴までされて、 会長職を辞することになった以上、 ＫＡ

ＤＯＫＡＷＡに在籍する役員及び従業員が動揺し、 今後の同社の行く末に

不安を抱くことは、 容易に想像ができることである。 長年経営に参画しＫ

ＡＤＯＫＡＷＡの発展に尽力してきた原告としては、 そうした動揺を少し

でも和らげ、 同社の運営に混乱をきたさないように、 コメントを述べるの

は当然のことであり、 むしろその職責であるともいうべきことであった。

このコメントも、 原告が自己の刑事責任を免れるために出したものでない

ことは、 誰の目にも明らかであった。
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検察官の意図

前述のとおり、 特捜部は、 原告を逮捕する前から、 メディアに対しで宿

をリ」ク していた。 検察官が、 なぜリーク したのかといえば、 これによ

、 世論を誘導して、 刑事裁判を有利に進める意図があったからに他なら

他方で、 検察官は、 原告が２０２２年９月 ５日に代表取材に応じるや同

を逮捕し、 また、 保釈請求の場面でも、 同代表取材に応じたことや起訴

‘のコメントを出したことを罪証隠滅のおそれの問題にこじつけて、 原告

保釈に強力に反対した。

このように、 検察官が、 原告による意見表明を封殺し、 その後の意見表

を萎縮させようとまでしたのは、 罪証隠滅を懸念したこととは考え難く

（上記意見表明に罪証隠滅の意図はなく、罪証隠滅の具体的効果が生じる

ともあり得ないからである。）、 原告が検察官の意向に反する意見を世間

こ表明することを禁じ、 原告の身柄拘束を長期化して原告にダメージを与

、 さらには、 世論が原告の味方について、 検察官に批判的になることを

倶したからであったのは、 疑いない。

（４）

　

防御権の侵害

原告は、 当初より一貫して犯罪事実を否認している。 そのため、 検察官

取調べへの対応や裁判期日への準備等に関して、 防御権を全うする必要

が極めて高いというべきであるが、 実際には、 防御権は大きく侵害され

捜査段階

まず、 捜査段階において、 原告は、 ２０ ２２年９月 １４日から同年１０

４日までの合計２１日間にわたり、 １日も欠かさず、 検察官による取調

を受け、 その合計時間は７８時間２９分にも及んだ。 逮捕・勾留のない
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在宅事件であれば、取調べに応じるか否かや、取調べに応じる場合の条件

（弁護人の立会い、 取調べの時間制限等） について交渉する余地があるが、

逮捕の勾留されている原告は、 検察官に求められるがまま取調べに応じる

ほかなかった。

　

また、 原告は、 取調べにおいて、 強大な証拠収集権限と人的資源を背景

に一方的に尋問してくる検察官に対して、 自らのおぼろげな記憶だけを頼

りに対応しなければならなかった。 在宅事件の場合は、 取調べの途中に離

席して弁護人の助言を受けることもできるし、 取調べの合間に自宅などで

手持ちの資料を確認することもできるが、 そのようなことすら許されなか

っ た。

　

もちろん、 接見に来た弁護人と協議することはできるのであるが、 東京

拘置所の接見時間は限られており （原則として、 平日午前８時３０分～１

２時、 午後１時～５時）、 電話で連絡をとることもできない。

　

このような状況は、 被疑者となった者を疲弊させ、 不安にさせて、 検察

官のいうままに犯罪事実を認めるほかないのではないか、 という考えに至

らしめるのに十分なものである。 原告の場合もその例外ではなく、 原告が

自白しないで取調べを終えられたのは、 原告が述懐するように、「私の否

認の最後の砦となったのは、 経営者として自分が守り育ててきた会社への

思いだった。 傷ついたブランドを回復し、 次世代の経営陣や社員がＫＡＤ

ＯＫＡＷＡで仕事をすることに誇りを抱けるようにしなければならない。

その使命感が自白への半歩を踏みとどまらせた。」 からであった （甲Ａ４

１：「人間の証明」 ３４ ～ ３５頁）。

　

原告は、 今後、 刑事裁判の公判において、 無罪を主張していくが、 身体

拘束の中では、 自白の 「半歩」 手前のところまで追い詰められていたので

ある。

イ

　

公判段階

原告は、 これまで述べてきたような苦痛・不利益が積み重なって、 精神
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的にも、 肉体的にも、 疲弊しきっていた。 その上、 心房粗細動をはじめと

する重篤な持病を抱えており、 とりわけ２度目の勾留執行停止を経て、 生

命の危険さえ現実化しつつあった （後述する）。 原告の妻や弁護人も、 原

告が、 日を追うごとに、 生気を失い、 弱っていく姿を目の当たりにしてい

た。 原告及び弁護人としては、 無罪判決を獲得して、 雪菟を果たしたいと

いう気持ちに変わりはなかったが、 他方で、 死んでしまっては何もできな

いという思いを強くしていた。 そこで、 ２度目の勾留執行停止が終わり、

２０ ２３年３月 １４日に東京拘置所に戻ってからは、保釈の獲得が最優先

課題となった。

　

そのためには、 争点や証人尋問の対象をごく一部にまで限定して、「罪

証隠滅」 の対象を減らすほかなかった。 そこで、 弁護人は、 検察官請求証

拠に対する証拠意見を早急にとりまとめることとし、 同月３１日に、 「証

拠意見書 （１）」 を提出した。 この時の証拠意見は、 当時の検察官請求証

拠全１５２点 （甲号証１５１点、 乙号証１点） のうち、 同意４２点、 不同

意４９点、 留保６１点であった。

　

しかし、 原告の健康状態の悪化を踏まえ、 同意書証の範囲をさらに大幅

に拡大してでも、 保釈が許可される可能性を少しでも高めなければならな

いということから、 同年４月 １４日に、 同意意見を倍増させた 「証拠意見

（２）」 を提出した。 この時の証拠意見は、 同意１１０点、 不同意３７点、

留保５点であった。

　

すなわち、 第１弾の証拠意見では、 ①東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会組織委員会の関係者、②電通の関係者、 ③ＫＡＤＯＫＡＷＡの

従業員、 ④講談社 （ＫＡＤＯＫＡＷＡ同様、 出版カテゴリーのスポンサー

候補となっていた） の関係者、 ⑤賄賂罪の対向犯関係にある高橋治之氏及

び深見和政氏等の供述調書について、不同意又は留保の意見を述べていた

が、 第２弾の証拠意見では、 ①、 ②、 ④、 ⑤については同意し、 ③につい

ても大幅に同意して、 ごく一部の供述調書のみを不同意又は留保とした。

　

このように、 争いの対象を大きく絞り込んではじめて、 保釈 （第五次請
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求） が許可されたのであるが、 これは、 まさに、 原告の身柄を人質とされ

て、 これを解放するために、 防御方法の一部を差し出した、 ということで

あった。

（５） 身体生命の安全の侵害

ア

　

原告の健康状態に関する事実経過

（ア） 逮捕◎勾留前の健康状態

原告は、 １９４３年９月 １日生まれであり、 ２０ ２ ２年９月 １４日の逮

捕時点で７９歳という高齢であった。 原告は、 もともと心房粗細動 （不整

脈）、 総胆管結石、 ＥＲＣＰ後瞳炎等の重篤な疾病を抱えているのみなら

ず、遠位弓部大動脈嚢状痛術後、高血圧、脂質異常症、 高尿酸血症など各

疾病を抱えていた。 ２０ ２２年９月時点で、 心房粗細動が再発しており、

杭凝固薬・抗不整脈薬・利尿薬ｏ抗高脂血症薬の内服が必要不可欠であっ

た。 心房粗細動再発による脳梗塞が懸念され、 同年１１月に◎◎◎◎◎◎

◎手術予定であった （２０ ２２年９月 １９日付け◎◎◎◎医師の診断書。

２ ０ ２２年１０月 ５日の第１次保釈請求書 （甲ＡＩＯ） 添付の資料１参

照）。

（イ） 逮捕ｏ起訴前勾留

原告は、起訴前の逮捕 ｏ 勾留期間、 すなわち、 同年９月１４日から同年

１０月４日までの合計２１日間にわたり、 １日も欠かさず、 検察官による

取調べを受けた。 その合計時間は７８時間２９分にも及んだ。

　

その中で、「囚人」 としての扱いを受けたこと、 一切の社会活動が禁じ

られたこと、 防御権を侵害されたこと等は、 上述のとおりであり、 勾留の

長期化が原告に対して多大な疲労・ストレスを与えるものであったことは、

疑いのない事実である。

（ウ） 第一次保釈請求 （２０ ２２年１０月 ５日） 時点
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原告の弁護人は、 第一次保釈請求に先立ち、 原告の主治医である◎◎◎

◎医師 （以下 「◎◎医師」 という。） に対して、 原告の健康状態等につき

聴取した。

　

この際、 ◎◎医師は、

ｏ 原告の抱える 「心房粗細動」 については、「薬を飲まないと左心房に血

栓ができ、 それが原因となって脳血栓などになると、 長嶋茂雄氏のように

半身まひが起きたり、 最悪の場合、 死に至る可能性もある」 という傷病で

ある

・「１１月に予定していた◎◎◎◎◎◎◎手術は予定どおり実施する必要

があると考えている」

・「最低でも心電図をとり、 経過観察を行わなければならない」（※この点、

東京拘置所では、 １分間の心電図しかとれない）

・「１１月に◎◎◎◎◎◎◎手術を行うのであれば１０月には術前の検査

を行う必要がある。 心電図に加え、 経食道心エコーという、 胃カメラのよ

うなものを食道に入れ、 心臓の後ろから心エコーを撮り、 心臓内の血栓の

有無などを検査する術前検査が必要である。 このため、 被疑者については

早期の身体解放が望ましい」

ｏ「◎◎◎◎◎◎◎手術が遅れると不整脈が治らなくなる。 タイミングを

逸してしまうことは、 被疑者の生命身体の安全の観点から非常に問題があ

り、 患者のことを考えると、 医師の立場としては早期の身体解放、 及び、

１１月の予定どおりの手術の実施、 それに先立つ１０月の術前検査は必要

不可欠とも言いうる」

ｏ「先日、 検察官が、 私に対し、 電話及び面談にて事情を聴きに来た。 検

察官は、 手術の前後だけ身体解放するという方法をとりたいようであった

が、そのような方法では被疑者の生命身体の安全の観点からは不十分であ

り、 アプレーション手術以前に外来等で、 主冶医による適切な術前検査及

び長期的な経過観察が必要であるという見解を伝えた」

等の意見を述べていた （２０ ２２年１０月 ３日付け電話聴取報告書。 ２０
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２２年１０月 ５日の第１次保釈請求書（甲ＡＩＯ） 添付の資料３参照）。

（エ） 第二次保釈請求（２０２２年１０月 １７日） 時点

　

２ ０ ２２年１０月 ８日午後５時頃、 原告は、 心臓がドキドキするという

症状に見舞われ、 東京拘置所の医師に診察を求めた。 しかし、 診察を受け

るまでに原告の記憶では約４０分を要した上、 診察においては、 血圧測定

と１分間の心電図検査が行われたものの、 同医師は、「先日より血圧が高

く、 よくない兆候である」 と述べるにとどまり、 具体的な対応を示さなか

った。 原告は、 何度も、「検査と手術を受けさせてください。」「緊急自動

車を呼んでくれないのですか。」 などと対応を求めたが、 これに対応する

ことなく、「判断できない」 などと答えるのみであった （甲Ａ４４：東京

拘置所の医療記録２２～ ２６頁）。

　

なお、 東京拘置所の医療記録によれば、 同月８日の午後５時頃に胸部痛、

動俸を訴えて診察を依頼し、 午後５時１５分に血圧の測定、 同２０分に心

電図検査を受けている。

　

原告の弁護人は、 こうした状況も踏まえて、 第二次保釈請求を行ったが、

それに先立って、 改めて、 ◎◎医師に対して意見を求めた。

◎◎医師は、

ｏ「大前提として、 心臓に疾患を抱える患者に対し、 ストレスや寒さなど

高血圧の原因となる環境に置くことが望ましくない。 角川氏は、 ７９歳と

高齢であり、 かつ、 心臓に疾患を抱えているのみならず、 総胆管結石によ

る瞳炎のリスクなどをも抱えており、 このような角川氏の健康状態に照ら

せば、 東京拘置所という日常生活とは異なる環境に置き続けること自体が

医師として全く推奨できない」

・ １ ０月 ８日の出来事については、「心臓がドキドキするという自覚症状

があることから察するに、 角川氏には不整脈が起きており、 すなわち、 血

栓 （脳塞栓になると死に至る可能性がある） のリスクが高まっていること

が窺える」
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・「◎◎◎◎大学病院に入院した場合の医療体制と、 東京拘置所に勾留さ

れ続けた場合の医療体制は、 角川氏の疾病に対応できる医師及びスタッフ

の人数や、 ＭＲ１やＣＴなどの医療設備の観点から明らかに異なる」

・東京拘置所で処方されている薬の一部 （ベラパミル） では不十分である

・「角川氏が抱えている心房粗細動は、 服薬によって根本的な対処が可能

ではない。 ◎◎◎◎◎◎◎手術という心臓の中の不整脈を生じている心筋

部分を焼く手術によってのみ根本的な対処可能である。 服薬だけでは対処

できないことが多い。 ◎◎◎◎◎◎◎手術が遅れれば、 心房がりモデリン

グ （心房の線雑化、 心筋の脱落、 心房の拡張） を起こし、 不整脈の治癒が

できなくなる。 不整脈の治癒ができなくなれば、 心房の心耳という部分に

血栓ができやすくなり、 これが脳に飛ぶことで、 脳塞栓として死に至る可

能性がある」

ｏ 原告は 「総胆管結石」 も抱えているが、「角川氏の場合、 総胆管の末端

である主瞳管との合流部分に結石があるため、 瞳臓が排出している酵素液

が臓器に悪影響を与え、 瞳炎になり、 敗血症を生じ、 死に至る可能性があ

った」 のであり、「現在も、 角川氏については、 総胆管結石への対応の必

要性がある」

等の意見を述べていた （２０ ２２年１０月 １４日付け事情聴取報告書。 ２

０ ２ ２年１０月 １７日の第２次保釈請求書 （甲Ａ１５） 添付の資料２参

照）。

（オ） 第一次勾留執行停止申立て （２０２２年１１月 ２日） 時点

　

◎◎◎◎◎◎◎手術については、 当初１１月に予定されており、 それに

先立つ１０月には術前検査をする必要があったものの、 ２度の保釈請求が

却下されたため、 予定どおりに行うことができなかった。

　

そこで、 原告の弁護人は、 急ぎ、 ◎◎医師及び執刀医の予定等を調整し

てもらった上で、 ２０ ２２年１１月９日から同月１１日の日程で、 原告が

術前検査を受けられるよう、 勾留執行停止申立てをし、 これが認められた。
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術前検査においては、 幸い、 原告において、 緊急に手術をしなければな

らないほどの不整脈は認められなかった。

（力） 第三次保釈請求（２０ ２２年１２月１日） 時点

　

しかし、 東京拘置所に戻ってから、 原告の心身の状況は、 思わしくない

状況が続いた。

　

すなわち、 この頃、 原告の居室は、 東京拘置所内の病棟に変更となり、

血圧を毎日２回測られていたが、 朝の血圧は１６０ ～ １ ７０と非常に高い

状況が続き、 不整脈も見られた。

　

とく に、 ２０ ２２年１１月 １８日午前中、 原告は、 弁護人と接見中に、

意識が遠くなる感覚を覚え、 面会室の椅子から崩れ落ちるように倒れ込ん

でしまった。 顔色も悪く、 急逮、 職員を呼んで、 複数名の職員に抱えられ

るようにして車椅子に移され、 医師による診察を受けることになった。 同

日夕刻、 別の弁護人が接見に赴いたが、 原告の健康状態が芳しくなく、 接

見ができなかった。

　

東京拘置所の医療記録上も、「面会中に気分不快あり面会中断自室へ戻

る。 帰室後横臥し経過観察する。 バイタルサイン

　

体温３６， １℃

　

脈拍

５３回／分

　

血圧１１２／６８ＭＭＨＧ」 などと記載されている。（甲Ａ

４４ ： ７７頁）。 なお、 この日は、 血圧が高く、 午前中に、 ＢＰ＝１４９

／６５、

　

再検査でもＢＰ＝１４９／７４であった。「午後に安静にして

ふらつきは改善。 ＢＰ＝１１８／５９

　

Ｐ ＝ ５１

　

ＳＰ ０ ２ ＝ ９５％」 と

の記載がある。 メ キシレチン、 アムロジピン２， ５ＭＧ追加投与となった

うち、 アムロジピン服用前は血圧高めであったが、 初回服用後の本日午後

にふらつき出現 したこと、 血圧も低下したことから、 「一旦アムロジピン

を中止」 したとある （同７６頁）。 翌日の同月１９日 （土曜日） には、「午

後５時過ぎ、 前日の面会中と同様な状態に陥っている。 すなわち、 保健助

手の記録によれば、 １７：１０に本人より貧血のような気分不快の申し出

があり、 昨日の面会と同様な感じとの訴えがあり、 ＢＰＩＩＯ／６８ で、
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脈拍触知困難なため、 ＤＲコール」 とあり （同７９頁）、 医師の診察記録

でも、「午後５時過ぎ、 めまい ｏ 吐き気・全身的気分不快の訴え。

　

訪室

時、 布団に横たわっており、 会話可能。 昨日面会中と同様の症状とのこと。

その後、 薬剤調整中。 数分で症状改善、 トイレ歩行可となる。 心電図上、

１１／１４日から大きな変動なし。 検査より帰室後、室内移動可能な状態

であり、 経過観察とする。 本人は、 歯も悪く食事がとりにくく、 低栄養を

心配。 歯科願箸提出済み。 液体カロリ 食などは週明け以降検討と説明。」

などとも記載されている （同７８頁）。

（キ） 第二次勾留執行停止申立て（２０ ２２年１２月２２日） 時点

原告は、 ２０ ２２年１２月 １９日から、 具合が悪く、「かぜ気味と、 咽

頭痛は無いがいがらっぽい。 時々せきが出たり疾が絡んだりする。」 と訴

えており （同１１６頁）、 同月 ２ ０日ＣＯＶＩＤ－１９抗原検査施行した

ところ、 陽性との結果を受け、 部屋を移動した。 医師も、「６５歳以上で

あり、 重症化リスク因子を有し、 かつ新型コロナウイルス感染症治療薬の

投与が必要な方であることから、 発生届作成。」 などと記載していた （同

１１７頁）。

（ク） 第三次勾留執行停止申立て （２０２３年２月２２日） 時点

　

２ ０ ２３年２月 ２０日、 原告は、 面会中に気分不快を訴え、 車椅子で運

ばれた。

すなわち、 矢田次男弁護士 （以下 「矢田弁護士」 という。） が東京拘置

所において接見中、 原告は 「気持ちが悪い」 と述べ、 顔面蒼白となりガク

ンと下を向き、 意識がない様子でよだれを垂らすようになり、 その様子に

驚いた矢田弁護士が急逮接見終了ボタンを押して東京拘置所職員を呼び、

駆け付けた同職員が声をかけても反応がなく、 おろおろしている同職員に

矢田弁護士が車いすを持ってくるよう要求するなどして、 急逮、 医師及び

看護師による診察等を受けざるを得ないという事態が発生したのである。
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当時の診療録にも、「９時４０分血圧８３／５０ＭＭＨＧ

　

脈拍５３回

／分

　

ＳＰ０２＝１００％冷汗あり体温測定できず。 受け答えは出来てい

る。 顔色不良。 その後車椅子で帰室。 布団に臥床させる。 体温３６． ２度

脈拍６８回／分

　

血圧１１８／６０ＭＭＨＧ。 血糖測定し１２１ＭＧ／Ｄ

Ｌ

　

顔色不良だが、 だんだん落ち着いてきたとのこと。 １０時２５分血圧

１１７／５９ＭＭＨＧ

　

脈拍５１回／分よくなってきたと話す。 顔色もも

どりつつある。 その後、 別の面会があり車椅子で行く。 帰室後ももう大丈

夫ですよ。 と返答あり。」（同１８９頁） と記録されている。

　

これについて、 原告の弁護人が◎◎医師に意見を求めたところ、

ｏ「一過性虚血発作 （ＴＩＡ）」 の可能性が考えられる

・「「一過性虚血発作 （Ｔ工Ａ）」 は脳梗塞の前触れともいわれ、 極めて危

険、 かつ、 迅速・適切な診断・治療が必要な疾患であるため、 心房粗細動

の状況等も含め、 精密検査をすることが望ましい」

等の意見を述べた （２０ ２３年２月２１日付け電話聴取報告書。 ２０ ２３

年２月 ２ ２日の第３次勾留の執行停止申立書 （甲Ａ２８） 添付の資料１参

照）。

　

これを受けて、 同年３月１日午前９時から同月 ６日零時までの期間につ

いて、 勾留の執行を停止する決定がなされた。

　

しかし、 執行停止の終期が近くなった頃、 原告が３８度以上の高熱 （肺

炎を原因とするものと考えられた。） を発し、 これに対する治療のために、

執行停止の延長がなされ、最終的に合計３回延長がなされた （同月６日零

時から同月７日零時に、 同月 ７日零時から同月８日零時に、 同月 ８日零時

から同月１０日零時に延長）。

（ケ） 保釈 （２０２３年４月 ２７日）

その後も、 原告の衰弱状況は目に見えて明らかであった。 最終的に、 ２

０ ２３年４月 ２ ７日に、 保釈されたのであるが、 入所時 （２０ ２２年９月

１４日） に６５， １キログラムあった体重は、 退所直前 （２０ ２３年３月
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１４日） には５６． ９キログラムまで減少し、 保釈が実現した際には車椅

子に乗せられていた。

原告は、 保釈された後も、 同年５月１２日まで、 ◎◎◎◎大学病院に入

院せざるを得なかった。

　

また、 原告は、 ２０ ２３年６月 １２日未明、 心臓に痛みを覚え過呼吸と

なった （血圧は上が１８０を超 え、 下でも１００を超えていた。） ため、

◎◎病院を緊急受診したところ、 心電図、 レントゲン、 採血等の検査の結

果、 ◎◎医師の 「軽い心不全の可能性があり、 心臓に水が溜まっている様

子もみられる。 精密検査や経過観察のため、 ２週間ほど入院するべきであ

る」 と判断がなされ、 裁判所の入院許可を得て、 ６月１２日から２週間緊

急入院した （甲Ａ４５：入院許可申請書）。

イ

　

身体拘束期間全体を通して

前述したとおり、 原告は、 高齢で、 持病があり、 基本的には 「病人」 と

いって差し支えない状態であった。 接見中に意識が遠のくといった異常事

態が１度ならず生じたにもかかわらず、 東京拘置所での処置は、 決して十

分なものとはいえず、 外部の医療機関に見せるということもしなかった。

「東京拘置所の医療施設は日本の拘置所の中で最高の水準にある」 と検察

官は主張する。 確かに拘置所の中では最高水準なのかもしれないが、 その

最高の水準にある東京拘置所においても、原告に対する医療的な措置は投

薬による対症療法ばかりであり、 本来の治療とはいえないものであった。

２０ ２２年１２月に原告が新型コロナウイルスに感染し、 医師も重篤な症

状と認め、 看守や接見時の弁護士も防護服を着用したが、原告は隔離病棟

に移されたのみで、 外部の専門的医療機関を受診させてもらうこともなか

っ た。

　

身柄拘束期間を通じて原告の体力は弱り、 徐々に衰弱状態に陥っていた。

それを象徴する出来事として、 ２０２３年２月 ２ ０日の接見中の意識消失

がある。 接見室から医務室に赴くために東京拘置所内の廊下を車いすで移
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動中、 ある医師は、 明らかに原告のことに気づいていながら、 声を掛ける

どころか、 目をそむけたのである。 患者に寄り添うべき医師が、 人質司法

システムの僕と化していることをまざまざと原告に認識させた一瞬であっ

た。 原告は、 このような取り扱いを受け、 拘置所内で命を繋げていくこと

ができるか深刻な不安を覚え、 何とか拘置所を出られないものかと拘置所

の医務室で漏らしたところ、 医師 （２０日の診察をした担当医師とは別の

医師である） から、「角川さん、 あなたは生きている間はここから出られ

ませんよ。 死なないと出られないんです。 生きて出られるかどうかは弁護

士の腕次第ですよ」 と言われ、 傍らにいた刑務官も無言で領いていた。 原

告がはっきりと拘置所内での死を意識した瞬間だった （甲Ａ４１：７５

頁）。

　

特 に、 ２０２３年２月 ２０日は、それ以後車椅子で移動を余儀なくされ

るほどで、 保釈で釈放された際も、 車椅子を使用していた。 一過性虚血性

発作の可能性があったのに、この時に医務課に連れて行かれた原告に対し

て拘置所の医師は、 血圧と脈拍を測っただけで、 まともな問診すらしなか

った。 そして、 原告は、 車椅子を使用して自室に戻り、 布団に臥床するこ

とを許されたのみであった。 体重減少も前述のとおり顕著であった （入所

時 （２０ ２２年９月 １４日） に６５， １キログラムが、 退所直前 （２０２

３年３月 １４日） には５６， ９キログラムまで減少した。）。

３

　

小括

以上は、 原告の人間の尊厳を傷つける極めて重大な人権侵害である。

本件訴訟は、人質司法によって原告がいかに重大な人権ないし法的利益

の侵害を被ったかを明らかにし、 その是正を求める訴訟であるが、 これま

で見てきたとおり、 その人権侵害の程度は極めて重大かつ深刻である。 ま

さに本件訴訟が現在の日本の刑事司法の在り方を、 人権の原理原則から問

い直す 「人権裁判」 でもあることが如実に表れている。

一般に人身の自由は、 刑事手続の全過程における人権として語られ、 主
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に適正手続きの保障の具体化として理解されることが多い。 しかし、「人

身の自由」 は、 憲法の人権保障の体系の中においても、 極めて重要なもの

として位置づけられており、 単なる手続保障のための人権にとどまらない。

実体的にも極めて重要な内容をもった人権である。

　

日本大学玉轟由樹教授によると、 人身の自由は第 “こそれ自体が固有の

人権として憲法による保護を受けると同時に、「他のすべての憲法上の権

利を享有するための前提となる権利」 という特別な位置づけを有し、 人権

保障全体の前提条件としても機能する。 第２に、 人の身体の自由の保障は、

「個人の尊厳」 という憲法秩序全体を覆う根本的な原理と直接に結びつく、

重要な意義を持つ。 さらに、 人身の自由の保障は、 とりわけ刑事手続との

関係においていくつかの重要な手続的保障を要請するものである （甲Ｃ

Ｉ：玉轟教授意見書３頁から７頁）。 こうした人身の自由の重要性と後述

する人質司法の実態とを認識しておかなければ、 本件において現実に即し

た適切な判断をすることはできない。

　

人身の自由が人権保障全体の前提条件であるという点は、 人が身体を物

理的に拘束され、自由な移動等が制限されれば、職業行為等の経済的な活

動はいうに及ばず、 集会への参加なども大幅に制限され、 家族生活をも阻

害されることから理解できる。 このことは人身の自由に対する制限が、 経

済的自由や精神的自由の制限を不可避的に伴うことからも明らかである。

「人身の自由の保障がなければ自由権そのものが存在しえない」 とされる

所以である。 このような意味において、 人身の自由は、 人権保障全体の前

提条件というべきほどの重要性を持った人権なのである。

　

このことは、 人身の自由が、 他の人権よりも根源的で、「個人の尊厳」

（憲法１３条前段） と直接結びつく人権であることを意味する。 憲法１３

条前段は 「すべて国民は、 個人として尊重される」 と規定する。 その意味

するところは、 個人の自由意思が確保され他人の意思によって支配されな

い、 つまり人間の道具化の否定である。 かけがえのない個人を国家や社会

が代替可能な道具や手段として扱ってはならないということであり、 まさ
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に 「個人の尊厳」 の尊重の要請である。「個人の尊厳」 は、 公権力は個人

を公益実現のために処分されうる単なる 「モノ」 として扱うことは許され

ず、 常に自律的ｏ 主体的な 「人」 として取り扱わなければならないことを

要請する。 人身の自由という根源的な保障がないがしろにされれば、 あら

ゆる自由の行使は成り立たない。 人身の自由が不当に制限され、 人が国家

の意思に隷属させられているような状態は、 単なる自由の制限を越えて、

人の尊厳に対する侵害である。

公権力が憲法３４条にいう 「正当な理由」 もなしに個人の身体を拘束し

続けることは、 当該個人の自律性・主体性を無視ないし軽視するものであ

り、 本人の尊厳そのものが傷つけられているというべきである。 このよう

に、 人身の自由という実体と、 刑事手続における適正手続保障という手続

とは、 ともに個人の尊厳を支える重要な憲法法益である。

前述したような原告が被った理不尽な扱いの実態を被拘禁者の立場から直

視し、 その想像を絶する苦痛を理解することは、 刑事司法に携わる法曹三

者であっても容易なことではないかもしれない。 しかし、 人質司法によっ

て甚大な人権侵害が生じていることは紛れもない事実である。 生身の人間

であり、 個人として尊重されるべき尊厳を持つ主体的な個人がその根源的

な人権を侵害されている。 憲法は、 被疑者、 被告人、 受刑者を問わずすべ

ての国民を個人として尊重する。 刑務官も含めて、 すべての刑事司法に携

わる者は、 今一度、「個人の尊厳」 の尊重を心に刻む必要があるのではな

いか。 被疑者、 被告人であっても国家権力による有罪立証のための道具、

自白を得るための手段として扱ってはならない。 どれだけ犯罪の嫌疑がか

けられていようと、 人間としての尊厳は尊重されなければならない。 それ

が文明国家の刑事司法として当然の在り方である。
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第３

　

「人質司法」 の存在

　

日本の刑事司法においては、「人質司法」、 すなわち刑事手続で無罪を主

張し、事実を否認又は黙秘した被疑者・被告人ほど容易に身体拘束が認め

られやすく、 釈放されることが困難となる実務運用が存在している。

　

この 「人質司法」 の存在の具体的立証は、 統計資料、 裁判官の論稿、 裁

判官以外の者による論稿、 声明、 及び体験談等によって、 第１準備書面以

降において行う。

第４

　

「人質司法」 の実態

１

　

人質司法の被疑者ｏ被告人に対する心理的圧迫

　

人質司法が存在することについて、 被疑者ｏ被告人の側から見ると、 目

白や争点をこついて争うことの放棄に協力すれば釈放してもらえるが、 それ

らをしなければ釈放してもらえないということにほかならない。 虚偽自白

等によって釈放されることにより人身の自由をとるか、 身体拘束を甘受す

ることと引き換えに無罪主張をとるかという究極の二択を迫られ、 自らの

身体をまさに 「人質」 にされる （甲Ｃ２：高野隆 「人質司法」）。 そして、

密室の塀の中でその極限状態に置かれることによって、 無罪を裁判で主張

すればするほど身体拘束が長引くという理不尽を突き付けられる結果、虚

偽自白、 争点について争うことの放棄、 検察官請求証拠への同意意見等の

「人質」 を釈放するための手段が誘発されてしまうのである。

２

　

捜査機関による人質司法の利用

捜査機関も人質司法を利用し、 言葉巧みに被疑者り被告人を煽り立て

る。

　

まず、 捜査機関は任意聴取の段階において、 被疑者には黙秘権があるに

もかかわらず、 捜査機関の見立て通り自白しなければ逮捕ｏ勾留といった

身体拘束や捜索差押等の強制処分に及ぶと灰めかす。 これは厚労省元局長

菟罪事件や広島県の元法相による大規模買収事件などでも用いられた手法

である （甲Ｃ３：弘中惇一郎 「特捜検察の正体」 ７３頁以下）。
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次に、 取調べにおいて、 取調官は、 否認すれば身体拘束され続けること

や、 捜査機関の見立て通りに自白すれば早期に釈放されることを広めか

す。 これは、厚労省元局長瓦罪事件やプレサンス元社長菟罪事件などでも

用いられた手法である （甲Ｃ４：村木厚子 「私は負けない」、 甲Ｃ５ ： 山

岸忍 「負けへんで」）。

　

そして、 起訴後においても、 検察官は保釈に強硬に反対し続ける。 保釈

請求に対する求意見において、 否認していること自体を身体拘束を継続す

べき理由として掲げ、 刑事被告人として当然の訴訟活動を罪証隠滅工作と

評価して訴えるのである （甲Ｃ６：川崎英明 「否認と保釈」）。

　

このように、 検察官は刑事裁判実務における傾向として話したり、 その

一方当事者的立場としての訴訟行為にかこつけて、 人質司法をロ実に自白

等を促す合法的脅迫を行うことが可能になっている。

３

　

裁判所による人質司法の追認

人質司法の責任は、そのような捜査機関による人質司法の利用を放置

し、「人質司法」 という実務運用を捜査機関と共に形成している裁判所に

あると言わざるを得ない。 すなわち、 裁判所は身体拘束判断の全過程にお

いて被疑者・被告人の自白ｏ否認という供述態度を考慮して、 その身体拘

束の要否において明確な区別をつけている。 そして、 裁判所は、 特に否認

している被告人について、「被告人が～のような行動に出た場合、 働きか

けられた証人は供述を変遷させるかもしれない」「新たな無罪の証拠を作

り上げることが可能かもしれない」 という具体的根拠のない可能性を想定

し、公判への影響や、実際には１％前後にすぎない保釈事故例を過大に考

慮したうえ、 何ら具体的な立証がないにもかかわらず、 抽象的な危倶感を

もとに身体拘束を継続してしまう （甲Ｃ７：原田圃男 「【ＰＣ遠隔操作事

件】「罪証隠滅のおそれ」 って何？～名 （元） 裁判官・原田国男氏が語

る” 裁判官マインド”」）。 自分は無実であるという正当な主張や、 無実を

立証するための証拠収集という正当な訴訟行為ですら、「罪証隠滅」 を推
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認する事情として使われてしまう。 そのような個別事例における解釈の積

み重ねの結果として形成される総体としての運用が 「人質司法」 である。

４

　

人質司法の弊害

　

人質司法の影響により、 被疑者ｏ被告人の虚偽自白 （共犯者による虚偽

供述）、 争点もこついて争うことの放棄、 検察官請求証拠への同意意見が誘

発されることになる。 一度これらの結果が生じてしまった場合、 その撤回

が理論上は可能であったとしても、 供述変遷や禁反言という点で不利にな

らざるを得なかったり、 保釈取消や再逮捕による再収監への恐怖から、 現

実的に撤回等をしたりすることは困難である。

　

人質司法の結果、無罪主張は事実上制限され、 被告人に不利な形で公判

が展開され、 誤判死罪が生じるリスクがある。 これまで人質司法によって

誤判死罪が生じた事例は枚挙にいとまがない。 また、 仮に無実の被疑者・

被告人が雪菟された場合であったとしても、 無実の罪で長期間の身体拘束

を受けることになってしまう。

５

　

国際社会からの人質司法に対する批判

　

日本の人質司法については、 国際人権機関からも厳しい批判を浴びて

い る。

（１） 自由権規約委員会及び拷問禁止委員会

　

自由権規約委員会や拷問禁止委員会は日本政府に対する報告書審査のた

びに、 人質司法の実態を批判し、 その是正を強く勧告してきた。

　

自由権規約委員会は、 １９８８年の第２回審査以来、 一貫して日本の刑

事司法制度について厳しい総括所見を公表してきた。 第６回審査 （２０１

４年） では、 １８項で、 委員会は、 起訴前に、 保釈の権利がないこと、 ま

た国選弁護人の援助を受ける権利がないことが、 代用監獄において強制的
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な自白を引き出す危険を強めていること、 尋問行動について厳格な規則が

存在しないことに懸念を表明している。

　

また、 取調べのビデオ録画の義務付けられた範囲が限られたものである

ことを遺憾と している。

　

そして、 起訴前の拘禁中に、 保釈など勾留に代わる措置を、 当然考慮す

ること、 すべての被疑者が身体拘束の瞬間から弁護人の援助を受ける権利

を保障され、 かつ、 弁護人が取調べに立ち会うこと、 尋問の方法、 尋問継

続時間の厳格なタイムリミットと完全なビデオ録画を定める立法措置がさ

れなければならないことなどを勧告した。 この勧告は、 警察署においてな

されている取調べだけでなく、 検察官が逮捕し、 拘置所で行う取調べにつ

いても当然適用されるものである。

第７回審査 （２０ ２２年） においては、 ２６、 ２７項において、 自由の

剥奪の当初から保釈の権利が認められていないこと、 国選弁護人選任の権

利が尊重されていないことなどに引き続き懸念を示し、 実務上、 取調べの

実施に関する厳しい規制がないこと、 取調べのビデオ録画が義務付けられ

る範囲が限定的であるとの報告についても懸念を表明している。

　

そして、 取調べにおいて、 正式な逮捕前も含めて全て録音録画されるこ

と、及び全ての刑事事件で取調べの録音録画が適用されることを確保する

べきであり、 起訴前の勾留において、 保釈などの非拘束的な代替措置を確

保するべきであるなどと勧告している。

拷問禁止委員会は２０ ０７年の第１回審査に引き続いて、 ２０１３年の

第２回の審査において、 第１回審査の総括所見の主要部分を引用しつつ、

次のような総括所見を示している。

委員会は、 締約国の司法制度が、 実務上、 自白に強く依存しており、 目

白はしばしば弁護士がいない状態で代用監獄での拘禁中に獲得される。 委

員会は、 叩く、 脅す、 眠らせない、 休憩なしの長時間の取調べといった虐

待について報告を受けている、 すべての取調べの間、 弁護人を立ち会わせ

ることが義務的とされていないこと、 警察拘禁中の被拘禁者の取調べが適
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切な行為であることを証明するための手段が欠けていること、 特に、 連続

的な取調べの持続に対して厳格な時間制限がないことを指摘した。

　

そして、 刑事訴追における立証の第一次的かつ中心的な要素として自白

に依拠する実務を終わらせるために、 犯罪捜査手法を改善すること、 取調

べの全過程の電子的記録といった保護措置を実施し、その記録が法廷で利

用可能とされることを確実にすること、 を勧告している。

　

この勧告も、 警察署においてなされている取調べだけでなく、 検察官が

逮捕し、 拘置所で行う取調べにも適用されるものである。

（２）懇意的拘禁作業部会

　

国連の窓意的拘禁作業部会は、 カルロスリゴーン氏が自白を強制された

状況で拘禁されたとして、 自由権規約９条の懇意的拘禁に該当すること、

同１０条の人間の尊厳を侵害すること、 同１４条 （２） における無罪推定

の権利及び同１４条 （３）（Ｇ） における自白を強要されない権利に違反

したなどと認定し、 是正措置を求めた （甲Ｃ８：ＯＰ ＩＮＩＯＮＳ

　

ＡＤ

ＯＰＴ ＥＤ

　　

Ｂ Ｙ

　　

Ｔ Ｈ Ｅ

　

Ｗ÷ＯＲ Ｋ ＩＮＧ

　　

Ｇ ＲＯＵＰ

　　

Ｏ Ｎ

　　

ＡＲＢ

工ＴＲ ＡＲ Ｙ

　　

Ｄ ＥＴＥＮＴＩＯ Ｎ

　

Ａ Ｔ

　　

．Ｔ Ｓ Ｅ

　

Ｉ Ｇ ＨＴＹ－Ｅ

　

Ｉ

ＧＨＴ Ｈ

　　

Ｓ Ｅ Ｓ Ｓ

　

工 Ｏ Ｎ、

　　

２ ４‐２

　

８ ＡＵ ＧＵ Ｓ Ｔ

　　

２ ０

　

２、 ハ フ

グラフ７３～ ７ ５、 ８ ４ ～ ８ ５）。

　

また、 懇意的拘禁に関する作業部会は、 ２０１８年１２月 １７日、 山城

博治氏 （沖縄平和運動センター議長） が公務執行妨害容疑で逮捕され長期

勾留されたことに関して、「作業部会は、 政府が山城氏を、 山城氏が個別

に疑われている行為ではなく、沖縄の平和主義者および環境保護主義者と

しての彼の生涯にわたる権利と自由の行使を標的にしているように見える

と考えている。」 と指摘し、 カテゴリー１１の懇意的な抑留に該当するこ

とを認定している （甲Ｃ９：ＯＰ工 Ｎ Ｉ Ｏ Ｎ

　

Ｎ０，

　

５ ５／２ ０１８

ＣＯＮＣＥＲＮＩ Ｎ Ｇ

　

Ｙ Ａ Ｍ ＡＳ 日 Ｉ Ｒ Ｏ

　

ＨＩＲ Ｏ Ｊ １

　

（Ｊ Ａ Ｐ Ａ

Ｎ））。
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（３） 海外の裁判所からの批判

　

２ ０ ２３年には、 イギリスの裁判所が宝石店強盗事件の被告人につい

て、 日本の身体拘束に伴う人権侵害への懸念等を理由として、 日本への引

き渡しを認めないとの判断を下した （甲ＣＩＯ：首都圏ニュースウェ

ブ）。

（４） 海外メディア◎国際人権団体からの批判

ア

　

２０１９年から２０ ２０年にかけて、 カルロス・ゴーン氏の身体拘束

に関して、 アメリカのニュ」ヨ」クタイムズ、 ワシントンポス ト、 イ ギリ

スのガーディアン、 テレグラフ、 フランスのフィガロ、 ルモンド、 レクス

プレス、 ドイ ツの南 ドイツ新聞、 ハンデルスプラット、 フランクフル夕」

アルゲマイネなどの海外の主要報道機関が日本の人質司法を糾弾した （甲

Ｃ ＩＩ：法務省 「カルロス ｏ ゴーン氏のメディアを通じて行った主張ｏ報

道等及びこれらへの対応状況」）。

イ

　

また、 ヒューマン ｏ ライツ ｏ ウオッチ等の国際人権団体も人質司法を

問題視し、 警鐘を鳴らしている。

第５

　

人質司法が違憲であり国際人権法違反であること
１

　

刑事訴訴訟法の関連条文は憲法と国際人権法に違反し無効である

　

これまで人質司法の問題は国家賠償請求訴訟において正面から問われた

ことは少なく、 専ら刑事裁判において刑事訴訟法の問題とされてきた。 し

かし、 人質司法は、 検察官及び裁判所による憲法上の自由及び権利に対す

る侵害であり、 憲法違反である。 また、 人質司法は、 刑事訴訟法よりも上

位に位置する国際人権法 （自由権規約） の定める各権利を侵害し、禁止さ

れている類型の行為に該当するものであるから、 国際人権条約違反でもあ

る。 したがって、 人質司法は違憲 ｏ 条約違反であり、 そのような解釈・運

用が行われる限りにおいて刑事訴訟法の関連条文は無効である。
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２

　

裁判所は本件において憲法判断をすべきこと

（１） 本件では憲法違反についての判断を先行させるべきこと

　

以下詳しく述べるとおり、 憲法１７条・国家賠償法の趣旨や民法学説

（相関関係説）との整合性などを考慮すると、 いわゆる職務行為基準説

も、公務員の職務行為の「違法」（国家賠償法１条１項）ｏ職務義務違反を

判断するにあたって結果不法ｏ法益侵害を前提としており、 その意味で結

果不法の観点を考慮するものといえるから、 公務員の職務行為が国民の人

権を侵害する場合には、違法性要件の判断に際して人権侵害という結果不

法が考慮されなければならない。 また、 後掲の各判例は、 憲法違反や法令

違反の解釈の誤りにつき判断する必要性の高い事案において客観的な違

憲・違法の判断をあえて先行させてきたのであり、 憲法判断を回避するこ

となく正面から憲法判断を行ってきたものである。

　

憲法違反につき判断する必要性の高い本件においても、 裁判所は、 先行

的に憲法判断をすべきである。

（２） 憲法１７条ｏ国家賠償法の趣旨は被害者の可及的救済にある

本件訴訟は、 国家賠償請求訴訟である。 国家賠償の原点は、 憲法１７条

である。 同条は、 従前は切り捨て御免で、 ただ諦めと忍従を強いられてき

た国民に対し、 国または公共団体の違法な公権力行使による被害を、 可及

的に救済しようとして設けられたものである （古崎慶長『国家賠償法の理

論』（有斐閣、 １９８０年） ２頁参照）。

　

このような趣旨の憲法１７条に基づき国家賠償法が制定された。 ゆえ

に、私たち国の国家賠償制度を運用する者の視点は、被害者の可及的救済

でなければならないのであって、 被害者の可及的な救済のために機能する

国家賠償法の解釈が要請される観点が特に重要である。

（３）

　

職務行為基準説も職務義務違反の判定に際して人権侵害という
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結果を考慮する

ア

　

行為不法説も職務義務違反の判定に際して人権侵害の有無を考慮す

る

　

本件訴訟は裁判官の保釈却下決定等の「違法」（国家賠償法１条１項）

を争うものであるところ、 保釈却下決定等につき、 判例はいわゆる職務行

為基準説を採っているものと理解する立場が少なくない。 職務行為基準説

とは、 公務員として職務上尽くすべき注意義務を解怠したことをもって違

法とする見解である （宇賀克也『行政法概説ロ

　

行政救済法〔第７版〕』

（有斐閣、 ２０２１年） ４５０頁）。

　

この職務行為基準説は、 結果不法説ではなく行為不法説を前提としてい

ると一般に理解されており （同頁）、 この両説は民法学 （不法行為法） に

おける結果不法説・行為不法説を参照したものである。 このうち、 結果不

法説は、 行為が違法とされるのは、 原則として権利侵害という結果の惹起

またはその危険性によるとする説であるのに対し、 行為不法説は、 行為が

違法とされるのは、 権利侵害行為につき、 侵害回避のための行為義務に違

反することによるとする説であって、 国家賠償法における両説も概ね同様

の意義で理解されている （村上慶一 『国家賠償研究ノート』（判例タイム

ズ社、 １９９６年） ２７頁以下、 宇賀克也・前掲 『行政法概説ロ』 ４４９

～４５０頁参照）。

　

ここで重要なことは、 職務行為基準説は、 公務員の職務行為の 「違法」

（国家賠償法１条１項） を判断するに際して結果不法すなわち法益侵害を

前提としており、 その意味で結果不法の観点を考慮していることである。

公務員の職務行為が国民の人権を侵害する場合には、 違法性要件の判断に

際して人権侵害という結果不法が考慮されなければならない。 その理由は

以下のとおりである。

イ

　

民法学説 （相関関係説） との整合性
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まず、 国家賠償法の解釈も民法の解釈を参照するものである以上、 民法

における相関関係説 （不法行為の要件としての違法性の有無は、 被侵害利

益の種類と侵害行為の態様との相関関係によって決まるという説 （我妻

栄）、潮見佳男『債権各論ロ不法行為法 〔第２版〕』（新世社、 ２０ ２１

年） １８頁） との整合性が必要とされるべきであるから、 国家賠償法上の

違法性要件につき、 職務行為基準説によるとしても、 職務義務違反の判定

に際して、 被侵害利益の種類 （人権の種類） が考慮されるべきである。

　

なお、 行為不法説を採る立場からも、 行為不法につき、 これを単純に結

果不法と対立するものではなく、「結果への危険性を不法の重要な根拠と

考える」 という形で 「結果不法を止揚 （ＡＵＦＨＥＢＥＮ） している」 も

のと捉える見解もある （四宮和夫『不法行為 （事務管理ｏ不当利得・不法

行為

　

中巻ｏ下巻）』（青林書院、１９９２年） ２８０頁）。 職務義務違反

の判定に際して、結果不法に係る人権の種類や侵害の強度を考慮すべきと

の立場は、 このような民法学説 （四宮説） とも整合する。

ウ

　

国家賠償法の目的・損害要件との整合性

　

職務行為基準説は、 国家賠償法１条１項が公権力の行使に関する公務員

の職務行為の違法を要件としている以上、その違法性は公務員の第三者

（被害者に対する） 職務義務違反をいうものと説明するが、他方で、上記

（２） のとおり、国家賠償法は被害者の可及的救済ないし損害の補填を目

的とし、 損害の発生を要件としており、 法益侵害という結果を伴うもので

あるから、職務義務違反を判定する前提として、法益侵害（被侵害利益の

種類ｏ内容）や侵害の強度という結果不法の観点が考慮されなければなら

ない。 ゆえに、 公務員の職務行為が国民の人権を侵害する場合には、 国家

賠償法上の違法性要件の判断に際して人権侵害という結果が考慮されるこ

とになるものというべきである。

エ

　

憲法尊重擁護義務及び公務員の職務義務の内容との整合性
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公務員は憲法尊重擁護義務を負い （憲法９９条）、 法令に従う義務 （法

令遵守義務） を負うものであるから（国家公務法９８条１項等）、 職務行

為基準説における公務員の職務上の義務とは、合憲・適法な行政活動 （国

家機関としての活動） を行う義務と、 憲法・法律を適用するに当たって事

実等を誠実に調査検討する義務から成るものと解される （鵜揮剛「公務員

の職務上の義務と国家賠償の機能」 法学セミナー８２９号 （２０２４年）

８３頁等参照）。 ゆえに、 職務行為基準説においても、 職務上の義務にお

ける合憲・適法な行政活動 （国家機関としての活動） を行う義務の判定に

際して、 人権侵害という結果が考慮される必要がある。

オ

　

職務行為基準説を採る判例も権利の制限という「結果」の重大性を

考慮している

　

最大判平成１９年１１月１日民集６１巻８号２７３３頁 （４０２号通達

事件） は、「職務上尽くされるべき義務」（違法性要件との関係での公務員

の職務義務） につき、「４０２号通達は、被爆者についていったん具体的

な法律上の権利として発生した健康管理手当等の受給権について失権の取

扱いをするという重大な結果を伴う定めを内容とするものである」 とし、

かかる内容の通達の発出り取扱いの継続については、「その内容が原爆三

法の規定の内容と整合する適法なものといえるか否かについて、 相当程度

に慎重な検討を行うべき職務上の注意義務が存したものというべきであ

る」 と して い る。

　

この判例は、 違法性要件の判断において、 職務行為基準説を採りつつ、

公務員の職務義務の内容を確定させる前提ないし理由として、 被爆者の権

利の制限という 「結果」 の重大性を考慮したものといえる。 このような判

例の立場に照らすと、 本件訴訟の場合のように、 重大な人権が強く制限さ

れるなどの結果が生じる場合にも、 違法性要件の判断において人権侵害の

点が考慮されるべきである。
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力

　

芦別事件の判示を公権力発動要件欠如説と解する立場との整合性

　

最判昭和５３年１０月 ２ ０日民集３２巻７号１３６７頁（芦別事件） に

おいて採用された職務行為基準説 （と称される見解） につき、宇賀克也教

授は、 起訴や逮捕という公権力発動要件の欠如をもって違法とする立場と

理解し、 この立場は、 宇賀教授の唱える （行為不法説のうちの） 公権力発

動要件欠如説 （公権力発動要件の欠如をもって違法と解する説） をいうも

のと捉える （宇賀克也 ｏ前掲『行政法概説１１』４５２頁）。 このような立

場からすれば、人権侵害 ◎憲法違反が認められる場合には、公権力の発動

要件が欠如することになるから（宇賀克也『国家補償法』（有斐閣、１９

９７年） １０４頁参照）、 違法性要件の認否の判断に際して、 人権侵害の

有無が考慮される必要があることになる。

キ

　

小括

　

以上より、 職務行為基準説も、 公務員の職務行為の 「違法」（国家賠償

法１条１項）・職務義務違反を判断するにあたって結果不法・法益侵害を

前提としており、 その意味で結果不法の観点を考慮するものといえるか

ら、公務員の職務行為が国民の人権を侵害する場合には、違法性要件の判

断に際して人権侵害という結果不法が考慮されなければならない。

　

したがって、 裁判所は、 本件においても違法性要件の判断に際して人権

侵害・憲法違反の認否という憲法判断を行う必要がある。

（４）

　

判例は憲法違反や法令解釈の誤りにつき判断する必要性の高い

事案では客観的な違憲◎違法の判断を先行させている

ア

　

客観的な違憲性ｏ違法性を明言する判例群

　

判例は、憲法違反や法令解釈の誤りについて判断する必要性の高い国家

賠償請求訴訟の事案類型においては、職務行為基準説には触れずに、ある

いは同説等を採る場合であっても、客観的な憲法違反 （違憲性） や客観的

な法令解釈の誤り （違法性） についてあえて先行的・明示的に判断してい
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る。 そこで、 憲法解釈・運用の誤りについて判断する必要性の高い本件訴

訟でも、 憲法判断を先行させるべきである。 以下詳しく述べる。

イ

　

客観的な違憲性の判断を先行させた判例

　

例えば、 最大判平成２７年１２月 １６日民集６９巻８号２４ ２７頁 （再

婚禁止期間違憲判決） は、民法の規定が憲法の規定に違反するか否かとい

う客観的な憲法違反ｏ違憲性に係る判断を先に行い、 その後、 国家賠償法

上の違法 （同法１条１項） の評価を受けるか否かについて判断している。

また、 最大判平成２７年１２月 １６日民集民集６９巻８号２５ ８６頁（夫

婦同姓規定合憲判決） も、 法律の憲法適合性の判断を先行させているもの

といえる。

　

これに対し、 再婚禁止期間違憲訴訟の第１審判決 （岡山地判平成２４年

１０月 １８日民集６９巻８号２５ ７５頁） は、 明快な憲法適合性の判断を

することなく、「本件立法不作為について、 国民に憲法上保障されている

権利を違法に侵害するものであることが明白な場合などに当たるというこ

とはできないから、 本件立法不作為は、 国家賠償法１条１項の適用上、 違

法の評価を受けるものではないというべきである。」 として原告の請求を

棄却したが、 これは、 明確に憲法適合性に係る司法判断を先行させた最高

裁判決とは対照的である。

ウ

　

客観的な違法性の判断を先行させた判例

　

法令解釈の誤りが問題になる場合には、 判例は、 職務行為基準説を採ら

ずに、 法令解釈の誤りがあるかにつき客観的な判断を先行させている （違

法・過失二元説）。 例えば、 最判昭和４６年６月 ２４日民集２５巻４号５

７４頁、 最判昭和４９年１２月 １２日民集２８巻１０号２０ ２８頁、 最判

平成３年７月 ９日民集４５巻６号１０４９頁、 最大判平成１６年１月１５

日民集５８巻１号２２６頁がそのような判断を示しており、 これは判例の

傾向といえる （宇賀克也 ｏ前掲『行政法概説１１』４７４頁、 神橋一彦 『行
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政救済法〔第３版〕』（信山社、２０ ２３年） ３７３～ ３７４頁、 鵜淫剛・

前掲「公務員の職務上の義務と国家賠償の機能」 ８５頁参照）。

エ

　

職務行為基準説を採りつつ客観的な違法性の判断を先行させた判例

　

法令解釈の誤りが問題になる場合に、 職務行為基準説を採りつつも、 上

記ウの判例群と実質的には同様に、 客観的な違法性の判断を先行させた

（その後で国家賠償法１条１項の違法性について判断した） 判例がある

（前掲ｏ最大判平成１９年１１月１日 （４０２号通達事件）、 神橋一彦・

前掲『行政救済法』３６ ４ ～ ３６５頁参照）。

　

また、 裁判例においても、 職務行為基準説を取りつつ、 客観的な行政個

別法違反 （障害者虐待認定防止法上の違法な行政活動がなされたか否か）

について先行的に判示し、その後で国賠法上の違法性要件につき判断した

ものがある （東京高判令和６年４月１８日ｏ令和５年 （チテコ） 第２５ ５

号・ＬＥ×／ＤＢ文献番号２５５９９３１７）。

オ

　

相関関係説を採りつつ客観的な違憲性の判断を先行させた判例

相関関係説 （前記結果不法説と行為不法性の折衷的立場であり、侵害行

為の態様と被侵害法益の双方を違法性判断において勘案する立場、宇賀克

也ｏ前掲『行政法概説□』４５０頁） とみられる立場に立ち、 国賠法上の

違法性要件の判示において明確に法令の憲法適合性の判断を行った裁判例

もある （仙台高判令和５年１２月５日ｏ令和４年 （ネ） 第８０号ｏ裁判所

ウェブサイト・ＬＥ×／ＤＢ文献番号２５５７３２２８ （安保法制違憲訴

訟・福島いわき訴訟））

力

　

本件でも客観的な違憲性の判断を先行させるべきである

以上の判例の傾向に照らすと、 判例は、 憲法違反や法令解釈の誤りにつ

いて判断する必要性の高い国家賠償請求訴訟の事案類型においては、客観
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的な憲法違反 （違憲性）や客観的な法令解釈の誤り （違法性） についてあ

えて先行的ｏ 明示的に判断している。

　

本件訴訟も、勾留却下決定の要件についての従前の憲法解釈 ｏ運用の誤

りを指摘し、 これを正面から争う国家賠償請求訴訟である。 したがって、

本件も憲法解釈り運用の誤りについて判断する必要性が高い事案であるか

ら、 違憲性について先行的な判断がなされるべきである。

（５） 本件訴訟での憲法判断回避は許されない

　

憲法学説は、 憲法判断の順序ないし司法判断のあり方について、「それ

〔引用者注：憲法判断回避の準則〕 を絶対的なルールとして主張すると、

違憲審査制の憲法保障機能に反する場合が生じる。 そこで、裁判所は、事

件の重大性や違憲状態の程度、その及ぼす影響の範囲、事件で問題にされ

ている権利の性質等を総合的に考慮し、 十分理由があると判断した場合

は、 回避のルールによらず、 憲法判断に踏み切ることができる」（芦部信

喜著・高橋和之補訂『憲法

　

第八版』（有斐閣、２０ ２３年） ４０７頁）

とする。

本件は人身の自由等の重要な人権が強く侵害される重大な事件であり、

人質司法の深刻さに照らし違憲状態の及ぼす影響の範囲は極めて広範であ

ることなどを考慮すると、 本件訴訟において憲法判断の回避は許されず、

国家賠償法の違法性要件の判定に際して正面から客観的な憲法違反の有無

の判断が先行的に行われるべきである。

（６） 小括

以上のことから、 職務行為基準説を前提としても、 裁判所は、 本件訴訟

において、 正面から先行的に憲法判断をすべきである。

　

なお、公務員は憲法尊重擁護義務等を負うことや被害者の可及的救済と

いう見地 （上記 （３）） から、 公務員には、 一般人以上の高度の職務上の
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注意義務が課されているものというべきである （古崎慶長・前掲 『国家賠

償法の理論』 ９頁参照）。

３

　

国際人権規約が法的拘束力及び裁判規範性を有しており、 直接適用

されるべきものであること

　

かつて、 人権は主権国家の国内の問題であり、 他国が人権侵害行為に関

与することは内政干渉として許されなかった。 その結果起きたのが、 第二

次世界大戦におけるホロコースト （ユダヤ人大虐殺） である。 当時最も先

進的な人権保障規定を有していたワイマ ル憲法下で合法的に大虐殺が行

われてしまったことにより、 国際社会は他国における人権問題を国内の問

題として関与してこなかったことを真塾に反省した。 このことから、 人権

と平和は不可分であり、 真に平和を守るためには人権を国内問題として扱

うべきではなく、 国際社会が関与して国際的に守っていかなければならな

いという教訓が生まれた。 その結果、 第二次世界大戦後に設立された国際

連合では人権の確保が組織的目標に掲げられ、国連憲章にも明記された。

　

１ ９４８年、 国際連合はすべての人民とすべての国民とが達成すべき共

通の基準として世界人権宣言を採択した。 そして、 １９６６年、 人権確保

を各国に法的に義務づけるために自由権規約を採択した。 １９７９年９月

２１日、 日本国内においても自由権規約が発効した （自由権規約４９条２

項、 条約法に関するウィーン条約 （以下 「条約法条約」 という） ２４条１

項）。

　

自由権規約は法的効力をもつ法規範として制定され、 各締約国を法的に

拘束する （条約法条約前文、２６条）。 自由権規約２条１項は 「この規約

の各締約国は、（中略） この規約において認められる権利を尊重し及び確

保することを約束する。」 と定めており、 締約国は規定された人権の実現

を確保すべき法的義務を負う （甲Ｃ１２：一般的意見３１パラグラフ３～

４）。 日本国内においても条約の批准には国会の承認が必要とされ、 批准

された条約については遵守義務が課せられる （憲法７３条３号、 ９８条２
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項）。 これらから、 条約は原則として特別の立法措置を要せず、 公布によ

り直ちに国内法として受容され国内法的効力を有するとされている （一般

的受容方式）。

　

日本においては、 憲法９８条２項の国際法規の遵守義務に基づき、 条約

は一般の法律よりも上位に位置するものと解するのが通説であり、 日本政

府の見解である。 また、 自由権規約は個人を権利主体として捉えており、

その解釈適用によって具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛

争を終局的に解決することが可能であるため、 立法府に対して法律の制定

義務を課していると思われる規定のような例外を除いて直接適用が可能で

あり、 裁判規範性を有すると解すべきである。 この点るこついて、 日本国政

府も自由権規約４０条に基づき、 １９８０年１０月２４日、自由権規約委

員会に提出した第１回政府報告書、及び、その審査会期である自由権規約

委員会第１２会期における審査の際の政府代表回答で、 規約の国内法に対

する優位性を認めるとともに規約の直接適用性を認めている。 裁判例とし

ても、受刑者接見妨害国家賠償請求事件 （高松高裁平成９年１１月２ ５日

判決・判時１６５３号１１７頁、 徳島地裁平成８年３月１５日判決ｏ判時

１５９７号１１５頁ｏ判夕 ９９７号６５頁） 及び指紋押捺拒否事件 （大阪

高裁平成６年１０月 ２８日判決ｏ判時１５１３号１７頁） において、 自由

権規約が直接適用され、 法律に優位する効力が認められている。

　

したがって、 条約に違反する法律以下の国内法は無効であり、 国内法は

条約に適合するように解釈されなければならない。

　

なお、 自由権規約委員会の一般的意見についても、 重要な解釈指針とし

て参酌されなければならない。 自由権規約の解釈運用を各締約国に委ねて

いたのでは国際的な人権保障を達成しようとした趣旨が没却されてしまう

ため、条約の実施機関として自由権規約委員会を設置し、 同機関は総括所

見を発表したり、 個人通報事案を審査して見解を公表したり、 解釈指針で

ある 「一般的意見」 を採択したりしている。 この一般的意見は自由権規約

委員会の長年にわたる政府報告書審査や個人通報事例の積み重ねとして条
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約の解釈指針を示すものであり、 国際的にも規約の解釈における主要な権

威ある文書として扱われている。 そのため、 自由権規約の解釈にあたり、

一般的意見を看過した判断は許されない。

４ 国家賠償法上の違法

（１） 検察官の憲法違反及び人権条約違反に関する行為の違法性

　

憲法及び国際人権法に違反する検察官の行為は国賠法上の違法評価を受

ける。

　

まず、 検察官は、 刑事事件について、 公訴を行い、 裁判所に法の正当な

適用を請求することなどを職務とし（検察庁法４条）、これを具体的に刑

事手続についてみれば、犯罪を行ったと覚知した被疑者又は警察から送致

された被疑者を起訴して、裁判所に犯罪の成否及び刑罰権の存否について

審判を求め、 もって、 刑罰権を適正に実現し、 法秩序の維持を図ることを

職責とする者である。 刑事手続上は一方当事者ではあるけれども、 その職

務の遂行に当たっては公益の代表者として公正ないし客観的であるべきこ

とが要求される立場にある （東京地判平成１５年２月１３日）。

　

そのうえで、検察官は被疑者の収容及び釈放を指揮する職責を担う （事

件事務規程３９条、 ４２条、 ４６条）。 検察官は、 被疑者・被告人ら被収

容者の拘束、収容及び釈放を指揮監督する職務の遂行にあたり、国家公務

員として法令を遵守する職務上の注意義務を負う （国家公務員法９８条１

項）。 特に、 公益の代表者として （検察庁法４条）、 法律家として、 強制処

分許可状の執行権限を有する者として、各種法令を遵守し、違法行為を自

ら行わないのはもちろん、 他の機関による身体拘束に関する違法行為を阻

止・解消し、 助長しないようにすべき立場にある。

　

このような検察官の立場及び職責に照らして、 判例上、 検察官は捜査に

関して裁量を有しているといえども、 逮捕ｏ勾留時において、 検察官が現

に収集し又は通常要求される捜査を遂行すれば収集し得た各種証拠に照ら

した合理的過程における判断の下において、 検察官の裁量を逸脱するとい
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えるような行為を行った場合には、 国家賠償法上の違法性が認められる

（最判平成元年６月２ ９日 ｏ 民集４３巻６号６６４頁、 最判平成２６年３

月６日・訟務月報６０巻１２号２４８５頁）。

　

そのうえで、 検察官が憲法及び条約の遵守義務を負うこと （憲法９８条

２項、 ９９条） に照らしても、 憲法違反又は国際人権法違反の解釈り判断

をすることは検察官の裁量を逸脱しているものと言わざるを得ず、 国家賠

償法上の違法性が認められるべきである。

（２） 裁判官の憲法違反及び条約違反に関する行為の違法性

　

裁判官は、 逮捕状請求及び勾留請求の判断権者である。 裁判官の個々の

裁判に関する国家賠償法上の責任については、「裁判官がした争訟の裁判

に上訴等の訴訟法上の救済方法によって是正されるべき暇癖が存在したと

しても、 これによって当然に国家賠償法一条一項の規定にいう違法な行為

があったものとして国の損害賠償責任の問題が生ずるわけのものではな

く、右責任が肯定されるためには、当該裁判官が違法又は不当な目的をも

って裁判をしたなど、 裁判官がその付与された権限の趣旨に明らかに背い

てこれを行使したものと認めうるような特別の事情があることを必要とす

ると解するのが相当である」 と解されている （最二小判昭和５７年３月 １

２日民集第３６巻３号３２９頁）。 もっとも、 ここでいう 「特別の事情」

は 「その付与された権限の趣旨に明らかに背いてこれを行使した」 場合に

限られない。 裁判官の令状判断における 「特別の事情」 に関して、 大阪高

判平成２８年４月 ２２日判時２３１５号６１頁は、「裁判官が、 与えられ

た裁量を著しく逸脱し、 法が裁判官の職務の遂行上遵守すべきことを要求

している基準に著しく違反する裁判をした場合を指すものと解すべきであ

る。 すなわち、 通常の裁判官が当時の資料、 状況の下で合理的に判断すれ

ば、 到底捜索差押許可状を発付しなかったであろうと認められるのに、 こ

れを発付したような場合がこれに該当し、 このような場合には、 当該令状
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発付が国賠法上も違法と判断されるものと解するのが相当である。」 と判

示している。

　

そして、 被疑者り被告人の身体拘束の可否・要否を決するのは裁判所・

裁判官である。 逮捕状発付の要否・可否、 勾留状発付の要否・可否、 勾留

延長の要否 ｏ可否、勾留更新の要否・可否、権利保釈の許否、裁量保釈の

要否・可否、 勾留取消しの要否・可否の判断がすべて裁判所 （裁判官） に

委ねられるのは、 裁判官が本来、 捜査・訴追機関から独立した司法権に基

づき、自由権規約及び憲法が保障する被疑者・被告人の基本的人権とのバ

ランスを考慮して公正かつ中立に判断し、 身体拘束を許すか否かを最終的

に決する権限及び義務を担っているからである。 裁判所・裁判官が身体拘

束手続に関する 「人権保障の最後の砦」 といわれるゆえんである。

裁判所 （裁判官） は、 憲法３１条及び自由権規約１４条２項が保障し、

刑訴法によって具現化された無罪推定に基づく身体不拘束原則に則り、被

疑者ｏ被告人の身体拘束の要否り可否を厳格かつ不断に審査し、原則とし

て速やかな釈放を選択しなければならない。 仮に無条件の釈放に支障があ

ると考える場合でも、 抽象的・類型的な罪証隠滅ないし逃亡の 「おそれ」

程度では身体拘束を正当化できず、罪証隠滅ないし逃亡の具体的可能性の

存否を検討しなければならない（最高裁平成２６年１１月 １７日決定ｏ集

刑３１５号１８３頁参照）。

　

このような裁判官の立場及び職責に照らして、 憲法及び条約に適合した

解釈をとらず、憲法違反及び国際人権法違反の解釈ｏ判断をすることは、

職務行為基準説において想定される 「通常の裁判官」 であれば到底あり得

ないほど合理性のないことが明らかな場合にあたる。

　

なお、 職務行為基準説における 「通常の裁判官」 とは、 法規範上求めら

れる水準を示したものであり、 日本の裁判所で現実に法律を解釈・運用す

る裁判官のうちで 「平均的な裁判官」 をいうのでなく、 憲法及び国際人権

法において求められる裁判官をいうものと解される。 裁判官は憲法及び国

際人権法の遵守義務を憲法上負っている （９９条、 ９８条２項） 以上、 憲
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法及び国際人権法に違反する解釈運用が仮に常態化していたとしてもそれ

を是正すべき義務を負っており、 現実の平均的な裁判官において、 違憲か

つ国際人権法に違反する解釈運用が常態化していることをもって、 憲法及

び国際人権法に違反する裁判官の行為が違法ないし過失の評価を免れてし

まうという判断がなされるのであれば、当該判断自体が遵守義務に背理す

るからである。

５

　

小括

　

以上より、 裁判所は本件において、 憲法と国際人権法を裁判規範として

適用しつつ、 人質司法に関する各行為について判断することになる。

　

以下では、検察官の逮捕状請求及び勾留請求の違憲・条約違反・違法、

裁判官の逮捕の許可及び勾留決定の違憲ｏ条約違反り違法、検察官の保釈

請求に対する反対意見の違憲ｏ条約違反・違法、裁判官の保釈却下決定の

違憲・条約違反・違法、人質司法の存在自体が被告人に与えた損害に関す

る運用違憲・条約違反等について論じる。

第６

　

検察官の逮捕状請求及び勾留請求が違憲ｏ違法であること
１

　

窓意的な逮捕・抑留 （自由権規約９条１項） にあたること

（１） 自由権規約９条１項の解釈

　

自由権規約９条１項は 「すべての者は、 身体の自由及び安全についての

権利を有する。 何人も、 懇意的に逮捕され又は抑留されない。」 と定め

る。

　

自由権規約の条約機関である自由権規約委員会が同条の解釈指針として

定めた一般的意見３５には、「逮捕又は抑留が、 国内法により許容されて

いるにもかかわらず、 懇意的な場合もある。「懇意性」 の概念は、「法律違

反」 と同等に扱うべきではなく、 不適切かどうか、 不正義かどうか、 予測

可能性及び法に基づく適正手続 （デュー ｏ プロセス） が欠如していないか

という要素並びに合理性、 必要性及び比例性 （ＰＲＯＰＯＲＴＩＯＮＡＬ
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工ＴＹ） の要素も含めてより広く解釈されなければならない。」 と記載さ

れている （甲Ｃ１３：一般的意見３５パラグラフ１２）。

　

この懇意的拘禁について、 国連人権理事会の懇意的拘禁に関する作業部

会が次の通りカテゴリーを定めている。

１，

　

身体の自由の剥奪を正当化するいかなる法的根拠の援用も明らかに

不可能な場合

１工，

　

身体の自由の剥奪が世界人権宣言・自由権規約の特定の条項で保

障されている権利 ｏ自由の行使による場合

工１１，

　

公正な裁判を受ける権利に関する国際規範の全部又は一部の不

遵守が懇意的な自由の剥奪と言えるほど重大な場合

工Ｖ，

　

難民認定申請者、 移民又は難民が、 行政上ｏ司法上の審査又は救

済を受ける可能性がなく、長期間行政手続上の拘禁を受けている場合

Ｖ，

　

身体の自由の剥奪が差別であり、 国際法違反を構成する場合

　

特に、 カテ ゴリーエ

　

エに関して、 一般的意見３５には、「規約で保障さ

れている権利の正当な行使を処罰する逮捕又は抑留は、 懇意的である。

当該権利には、 意見及び表現の自由 （１９条）、 集会の自由 （２１条）、 結

社の自由 （２２条）、 宗教の自由 （１８条） 及びプライバシーの権利 （１

７条） が含まれる。 第２条第１項、 第３条又は第２６条に違反する差別的

な理由による逮捕又は抑留も原則として懇意的である」 と記載されている

（同：一般的意見３５パラグラフ１７）。 すなわち、 無罪主張に関する表

現の自由 （憲法２１条・自由権規約１９条） の行使を実質的に制限するよ

うな逮捕・勾留は、 懇意的な逮捕・抑留に該当する。

　

なお、 実際に表現の自由を行使したことを理由として身体拘束を受け、

それが懇意的拘禁と認定された事例として、 山城博治沖縄平和運動センタ

ー議長の事例がある。 懇意的拘禁に関する作業部会は、 ２０１８年１２月

１ ７日、 山城氏が公務執行妨害容疑で逮捕され長期勾留されたことに関し

て、「作業部会は、 政府が山城氏を、 山城氏が個別に疑われている行為で

はなく、 沖縄の平和主義者および環境保護主義者としての彼の生涯にわた
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る権利と自由の行使を標的にしているように見えると考えている。」 と指

摘し、 カテゴリー１１の懇意的な抑留に該当することを認定している （甲

Ｃ ９ ： Ｏ ＰＩＮ工Ｏ Ｎ

　

Ｎ Ｏ． ５５／２０ １ ８ ＣＯＮ Ｃ Ｅ ＲＮ工ＮＧ

ＹＡＭＡＳＨＩＲ Ｏ

　

Ｈ ＩＲＯＪ１ （ＩＡＰＡＮ））。

（２） 検察官による原告の逮捕状請求 ｏ勾留請求が懇意的な抑留に該当

すること

　

原告は、 いわゆる東京五輪汚職事件に関係して、 逮捕されるまで３回に

わたって、東京地検特捜部の検察官から任意で事情を聴かれていた。 中に

は十数回も聴取に呼ばれ、 終電の時間になるまで取り調べられた社員も存

在したことに比べ、 原告は一回せいぜい二時間程度の取調べであった。 こ

のように、 東京地検特捜部は、 原告に対して、 基本的に在宅捜査の方針の

もと捜査を進めていた。

　

一方、 苛烈だったのは、 メディアの夜討ち、 朝駆け取材であった。 メデ

ィアは、 検察からリ」クされたであろう情報をもとに報道し、 大勢で四六

時中、 自宅を取り囲んでいた。 近隣住民に迷惑をかけ、 何も知らない家族

にも不安が高まった。 そうした中、 ２０ ２２年９月 ３日に大手新聞が事件

の報道をしたこともあって、 同月５日、 原告は、 メディアの異常な取材を

抑えるために、 代表取材に応じることとした。 そして、 自身の認識に従っ

て、 支払ったお金は賄賂であるとの認識は全くないと贈賄の事実を否定

し、 無実を主張したのであった。 これは自己の身の潔白を訴えることに他

ならず、 憲法２１条１項及び自由権規約１９条によって保障されている意

見及び表現の自由の行使として当然に保護に値する。

　

これに対し、 翌６日の３回目の任意聴取において、 久保庭検事は 「まず

い、 まずい、 まずい。 あれはないでしょう。 角川さん、 記者会見をしたら

いけないでしょう。」 などと発言した （甲Ａ４１：「人間の証明」 ２ ３

頁）。
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同日にはＫＡＤＯＫＡＷＡの担当者２名が贈賄容疑で逮捕され、 同人ら

の供述をもとに、 上記取材から８日後の同月１４日に原告は逮捕され、 同

月 １５日には勾留請求された。

　

その後も、 検察官は保釈請求に対する求意見に対して、「報道を通じた

被告人による前記 「ロ封じ」 が奏功し、 共犯者芳原が被告人の弁解に合わ

せて供述を変遷させたものと認められる」（甲ＡＩＩ：検察官意見書） な

どといった事実無根であり、 かつ原告の表現活動が罪証隠滅の可能性を裏

付けているという趣旨の意見を述べ、 取材に対して無罪主張した被告人の

言動を非難し続けた。

　

以上の客観的事実経過からすれば、東京地検特捜部は原告によるメディ

アに対する発言に触発され、原告に対する捜査方針を在宅捜査から強制捜

査に切り替えたといえる。 このような検察官による権限の行使は、 無罪の

表明をしたことを理由とする逮捕状請求及び勾留請求であり、 表現の自由

及び防御権の行使を実質的に制限するカテゴリー□の懇意的な逮捕・抑留

に該当し、自由権規約９条１項が禁止する懇意的拘禁に該当する。

２

　

検察官の捜査権の逸脱ｏ濫用にあたること

（１） 検察官の捜査権の逸脱９濫用について

検察官は逮捕状請求と勾留請求を無制限に行うことができるわけではな

い。刑訴法上の権限は公共の福祉の維持と個人の基本的人権の保障とを全

うしつつ誠実にこれを行使すべく濫用にわたってはならないものとされて

いること （刑訴法１条、 刑訴規則１条２項）、 国家機関の行為には比例原

則 （憲法１３条） が適用されることに鑑みれば、逮捕状請求及び勾留請求

に関する権限の逸脱ｏ濫用が認められる場合には、 国家賠償法上違法とな

る （なお、 公訴権濫用法理に関する最決昭和５５年１２月 １７日刑集３４

巻７号６７２頁も、検察官の公訴提起に関する裁量権の逸脱が公訴提起を

無効ならしめる可能性を認めている。）。
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そして、検察官の逮捕状請求及び勾留請求に関する裁量権の逸脱濫用に

ついては、「狭義の法規違反のみに限るべきでなく、 基本的人権の尊重・

権利乱用の禁止ｏ公共の福祉の維持ｏ公序良俗・信義則ｏ条理などの、 法

運用の一般原則をもとり入れて判断の基準とすべき」 ものとされている

（東京高判昭和４５年８月１日判夕２５２号７３頁ｏ松川国家賠償請求事

件控訴審判決）。 そのため、 当該判断においては国際人権規約についても

参照される必要があり、 ここでも懇意的な逮捕り抑留は禁じられることに

なる。

（２） 逮捕状請求６勾留請求における考慮禁止事項

被疑者ｏ被告人が自身の無実や裁判内容を対外的に表明することは表現

の自由で保護されているうえ、 これを制約することは、 国家がその意に反

する国民の表現活動を封殺するということに等しく、 許されるべきでな

い。 国家の意に反する表現活動がされた場合に逮捕されるということは、

表現の自由に対する極めて重大な侵害である。

　

具体的なロ裏合わせ等ではない無罪の表明については、 被疑者ｏ被告人

の国家に対する防御権の一環をもなしている。 そのため、 無罪の表明をし

たことを理由とする逮捕状請求及び勾留請求は、被疑者ｏ被告人の表現の

自由に加え、防御権の行使を理由とする懇意的な逮捕ｏ勾留の請求であ

り、 当該事情を考慮して身体拘束に踏み切ることは許されない。 加えて、

無罪の表明は無罪推定原則に沿った言動にほかならず、それを被疑者・被

告人に不利に考慮することは無罪推定原則に反することである。

，そうだとすれば、 このような表現行為が行われた場合に、 捜査の支障を

懸念し、表現行為をあたかも罪証隠滅の可能性を推知する事情として逮捕

状請求及び勾留請求に臨むことは、 考慮すべきことを考慮せず、 考慮すべ

きではないことを過大に考慮した考慮不尽・他事考慮であり、 違憲・違法

となる。
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（３） 身体拘束によって被疑者ｏ被告人の命に影響を及ぼすべき状況が

ある場合の配慮義務

　

法令を遵守し、公益の代表者として刑事司法手続に関与すべき検察官の

法律上の立場・職責に照らせば、 検察官は、 求意見を受けた場合、 憲法及

び条約をも踏まえた回答を行うべきであり、 その際に身体拘束によって違

法状態が生ずるのであれば、 その違法状態を発生させないようにするとと

もに、 積極的に解消し、 放置・助長しないように配慮すべき注意義務を負

つ。

　

そ して、 逮捕ｏ勾留にあたっては必要性 （刑訴法８７条１項、 １９９条

２項但書き） を考慮すべきであるところ、 特に、 被告人が、 刑事施設では

一般的な医療水準に合致する適切な治療を受けることのできない重篤な傷

害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的かつ重大な不利益 （死亡、 失

明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさせる危険がある場合、適正な

訴訟進行が困難になってしまい、 刑事裁判を受けるために身体拘束をする

という目的が果たせなくなる。 身体の自由において健康上の不利益は特に

比重の大きな利益であるところ、 公平な裁判を受けさせるために身体拘束

をするのであって、 身体拘束をしたがゆえに健康上の不利益を被り公平な

裁判を受けられなくなるのは本末転倒な事態といえる。

　

そうだとすれば、 不可逆的かつ重大な健康上の不利益を生じさせる危険

の有無については、検察官は逮捕状請求及び勾留請求の可否を検討するに

あたって最も考慮しなければならない事項である。

（４） 検察官による原告の逮捕状請求 ｏ 勾留請求が捜査権の逸脱ｏ濫用

に当たること

本件において、 東京地検特捜部は原告によるメディアに対する発言に触

発され、原告に対する捜査方針を在宅捜査から強制捜査に切り替えたとい

える。 少なくとも、 それまで何ら支障なく在宅捜査を行っており、 強制捜

査に切り替える理由は他に何も存在しなかった。 このような検察官による
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捜査権の行使は、 無罪の表明をしたことを理由とする逮捕状請求及び勾留

請求であり、 表現の自由及び防御権を侵害する懇意的なものである。 その

ため、 検察官は考慮すべきではないことを過大に考慮した考慮不尽・他事

考慮を犯したといえる。

　

一方で、原告の心疾患については、心房粗細動、遠位弓部大動脈痛術後

という予断を許さない状況であり、 ２０ ２２年１１月には◎◎◎◎◎◎◎

手術を予定されており、 手術が遅れてしまうと不整脈が治らなくなり、 最

悪の場合には死に至る可能性すら存在した。 すなわち、 原告が、 刑事施設

では一般的な医療水準に合致する適切な治療を受けることのできない重篤

な傷害や疾病を抱えており、その悪化が不可逆的かつ重大な不利益 （死

亡、 失明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさせる危険があった。 そ

うであるにもかかわらず、 検察官は原告の病状やその治療法等について具

体的に調査及び検討せず逮捕・勾留に踏み切っており、最も考慮すべき健

康上の不利益に対して何ら配慮しなかった。

　

したがって、 このような検察官による逮捕状請求・勾留請求は考慮すべ

きことを考慮せず、 考慮すべきではないことを過大に考慮した考慮不尽・

他事考慮であり、 違憲・違法である。

第７

　

裁判官の逮捕状発付及び勾留決定の違憲◎違法
１

　

違憲 ◎ 違法な検察官の逮捕状請求及び勾留請求を看過してそれらを

許可したこと

　

上記の通り、 検察官による逮捕状請求及び勾留請求は、 懇意的な逮捕ｏ

抑留にあたるうえ、 検察官の捜査権の逸脱・濫用にあたるものであった。

このような請求手続の暇癖を看過して行われた逮捕状発付及び勾留決定

は、 各請求と一連一体のものとして懇意的な逮捕・抑留を構成する違憲・

違法な判断である。「通常の裁判官」 として想定される裁判官であれば、

このような憲法違反及び国際人権法違反の解釈判断をすることは到底あり
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得ないのであるから、本件における原告に対する逮捕状発付及び勾留決定

は国賠法上も違法となる。

２

　

罪証隠滅要件及び逮捕ｏ勾留の必要性に関する憲法・条約適合的解

釈を怠ったこと

（１）

　

条約 ｏ憲法上保障される被疑者・被告人の権利

ア

　

人身の自由

（ア） 憲法１３条、 １８条、 ３１～４０条

憲法は国民の人身の自由を保障している （憲法１３条、 １８条、 ３１～

４０条）。 この人身の自由は、 全ての憲法上の権利を共有するための前提

となる権利である （甲Ｃ１４：長谷部恭男 『憲法 （第８版）』（新世社、 ２

０ ２２年） ２６２頁）。 人身の自由への制約は精神的自由や経済的自由と

いった全ての自由への制限を必然的に伴うことになり、 全ての自由の根源

に位置する。 自分らしく人間として生きるうえで人身の自由は必要不可欠

である。 国家が国民の人身の自由を支配し、 その健康状態や立場に配慮せ

ず、「身柄」 という名のようにモノとして扱うことは人間の尊厳を傷つけ

る非人道的取扱いに外ならない。 人身の自由は憲法上最も重要な自由の－

つであり、 人身の自由に対する制約は最も慎重になるべきである。

　

そのうえで、 憲法３４条は、 何人も 「正当な理由」 がなければ拘禁され

ないことを定めている。 これは、 戦前の身体拘束実務に対する反省や人身

の自由の重要性に照らして国家による不当な身体拘束を防ぐための規定で

あり、人身の自由に対する留保を付して国家による窓意的拘禁を許容する

ための規定ではない。刑事訴訟法は被疑者被告人を身体拘束するための要

件として罪証隠滅等を疑うに足りる 「相当な理由」 を要件としているとこ

ろ、 これは憲法３４条の 「正当な理由」 を充足すべく憲法上の各権利や手

続保障に適合するように解釈されなければならない。

（イ）自由権規約９条１項
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自由権規約９条１項は 「すべての者は、 身体の自由及び安全についての

権利を有する。 何人も、 懇意的に逮捕され又は抑留されない。」 と規定

し

　

懇意的拘禁を禁止する。

　

この点に関する一般的意見においては、 自由権規約９条１項の 「懇意

性」 の概念は、「法律違反」 と同じに扱うべきではなく、「より広く、 不適

切、 不正義、 予測可能性の欠如、 法の適正手続の欠如とともに、 合理性、

必要性、 比例性の要素も含むように解釈されなければならない」 とされる

（甲Ｃ１３：一般的意見３５パラグラフ１２）。

　

また、「規約で保障されている権利の正当な行使を処罰する逮捕又は抑

留は、 懇意的である。 当該権利には、 意見及び表現の自由 （１９条）、 集

会の自由 （２１条）、 結社の自由 （２２条）、 宗教の自由 （１８条）．及びプ

ライバシーの権利 （１７条） が含まれる。」 とされている （同：一般的意

見３５パラグラフ１７）。

　

「個人が裁判官の面前に連れて行かれた後、 裁判官は、 同人が釈放され

るべきか、 あるいは追加の捜査又は裁判の待機のために再度抑留されるべ

きかを決定しなければならない。 抑留の継続に適法な根拠がない場合、 裁

判官は釈放を命じなければならない。」 ともされる （同：一般的意見３５

パラグラフ３６）。

　

「第９条第３項の第２文は、 裁判に付される者の抑留は、 原則ではなく

例外でなければならないと規定している。」「この文は、 刑事上の罪に問わ

れて裁判に付される者、 すなわち被告人が起訴された後に適用されるが、

起訴前の類似の要件は、 第１項の懇意的な抑留の禁止から生じる。 被告人

の公判前の抑留は、 一般的な慣行であるべきではない。 公判係属中の抑留

は、 逃亡、 証拠の工作又は再犯を防止する目的に照らし、 すべての諸事情

を考慮して合理性及び必要性があるという個別的な判断に基づくものでな

ければならない。 関連要素は、 法律に明記されるべきであり、『公共の安

全』 といった不明確で広範な基準を含むべきではない。」「裁判所は、 保

釈、 電子腕輪又はその他の条件といった公判前の抑留の代替措置により、
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当該事案において抑留の必要性がなくならないかどうかを審査しなければ

ならない。」 とされる （同：一般的意見３５パラグラフ３８）。

イ

　

公正な裁判を受ける権利・適正手続主義

（ア） 憲法３２条、 ３７条

刑事被告人には公平な裁判を受ける権利が憲法により保障されている

（憲法３２条、 ３７条）。 公平な裁判を受ける権利とは、 独立かつ公平な

司法機関に対して全ての個人が平等に権利 ｏ 自由の救済を求め、 かつ、 そ

のような公平な裁判所以外の機関から裁判されることのない権利をいう

（芦部憲法第八版）。 また、憲法は適正手続主義 （憲法３１条） を定めて

いるところ、 これによれば手続及び実体規定が適正でなければならないと

されている。 これらからすれば、 裁判を受ける権利は、 国民が個人的に何

らかの事実上の不利益を受けた時に裁判所に裁判を求めることができるこ

とに限らず、 適正手続主義に照らして、 その裁判手続に対してデュ ｏ プ

ロセスが保障されるべきことを要求したものと解すべきである。

　

そして、 裁判を受ける権利は、 刑事裁判という場面において、 仮に自身

の身体を拘束され、 国家権力という強大な相手と闘うことになったとして

も、 公正な判断を独立した国家機関に求め得ることを意味している。 この

ような刑事被告人の立場に鑑みれば、刑事裁判にかけられた国民が検察官

の見解と異なる無実の主張をした場合にも、 等しく公平で公正な裁判を受

けることが保障されて然るべきである。 そのうえで、 憲法３８条が 「何人

も、自己に不利益な供述を強要されない」として自己負罪拒否特権を規定

し、 憲法３７条以下において防御権を規定していることにも鑑みれば、 憲

法は被疑者り被告人が裁判で無罪主張することを裁判を受ける権利の一環

として保障しているものと解すべきである。 なぜならば、 無罪主張する権

利を他の権利や制度によって憲法的に保障しなければ、刑事裁判は形式的

に有罪判決を宣告するための儀式になりかねず、被告人の裁判を受ける権

利を保障することができないからである。
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なお、 被疑者も起訴された場合には被告人として刑事裁判を受けること

になる。 被疑者段階であれば裁判を受ける権利を制約してよいということ

になれば、 被疑者段階で無罪主張を困難にすることによって被告人の裁判

を受ける権利を無効化することができてしまう。 そうである以上、 被疑者

についても無罪主張の権利は憲法上保障されているものと解すべきであ

る。

（イ） 自由権規約１４条１項

　

自由権規約１４条１項は 「公平な裁判所による公正な公開審理を受ける

権利を有する」 と定める。

　

この点について、 一般的意見は、「権限のある裁判所にアクセスしよう

とする個人の試みが、 法律上または事実上、 組織的に阻まれる状況は、 第

１４条第１項第１文の保障に抵触する」「裁判所の前の平等という権利

は、 武器の対等をも確保するものである。 これは、 区別が法律に基づいて

おり、 また客観的かつ合理的な根拠によって正当化できないかぎり、 すべ

ての当事者に同一の手続上の権利が与えられなければならず、被告人に対

し実際に不利な条件もしくはその他の不公正をもたらさないことを意味す

る」 とする （甲Ｃ１５：一般的意見３２パラグラフ９、 １３）。

　

また、 自由権規約１４条２項は、「刑事上の罪に問われているすべての

者は、 法律に基づいて有罪とされるまでは、 無罪と推定される権利を有す

る。」 と無罪推定原則を定める。 無罪推定原則は、 一義的には裁判所に向

けられた規律であるが、警察や検察、行政機関に対してもむけられた規範

である。

　

ヨーロッパ人権条約の６条 （自由権規約の１４条１項に相当する。） に

ついて、 ヨーロッパ人権裁判所の事務局が編纂した先例集 （ヨーロッパ人

権条約第６条の手引き （公正な裁判を受ける権利）） には、 つぎのような

解釈が示されている （甲Ｃ１６：ヨ ロッパ人権条約第６条の手引き）。

「３７２． 無罪の推定は、 裁判官や裁判所だけでなく、 他の公的機関によ
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っても侵害される可能性がある （‐ＡＬＬＥＮＥＴ
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Ｒ
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Ｓ
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ＤＥ
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Ｖ，
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Ｓ
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Ｓ

　

１ ４９）、 首相ま

たは内務大臣 （ＧＵＴＳＡＮＯＶＩ

　

Ｖ，
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２０１

３、

　

Ｓ
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４５）、 国会議長 （
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Ｌ工ＴＨＵＡＮＩＡ、 条約第６条に関する手

引き

　

－

　

公正な裁判を受ける権利 （刑事肢） 欧州人権裁判所

　

１４２／

２ ５４

　

最終更新日：

　

２０ ２ ２． ０ ８， ３ １

　

２０ ０ ２、

　

Ｓ

　

５

３）、 検察官 （ＤＡＫＴＡＲＡＳ

　

Ｖ，

　

ＬＩＴＨＵＡＮＩ Ａ、

　

２ ０ ０

０、

　

Ｓ
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２ ０ ０ ８、

　

Ｓ

　

９６） のようなその他の検

察当局職員。」

　

「３７４， 第６条第２項は、 被疑者が有罪であると国民に信じさせ、 管

轄司法当局による事実の評価を予断させるような、係属中の刑事捜査に関

する公務員の発言を禁止 している （ＩＳＭＯＩＬＯＶ

　

ＡＮＤ

　

ＯＴＨＥ

Ｒ Ｓ

　

Ｖ，

　

ＲＵ Ｓ Ｓ 工 Ａ、
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Ｖ．

　

Ｌ Ｉ ＴＨ Ｕ Ａ Ｎ Ｉ Ａ、

　

２０ ０ ２、

　

Ｓ

　

５３）。」

　

「３ ７６， 裁判所は、 人が裁判にかけられ、 犯罪の有罪が確定する前の

発言における公務員の言葉の選択の重要性を強調してきた （ＤＡＫＴＡＲ

ＡＳ

　

Ｖ，

　

Ｌ ＩＴＨＵＡＮＩＡ、 ２０ ０ ０、

　

Ｓ

　

４ １ ；

　

Ａ Ｒ Ｒ工

Ｇ Ｏ

　

Ａ ＮＤ

　

Ｖ Ｅ Ｌ ＬＡ

　

Ｖ，

　

Ｍ ＡＬＴ Ａ

　

（Ｄ Ｅ Ｃ．）、

　

２０ ０

５ ；

　

ＫＨＵＺ Ｈ Ｉ Ｎ

　

Ａ ＮＤ

　　

Ｏ Ｔ ＨＥ Ｒ Ｓ

　　

Ｖ，

　　

ＲＵ Ｓ Ｓ

　

工 Ａ、

２０ ０８、

　

Ｓ

　

９４）。 例えば、 ＧＵＴＳＡＮＯＶ工

　

Ｖ，

　

Ｂ Ｕ Ｌ Ｇ
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ＡＲＩＡ

　

（２０ １ ３、

　

Ｓ Ｓ Ｉ ９ ５ 一 ２０１） において、 裁判所は、 申

請者の逮捕後、裁判官への出頭前に内務大臣が雑誌に発表した声明で、申

請者が行ったことは数年にわたる入念な仕組みによるものであると強調し

たことは、 第６条第２項に基づく無罪の推定に違反すると判断した。」

　

このような国際人権法上の無罪推定を受ける権利からすれば、 被疑者 ｏ

被告人が有罪であると一般に受け止められることのない権利まで保護され

ているものと解される。 そのため、 有罪方向での情報をマスメディアにリ

ークされたり、 被疑者・被告人が自らの無実を主張することを罪証隠滅を

疑う理由とするような扱いを受けたりすることのない権利が未決拘禁者の

無罪推定を受ける権利として保障されている。

ウ

　

防御権

（ア） 憲法３７条２項ｅ３項、 憲法３８条

　

被告人の権利として、 証人審問権 （憲法３７条２項） や弁護人依頼権

（憲法３７条３項）、 黙秘権 （憲法３８条） が認められている。 そうだと

すれば、 刑事被告人には自身の無実を刑事裁判で主張することに加えて、

自白を強要されないことや、 依頼した弁護人により証人尋問を行ってその

弾劾をすることが防御権として憲法上保障されているものと解すべきであ

る。

　

この防御権の実質は、 強大な捜査権限を有している国家に対して、 被告

人側が対等に渡り合うための権利や手続保障にある。 そのため、 防御権

は、 国民が圧倒的劣勢の状態においても行使を可能にし、 国家に対して自

身の正当性を表明し得るための権利といえる。 だからこそ、 裁判において

国民の側が現実的に劣位にあるがゆえに防御権の行使を時賭したり、 一定

程度譲歩せざるを得なくなることは、 憲法による権利及び手続保障の趣旨

に真っ向から反するものである。

　

なお、 自身の無実を刑事裁判で主張する権利、 自白を強要されない権

利、 依頼した弁護人により証人尋問を行ってその弾劾をする権利について
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は、 裁判を受ける権利と同様の理由により、 被疑者についても憲法上保障

されているものと解すべきである。

（イ） 自由権規約１４条

　

自由権規約１４条 （Ｇ） は、「自己に不利益な供述又は有罪の自白を

強要されないこと」 を保障している。

　

そして、 一般的意見は、「この保障は、 有罪の自白を引き出すことを

目的とした、被疑者に対する捜査機関からの直接または間接の身体的圧

力

　

または不当な心理的圧力の不在という意味で理解されなければなら

ない。」 としている （甲Ｃ１５：一般的意見３２パラグラフ４１）。

　

また、 自由権委員会は、「何人も 『自己に不利益な供述又は有罪の自

白を強要されない』 という保障は、 捜査機関から被告人に対し、 有罪の

自白を得るためのいかなる直接または間接の身体的または心理的圧力も

かけられない」 と個人通報事案においても判断している （甲Ｃ１７：Ｂ

Ｅ ＲＲ Ｙ

　

Ｖ，

　　

ＪＡＭＡＩＣＡ、 ＣＯＭＭＵＮＩＣＡＴＩＯＮ

　

Ｎ

Ｏ．

　

３ ３０／１９８ ８、

　

Ｕ， Ｎ，

　

Ｄ Ｏ Ｃ，

　

Ｃ Ｐ Ｒ／ Ｃ ／ ５０／

Ｄ／３３０／１９８８

　

（１９９４），）。

（２）

　

人質司法による権利制約

刑事訴訟法は、「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由があると

き」 を理由として身体拘束を行い、 身体拘束からの釈放を否定することに

より、 被疑者ｏ被告人の人身の自由等を制約している （刑事訴訟法６０

条、 ８９条。 以下、 身体拘束判断における 「罪証を隠滅すると疑うに足り

る相当な理由があるとき」「罪証隠滅のおそれ」 という要件を 「罪証隠滅

要件」 という。）。

　

そして、 人質司法は、 被疑者・被告人の人身の自由だけでなく、 容疑を

否認している場合に罪証隠滅要件を容易に認めることによって、 被疑者・

被告人の無罪主張を困難にして虚偽自白や検察官請求証拠への同意意見を
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誘発するものであり、 裁判を受ける権利と防御権をも制約する。 すなわ

ち、 人質司法という運用の存在によって、 身体拘束を受けている被疑者・

被告人は、 自白をしなければ身体拘束を受けることになり、 その釈放は困

難で、また釈放のためには自白や検察官請求証拠に対する同意意見を述べ

なければならないものと認識することになる。 これによって、 被疑者ｏ被

告人が無罪主張を諦めたり、 予定していた主張を取りやめたり、 検察官請

求証拠に対して同意意見を述べて証人を減らしたりしなければならないと

いう事態が現実に生じている。 これは、「人質司法」 という名のとおり、

被疑者・被告人にとって 「無罪主張を諦めれば外に出してやる」 と自分の

身体が人質に取られている状況にほかならず、 極限のジレンマに人間を置

いて苛むことによって、 人間の尊厳そのものを辱めているのである。 この

ように、 人質司法によって、 被疑者ｏ被告人が裁判で無罪主張すること

や、 依頼した弁護人により証人尋問を行ってその弾劾をすることが人質司

法という運用によって妨げられているのであって、 被疑者ｏ被告人の公平

な裁判を受ける権利ないし防御権に対する制約にもなる。

（３）

　

罪証隠滅要件に関する憲法・条約適合的解釈

以下では、罪証隠滅要件について、憲法及び条約上導かれる諸原則を参

照したうえ、 具体的な憲法ｏ条約適合的解釈を定立する。

ア

　

比例原則

刑事手続における身体拘束も国家の国民に対する権力行為である以上、

比例原則が要求される （憲法１３条）。 憲法は 「正当な理由」 に基づく拘

禁を予定しているものの、 制約する対象が人身の自由という人間の根源的

な自由であることや、 裁判を受ける権利や防御権の制約を通して人間の尊

厳を鞍損し得るものであることからすれば、 その逮捕ｏ勾留の必要性を基

礎づける罪証隠滅要件に関して特に厳格な解釈が要求されるべきである。
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イ

　

無罪推定原則

　

憲法３１条は、「何人も、 法律の定める手続によらなければ、 その生命

若しくは自由を奪はれ、 又はその他の刑罰を科せられない」 と規定し、 法

律に則って有罪判決が確定するまでは刑罰を科せられないという無罪推定

原則を規定している。

　

我が国が批准する国際条約である自由権規約 （甲Ｃ１８：市民的及び政

治的権利に関する国際規約。 以下 「自由権規約」 という。） １４条２項

も、 法律に基づいて有罪とされるまでは無罪と推定される権利を保障して

おり、 無罪推定原則は条約上の効力も有している。 また、 国際連合におい

て採択された国連被拘禁者処遇最低基準規則 （以下、「マンデラ・ルー

ル」 という。 甲ＣＩ９） １１１条 （２） においても、「有罪が確定されて

いない被拘禁者は、 無罪と推定され、 かつ、 それにふさわしく取り扱われ

なければならない」 と規定されている。

ウ

　

身体不拘束原則

被疑者り被告人に無罪推定が及ぶ以上、未決拘禁自体が理論的正当性の

ない 「悪」 である （甲Ｃ２０：豊崎 「未決拘禁は何のためにあるか」）。 仮

に未決拘禁を必要悪の制度論として正当化するとしても、無罪推定原則が

存在する以上、 本来は身体拘束されないことが原則であり、 刑事訴訟法上

身体拘束があり得るとしても例外的で最終的なものと位置付けなければな

らない。 このような 「身体不拘束原則」 は、 憲法１３条、 ３３条、 ３４条

により導かれる （甲Ｃ２１：豊崎 「身体不拘束原則の意義」、 甲Ｃ２ ２ ： 憲

法的刑事手続研究会『憲法的刑事手続』（日本評論社、１９９７年） ２９

５頁以下 ［村岡啓一］、 甲Ｃ２３：川崎英明 「保釈の憲法論と罪証隠滅」

季刊刑事弁護２４号６４頁、 甲Ｃ２４：葛野尋行 「未決拘禁と人権」 ６ ６

頁以下）。

　

この身体不拘束原則は日本国が締結している条約にも根拠を有してい

る。 すなわち、 自由権規約９条１項はすべての者に身体の自由及び安全に
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ついての権利を保障し、 懇意的な逮捕又は抑留を禁ずる。 さらに、 自由権

規約９条３項は、 刑事上の罪に問われて逮捕・抑留された者が釈放を求め

る権利を有し、 裁判に付される者の抑留が原則であってはならないと定め

ている。 自由権規約委員会の一般的意見３５も 「第９条第３項の第２文

は、 裁判に付される者の抑留は、 原則ではなく例外でなければならないと

規定している」 としている （甲Ｃ１３：一般的意見３５パラグラフ３

８）。 この自由権規約９条３項の反対解釈によって被疑者ｏ被告人の身体

不拘束原則が導かれる。

　

更に、自由権規約及び憲法が保障する被疑者・被告人の身体不拘束原則

は、 刑事訴訟法の各規定に具体的に現れている。 裁判所・裁判官による被

疑者・被告人の勾留は、 罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があ

り、 かつ、 住居不定、 罪証隠滅をすると疑うに足りる相当な理由ないし逃

亡又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由があるときに限って許される

（自由権規約９条１項、 憲法３４条、 刑訴法６０条１項）。 被告人勾留の

更新は、 特に継続の必要がある場合のみ、 具体的にその理由を附した決定

に基づいてなされる （刑訴法６０条２項）。 勾留の理由は請求に基づいて

速やかに開示されなければならない （自由権規約９条２項、 憲法３４条、

刑訴法８２条）。 勾留の必要がなくなったとき、 裁判所は請求もしくは職

権により速やかに勾留を取り消さなければならない （刑訴法８７条）。 第

一審被告人は保釈を請求する権利を有する （自由権規約９条３項・４項、

刑訴法８９条）。 勾留による拘禁が不当に長くなったとき、 裁判所は職権

で勾留を取り消し、 もしくは保釈を許さなければならない （刑訴法９２

条）。 被疑者の逮捕 ｏ留置ｏ勾留に関する規定も、 逮捕、 引致、 検察官送

致、勾留請求、勾留延長請求の各段階で拘束の要否をその都度審査ｏ検討

し、 必要がなければ直ちに釈放すべきことを定める （刑訴法１９９条、 ２

０３条、 ２０４条、 ２０５条、 ２０７条５項、 ２０８条、 ２１０条等）。

このように、 無罪推定に基づく身体不拘束原則は、 被疑者・被告人に共通

して適用されることが法文上明らかである。
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この身体不拘束原則により、 身体拘束されないことが原則である以上、

身体拘束の判断は厳格に解釈され、謙抑的に運用されなければならないこ

とになる。

　

なお、 身体不拘束原則が存在する以上、 健康上の不利益等のリスクがあ

る場合に勾留の執行停止によって対応すれば足り釈放までは不要とする考

え方は、 身体拘束における原則と例外を逆転させてしまっているものであ

ることを念のため付言する。

エ

　

当事者主義における武器対等原則

被疑者被告人には、裁判を受ける権利、適正手続主義及び防御権の内容

として、 当事者主義的訴訟構造における武器対等原則が保障されている

（憲法３１、 ３７条）。

　

そして、 罪証隠滅要件は当事者主義との本質的な矛盾を抱えている。

　

まず、 憲法上の刑事手続はアメリカの当事者主義的訴訟構造を念頭に起

草されているところ、 被疑者◎被告人は当事者として国家と対立関係に立

って一定の防御活動を行うことは当然に予定されており、 それが司法運営

上の支障をもたらすものでない限り、 例え捜査機関にとって不利益をもた

らすものであったとしても対立当事者の身体を拘束してまで防止するまで

のものではないことが前提とされていた （甲Ｃ２１：憲法的刑事手続研究

会『憲法的刑事手続』（日本評論社、１９９７年） ２９７頁以下［村岡啓

一］）。 例えば、 被疑者ｏ被告人が証人と接触して供述内容を確認すること

は証拠収集等の訴訟準備活動として当然あり得ることであって、 刑事訴訟

法もこうした活動を正当な準備活動として予定しているうえ （刑事訴訟法

２ ９９条、 刑事訴訟規則１７８条の７など）、 一方当事者である検察官は

関係者に対する事情聴取等を行っている。

　

ところが、 訴追当事者である検察官の目から見ると、 被疑者 ｏ被告人の

こうした訴訟準備活動は証人の供述を歪める罪証隠滅工作として映るため

保釈等に反対し、裁判所も検察官の主張を容れて身体拘束を認めてしまっ
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ているという現状がある （甲Ｃ２５：村井敏邦 「保釈と罪証隠滅のおそ

れ」 村井敏邦（編） 現代令状実務２５講 （日本評論社、 １９９３年） １３

２頁以下）。 被疑者ｏ被告人側の訴訟準備活動を罪証隠滅工作と見ること

自体が推定無罪原則に反しているのみならず、 このような訴訟準備活動を

もって罪証隠滅要件を認めてしまうと被疑者ｏ被告人側は防御のための準

備活動を委縮せざるを得なくなってしまい、 武器対等とは言えない （甲Ｃ

６：川崎 「否認と保釈」）。

　

したがって、罪証隠滅要件に基づく身体拘束は無罪推定原則及び当事者

主義の理念とは一致せず、 身体拘束の濫用や虚偽自白をこ繋がり得ることか

らすれば、 一方当事者としての訴訟準備活動を委縮させないように、 その

要件については厳格に解さなければならない （平野 「刑事訴訟行為論」）。

オ

　

罪証隠滅要件の憲法ｏ条約適合的解釈

以上の憲法上の権利及びそれに対する制約、 憲法上導かれる諸原則を踏

まえると、 実際に人質司法の状況を生み出している 「罪証を隠滅すると疑

うに足りる相当な理由」 という文言を勾留の要件とすることは基本的に違

憲の疑いがあり、 これが合憲だと認められるためには次のような憲法ｏ条

約適合的解釈が行われなければならない。

（ア） 「明らかな差し迫った危険」 の基準

　

まず、 従来の裁判所による人質司法は、 憲法の権利及び自由や、 憲法上

導かれる諸原則を全く考慮せず、刑事訴訟法の枠内において罪証隠滅の抽

象的なおそれや危倶感をもって身体拘束を認めている点に大きな問題点が

ある。刑事手続における身体拘束制度について憲法的観点から解釈した場

合、 制約される人身の自由、 裁判を受ける権利、 防御権といった権利は人

権の中でも特に重要であり、 その制約については比例原則、 無罪推定原

則、身体不拘束原則の趣旨に照らし、 公益侵害の高度の蓋然性及び最高度

の必要性が要求される。 また、 これは人身の自由等の剥奪にまで至ってお
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り、 規制態様は強度である。 さらに、 身体拘束は懇意的拘禁のように濫用

のおそれがあること、 将来予測という不安定な判断であることや、 多義的

で暖昧さを残す罪証隠滅の蓋然性という基準により判断されるべきでない

こと等を踏まえると、 身体拘束の判断は、 その根拠が具体性を有してお

り、 だれが見てもその具体的な証拠に基づけばおよそ罪証を隠滅すると認

められる場合に限定されなければならない。

　

また、 自由権規約９条においても、「公判係属中の抑留は、 逃亡、 証拠

の工作又は再犯を防止する目的に照らし、 すべての諸事情を考慮して合理

性及び必要性があるという個別的な判断に基づくものでなければならな

い。 関連要素は、 法律に明記されるべきであり、『公共の安全』 といった

不明確で広範な基準を含むべきではない。（中略）

　

。 裁判所は、 保釈、

電子腕輪又はその他の条件といった公判前の抑留の代替措置により、当該

事案において抑留の必要性がなくならないかどうかを審査しなければなら

ない。」 とされている （甲Ｃ１３：一般的意見３５パラグラフ３８）。

　

そこで、 罪証隠滅の明らかな差し迫った危険が無ければ罪証隠滅要件の

充足を認めることはできず、 抽象的可能性に基づく身体拘束及びその継続

は違憲であると解すべきである （甲Ｃ２３：川崎 「保釈の憲法論と罪証隠

滅」）。

　

なお、「明らかな差し迫った危険」 の基準はかつて泉佐野市民会館事件

（最判平成７年３月７日民集４９巻３号６８７頁） において採用された基

準である。 同判例は集会の自由の制限の合憲性判断に際し、 利益衡量論を

行ったうえで 「明らかな差し迫った危険」 の基準を定立した。 今日の憲法

学説において同基準は集会や表現の自由のみに通用する基準ではなく、 表

現の自由以外の権利についても重要度の高い自由に対する強度の制約に関

する基準として採用され得るものというべきである （甲ＣＩ：玉轟意見

書、 甲Ｃ２６：渋谷秀樹 「憲法第３版」 ７１８頁、 甲Ｃ２７：渋谷秀樹・

赤坂正浩 「憲法１人権第８版」 ３７０頁以下、 甲Ｃ２８：小山 「憲法上の
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権利と作法」）。 そのため、 人身の自由の剥奪が問題となる本件においても

この基準はなじむものである。

（イ） 被疑者ｏ被告人の供述態度の不利益考慮の禁止

　

人質司法が無罪主張や証拠意見に対する委縮効果を生んでいるのは、裁

判所が自白・否認という被疑者・被告人供述を罪証隠滅要件における考慮

要素とするために、 それが総体として人質司法という運用と化し、 被疑

者り被告人に精神的な圧迫を加えているからである。 しかし、「否認」 と

いう供述態度の捉え方自体がこの無罪推定原則に反している。 すなわち、

訴追機関の見解が正しいという前提はなく、 むしろ被告人側に無罪推定が

及んでいるにもかかわらず、 一方当事者である被告人が他方当事者である

訴追機関の見解を認めないという言動に着目しているからである。 自ら罪

を犯していないと信じている者が訴追されている事実を否定するというの

は防御権の行使に他ならず、 裁判を受ける権利及び防御権に基づく無罪主

張を被疑者ｏ被告人にとって不利に解釈される謂れはないのである。 公正

な裁判を求めて無罪主張をすることは被疑者・被告人の権利であり、 この

ような当然の権利行使の結果が身体拘束の原因となったり、 釈放における

障害になったりすることは背理である。 罪を認めないことから導かれる罪

証隠滅の余地や推認される主観的可能性はいずれも抽象的な蓋然性にすぎ

ず、司法の公正に悪影響を及ぼすような罪証隠滅の現実的ｏ具体的可能性

が推認できるわけでもない。 また、 身体不拘束原則の観点からすれば、 誓

約書の提出や身元引受書の提出といった他の代替手段によって罪証隠滅の

可能性は低減可能である。 他にも、無罪推定原則の下において、 客観的事

実は判決をまって初めて確定されるため、 判決前に被告人供述を虚偽とみ

なすことは無罪推定原則に抵触するといえ、 否認供述の内容から直ちに虚

偽の弁解という事態を想定することも問題がある （甲Ｃ６：川崎 「否認と

保釈」）。
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加えて、 自由権規約９条においても、「規約で保障されている権利の正

当な行使を処罰する逮捕又は抑留は、 懇意的である。 当該権利には、 意見

及び表現の自由 （１９条）、 集会の自由 （２１条）、 結社の自由 （２２

条）、 宗教の自由 （１８条） 及びプライバシ←の権利 （１７条） が含まれ

る。」 とされている （甲Ｃ１３：一般的意見３５パラグラフ１７）。 被疑

者ｏ被告人が犯罪事実を否認することは自己負罪拒否特権 （自由権規約１

４条３項 （Ｇ）） として自由権規約上も保障されている。

　

これらの事情も踏まえれば、 被疑者ｏ被告人の供述態度は、 憲法上の諸

原則を侵害するなど考慮による弊害が大きいだけでなく、そもそも推認力

も低く、 明らかな差し迫った危険をおよそ基礎付けるものではないため、

罪証隠滅要件において被疑者・被告人にとって不利に考慮されるべきでな

し、
ｏ

（ウ） 対外的な無罪主張や訴訟準備活動の不利益考慮禁止

人質司法は、裁判所が当事者の訴訟準備活動をもって罪証隠滅の抽象

的・主観的なおそれを認定し、 そのような当事者主義に基づく活動を委縮

させ、 裁判を受ける権利や防御権を侵害している。 しかし、 被疑者ｏ被告

人が容疑を否認して自身の無実を世に訴えたり、 証人と接触して供述内容

を確認したりすることは、 それが証人買収といった裁判の公正さを害する

結果を招くような場合でない限り、当事者主義的訴訟構造における当然の

訴訟準備活動であり、裁判を受ける権利や防御権、表現の自由の正当な行

使である。 また、 そのような被疑者の被告人側の訴訟準備活動を罪証隠滅

工作と見ること自体が推定無罪原則に反している。

加えて「規約で保障されている権利の正当な行使を処罰する逮捕又は抑

留は、 懇意的である。 当該権利には、 意見及び表現の自由 （１９条）、 集

会の自由 （２１条）、 結社の自由 （２２条）、 宗教の自由 （１８条） 及びプ

ライバシーの権利 （１７条） が含まれる。」 とされている （甲Ｃ１３：－

般的意見３５パラグラフ１７）。
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以上からすれば、被疑者ｏ被告人の対外的な無罪主張や訴訟準備活動を

罪証隠滅要件において被疑者ｏ被告人にとって不利に考慮されるべきでな

し、ｏ

（エ） 小括

　

以上より、 罪証隠滅要件については、 明らかな差し迫った危険がなけれ

ば充足されず、その供述態度、対外的な無罪主張や訴訟準備活動を罪証隠

滅要件において被疑者ｏ被告人にとって不利に考慮することは許されない

という憲法ｏ条約適合的解釈がなされるべきである。

力

　

ドイツ刑訴法における解釈による裏付け

　

日本の罪証隠滅要件はドイツ刑訴法に倣ったものであるところ、 ドイツ

における罪証隠滅要件に基づく勾留の運用は日本の人質司法の解釈運用と

は全く異なっており、 前記の憲法・条約適合的解釈を裏付けるものであ

る。

　

すなわち、 ドイツにおいては身体拘束に対して厳格な比例原則が要請さ

れている。 ドイツ連邦憲法裁判所は、 １９６５年、「〔人身の〕 自由への介

入は、 一方では具体的な証拠に基づく明白な嫌疑によって根拠づけられる

被疑者の無罪への合理的な疑いがある場合、他方では犯罪を徹底的に解明

し、 加害者を迅速に処罰することについての国家共同体の正当な要求が容

疑者を一時的に勾留することなしには確保できない場合にのみ認められ

る」「裁判官は、〔比例原則により〕 彼に課された衡量を行うにあたって、

未決拘禁の主たる目的と本来の正当化根拠が秩序ある刑事手続の遂行を保

障し、 その後の刑の執行を確保することにあるということを常に念頭に置

かなければならない。 これらの目的にとって未決拘禁がもはや必要ではな

いならば、 それを命令、 維持、 強制することは比例的ではなく、 原則とし

て許されない」 と判示 した （ＢＶＥＲＦＧＥ

　

Ｉ９、

　

３４２）。
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この厳格な比例原則の要求により、 ドイツにおいては罪証隠滅要件の解

釈が非常に厳格に行われている。 前提として、 そもそもドイツ刑訴法にお

いても 「罪証隠滅のおそれ」 が勾留の要件として規定されているところ、

この要件は当事者主義との矛盾から１９世紀半ばから否定的見解が優勢で

あった （平野 「刑事訴訟行為論」）。 このような理論的ｏ歴史的沿革も受

け、 ドイツ刑訴法の罪証隠滅要件については、一般的推定や経験則は考察

の範囲から排除され、 罪証隠滅のおそれを根拠づける 「特定の事実」 が要

求されるものと解されている。 すなわち、 被疑者ｏ被告人が罪証を隠滅す

ることができるという結論を正当化できるが、 被疑者・被告人が罪証隠滅

を行うであろうという結論を正当化しない事実は、「不特定」 として排除

されるのである。 そのうえで、「罪証隠滅のおそれ」 が認められるのは、

「明白な嫌疑という趣旨に沿って要求される高い蓋然性が存在」する場合

に限られ、「具体的な事実にもとづかない単なる推測」 だけではこれを満

たさないなどと、「明らかな差し迫った危険」 に近い解釈がされている

（ＯＬ Ｇ

　

Ｆ Ｒ Ａ Ｎ ＫＦＵ Ｒ Ｔ、

　

Ｂ Ｅ Ｓ ＣＨ ＬＵ Ｓ Ｓ

　

Ｖ Ｏ Ｍ

　

２ ６，

ｊＵ Ｎ工

　　

２０ ０ ９、

　

Ｓ Ｔ Ｖ

　

２ ０ ０ ９、

　

６ ５２）。

具体的には、 被疑者・被告人が嫌疑を受けている犯罪事実について争う

こと、 証人候補者に被疑者・被告人の近親者がいることや、 第三者が自己

の衝動から被疑者ｏ被告人に有利な罪証隠滅を試みること等については、

罪証隠滅要件を基礎づけないという解釈が通説である （平野「刑事訴訟行

為論」、 甲Ｃ６：川崎 「否認と保釈」）。 裁判例としても、 刑事訴訟法違反

を構成する被疑者ｏ被告人の行為及び態度のみが勾留との関係で考慮する

ことができ、 黙秘や否認については考慮されないとした裁判例 （ＯＬＧ

Ｆ Ｒ Ａ Ｎ ＫＦ Ｕ Ｒ Ｔ

　

Ｓ Ｔ Ｖ

　

２０ ０ ９， ６ ５２）、 供述拒否だけでは考

慮されないと した裁判例 （ＯＬＧ ＦＲＡＮＫＦＵＲＴ

　

ＮＩＷ

　

Ｉ９６

０、

　

３ ５ １ ；

　

Ｏ Ｌ Ｇ

　

Ｈ ＡＭ Ｍ

　

Ｓ ＴＶ

　

Ｉ ９ ８ ５、

　

１ １４）、 自

白の撤回も同様に考慮されないとした裁判例 （ＫＧ

　

ＪＲ‐

　

１ ９ ５ ６、

１９２）、 共犯者の名前を挙げることの拒否も考慮されないとした裁判例
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（ＬＧ

　

Ｖ ＥＲ‐Ｄ Ｅ Ｎ

　

Ｓ Ｔ Ｖ

　

Ｉ ９ ８ ２、

　

３ ７４）、 証人への不当で

ない接触は考慮されないとした裁判例 （Ｏ Ｌ Ｇ

　

Ｋ Ａ Ｒ ＬＳ Ｒ ＵＢ Ｅ

　

Ｓ

ＴＲ Ａ Ｆ ０

　　

２ ０ ０ １、 ３ ０ ５；

　

Ｏ Ｌ Ｇ

　

Ｈ Ａ Ｍ Ｍ

　

‐

　

Ｗ

　

ＳＴＲＡ

２０ ０ ６、 ２ ７９） などが存在する。

　

ドイツにおける実際の運用としても、 ２０２１年の統計において、 刑法

犯全体の事件が８２万３０５１件あったところ、 そのうち勾留は２万５４

６０件と約３％にとどまっており、 特に罪証隠滅勾留については１８７４

件と０． ２％にすぎない （甲Ｃ２９： ＳＴ Ｒ ＡＦ Ｖ Ｅ Ｒ Ｆ Ｏ Ｌ ＧＵ Ｎ Ｇ

（２０２１） ３７４頁）。 全勾留件数に占める罪証隠滅勾留の割合として

もわずか７， ４％になる。 贈収賄事件についても、 ２３４件中１０件しか

勾留されておらず、 これらはいずれも逃亡のおそれに基づく勾留であっ

て、 罪証隠滅を理由とするものは一件もなかった （同３９４頁）。 これこ

そがまさに国際人権法の身体不拘束原則に沿ったグローバル・スタンダー

ドの身体拘束運用といえる。

キ

　

玉轟由樹教授の意見書による裏付け

　

日本大学法学部・玉墨由樹教授は、刑事訴訟法の憲法適合的解釈や人質

司法の違憲性について、 次のとおりの意見を述べている （甲ＣＩ：玉轟教

授意見書）。

　

まず、 身体拘束が制約する対象となる人身の自由に関して、「他のすべ

ての憲法上の権利を享有するための前提となる権利」 だという特別な位置

づけにあることを指摘する。 そして、 この人身の自由は憲法１３条にいう

個人の尊厳との直接的なつながりを有しており、 公権力が人民をモノ扱い

することは許されず、 常に人間として扱わなければならないことを確認す

るという。 このような実体面に加えて、 憲法が手続面も保障していること

も踏まえると、 憲法上、 人身の自由からは①無罪推定原則、 ②身体不拘束

原則という刑事手続上の原則が導かれる。 そして、 未決拘禁という身体拘

束措置が人身の自由の 「剥奪」 に当たることからすれば、 このような強度
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の制限は例外的な措置でなければならず、身体拘束が憲法上正当化される

かについては人身の自由の重要性にも鑑みて厳格な比例原則が要求される

ことになると述べる。 諸外国においても、「罪証隠滅のおそれ」 が認めら

れるのは、「明白な嫌疑という趣旨に沿って要求される高い蓋然性が存

在」 する場合に限られ、「具体的な事実にもとづかない単なる推測」 だけ

ではこれを満たさないものと解されてきた。 これを日本の最高裁判例で用

いられている定式に置き換えれば、 自由制限を正当化するに際して法益侵

害への 「明らかな差し迫った危険の発生が具体的に予見されること」 が要

求されることとなる。 このことを踏まえて未決拘禁制度の憲法適合的解釈

を行うならば、「罪証隠滅を疑うに足る相当な理由」 の解釈にあたって抽

象的な 「おそれ」 を理由とすることが排除され、 また、 勾留期間が長期化

すればするほど比例原則の要求が強くなることが帰結される。 更に、 日本

でも不利益供述の強要が禁止されていることから、 不供述や否認、 さらに

は無罪主張などがあるというだけで 「罪証隠滅を疑うに足る相当な理由」

があるとすることは憲法３８条１項の意義を没却させるものであり、 身体

拘束の理由になり得ないとする。

　

また、 人質司法に関して、 そこでは未決拘禁制度が被疑者ｏ被告人の人

身の自由の要求と公正な裁判を受ける権利との二者択一を迫るかたちで運

用されており、 個人のなかに解消困難なジレンマ状況を発生させ、 これが

被疑者ｏ被告人の公正な裁判を受ける権利および防御権を著しく侵害する

ものとなっていることを指摘する。 憲法上保障された重要な権利のどちら

かを手放さなければ他方が実現不可能になるという制度のあり方は、 憲法

上の人権保障の趣旨を逸脱しており、 これは性同一性障害特例法における

手術要件が違憲とされた最大決令和５年１０月２ ５日（賃金と社会保障１

８４ １ ・１ ８４２号９９頁） の趣旨に徴しても明らかであるとする。

　

このような憲法学的観点をこよっても、 上記の憲法ｏ条約適合的解釈は裏

付けられている。
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ク

　

小括

　

したがって、 罪証隠滅要件は、 憲法及び国際人権法に照らせば、 罪証隠

滅の明らかな差し迫った危険がある場合を言い、 その判断において被疑

者・被告人の供述態度、対外的な無罪主張や訴訟準備活動を被疑者ｏ被告

人にとって不利に考慮することは許されない。 そして、 この解釈によれ

ば、 罪証隠滅の明らかな差し迫った危険が存在しないにもかかわらず、 被

疑者ｏ被告人の供述態度や訴訟準備活動を考慮して身体拘束を認める人質

司法は、 刑事訴訟法の違憲的適用をしているものといわざるを得ないので

ある。

（４）

　

裁判所の調査義務並びに必要性判断に関する憲法 ｏ条約適合的

解釈義務

罪証隠滅要件のみならず、裁判所は必要性判断についても憲法及び条約

上の義務を負う。

　

そもそも、 裁判所 （裁判官） は令状判断において必要な場合は事実の取

調べを行うことができる （刑訴法４３条３項）。 裁判所 （裁判官） は、 職

権に基づいて拘束の要否り許否を不断に審査ｏ検証し、 被疑者・被告人を

不要・不当な拘束から速やかに解放する権能及び義務を負うのだから、 単

に当事者の申出に応じてその提出する疎明資料を受理し、書面審査する受

動的な態様だけでは職権を適切に行使して義務を果たしたことにならな

い。 とりわけ、 被疑者・被告人が逃亡し又は罪証を隠滅するおそれの程度

のほか、 拘束の継続によって被疑者り被告人が受ける健康上、 経済上、 社

会生活上又は防御の準備上の不利益について何らかの懸念点があるのであ

れば、 これらの不利益の存否及び程度について、 具体的な根拠に基づく審

査のために必要な事実取調べを行う職務上の義務 （調査義務） を負う。

　

そして、 前記のとおり、 身体拘束が制約する対象が人身の自由という人

間の根本的な自由であることや、裁判を受ける権利や防御権の制約を通し

て人間の尊厳を殴損し得るものであることからすれば、 その逮捕・勾留の
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必要性に関しては厳格な比例原則の適用が要求されるべきである。 特に、

被告人が、刑事施設では一般的な医療水準に合致する適切な治療を受ける

ことのできない重篤な傷害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的かつ

重大な不利益 （死亡、失明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさせる

危険がある場合、 適正な訴訟進行が困難になってしまい、 刑事裁判を受け

るために身体拘束をするという目的が果たせなくなる。 身体の自由におい

て健康上の不利益は特に比重の大きな利益であるところ、 公平な裁判を受

けさせるために身体拘束をするのであって、 身体拘束をしたがゆえに健康

上の不利益を被り公平な裁判を受けられなくなるのは本末転倒な事態とい

える。

　

自由権規約９条においても、「第９条第３項の第２文は、 裁判に付され

る者の抑留は、 原則ではなく例外でなければならないと規定している。」

「この文は、 刑事上の罪に問われて裁判に付される者、 すなわち被告人が

起訴された後に適用されるが、 起訴前の類似の要件は、 第１項の懇意的な

抑留の禁止から生じる。 被告人の公判前の抑留は、 一般的な慣行であるべ

きではない。」「裁判所は、 保釈、 電子腕輪又はその他の条件といった公判

前の抑留の代替措置により、 当該事案において抑留の必要性がなくならな

いかどうかを審査しなければならない。」 とされている （甲Ｃ１３：一般

的意見３５パラグラフ３８）。

　

そうだとすれば、 不可逆的かつ重大な健康上の不利益を生じさせる危険

がある場合、 逮捕及び勾留の必要性は認めてはいけないという憲法ｏ条約

適合的解釈がなされるべきである。

　

このような状況において、 憲法及び国際人権法の予定する 「通常の裁判

官」 であれば身体拘束の判断をすることは到底あり得ないのであって、 身

体拘束をするという判断が合理性のないことが明らかな場合であるとい

え、当該判断をした裁判所 （裁判官） には職務上の注意義務違反が認めら

れるべきである。
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（５） 本件の原告に対する逮捕状発付及び勾留決定並びに勾留取消請求

却下決定の違憲違法

本件において、原告に対する逮捕状請求時点むこおいて既に客観的証拠は

収集済みであり、 実効的な罪証隠滅の対象や余地は乏しい状況にあった。

そのため、罪証隠滅の明らかな差し迫った危険は存在せず、罪証隠滅要件

は充足されていなかった。 なお、 原告の心疾患の存在や多数のマスメディ

アが事件報道していた状況であったことからすれば、 逃亡の蓋然性につい

ても乏しかった。 また、 それまで在宅捜査の方針のもと捜査が進められ、

何ら罪証隠滅や逃亡を疑わせる事情も存在しなかったのであるから、 逮捕

及び勾留の必要性にも乏しかったといえる。 そうであるにもかかわらず、

原告に対しては逮捕状が発布され、 勾留が認められてしまった。

本件が人質司法という違憲的な解釈運用の一環として行われているこ

と、 保釈請求却下決定後の２０ ２２年１０月 ７日付準抗告棄却決定 （甲Ａ

１４） も 「被告人、 共犯者、 関係者らの供述内容等」 を根拠として 「罪体

及び重要な情状事実について共犯者や関係者らに働きかけるなどして罪証

を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」 があると認めていることなどから

すれば、 各判断を下した裁判官は、 原告が否認していたことや、 記者会見

における原告の言動を罪証隠滅要件において考慮したことが推認される。

しかし、これは被告人の供述態度や訴訟準備活動を被疑者・被告人にとっ

て不利に考慮していることにほかならない。 また、 裁判官は、 取材に対す

る具体的言動など、明らかな差し迫った具体的な危険を示す証拠を調査す

ることもなかった。

　

したがって、本件の逮捕状発付及び勾留決定並びに勾留取消請求却下決

定の判断を下した裁判官の解釈は罪証隠滅要件に関する憲法・条約適合的

解釈に反する。

加えて、原告の心疾患については、心房粗細動り遠位弓部大動脈痛術後

という予断を許さない状況であり、 ２０ ２２年１１月には◎◎◎◎◎◎◎

手術を予定されており、 手術が遅れてしまうと不整脈が治らなくなり、 最
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悪の場合には死に至る可能性すら存在した。 医師からは適切な経過観察や

術前検査が必要だと指摘され、「被告人の生命の危険すらある」 と言われ

ている状況において、 東京拘置所には循環器専門医が常駐しておらず、 Ｍ

Ｒ１やＣＴなどの設備もなかった。 また、 検察官も各裁判官も具体的な対

応方法や代替治療案を調査したうえ提案ｏ実施することはできていなかっ

た。 これはすなわち、 東京拘置所に留置された場合に、 原告に死の現実的

危険性があったということである。 そうだとすれば、 この時点において、

罪証隠滅及び逃亡の蓋然性から認められる釈放の弊害に比して、 身体拘束

による健康上の不利益が甚大であった。 そのため、 原告が、 刑事施設では

一般的な医療水準に合致する適切な治療を受けることのできない重篤な傷

害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的かつ重大な不利益 （死亡、 失

明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさせる危険がある場合であり、

憲法及び条約において想定される 「通常の裁判官」 であれば、 その病状に

ついて調査したうえで、 逮捕・勾留することが到底あり得ない状況であっ

たいえる。

　

したがって、逮捕状発付及び勾留決定並びに勾留取消請求却下決定の判

断を下した裁判官の解釈は逮捕・勾留の必要性に関する憲法・条約適合的

解釈にも反する。

　

以上により、 本件各裁判官の判断は違憲 ｏ 違法であり、 憲法及び条約が

想定する 「通常の裁判官」 であれば到底あり得ないほど合理性のない判断

を下したことが明らかな場合にあたるため、 国賠法上も違法となる。

第８

　

検察官が身体拘束を継続させたことに関する違法
１

　

検察官の身体拘束を受ける者に対する配慮義務違反

（１） 身体拘束によって被疑者◎被告人の命に影響を及ぼすべき状況が

ある場合の釈放義務

　

前記のとおり、 検察官は、 保釈の求意見を受けた場合、 身体不拘束原則

を踏まえた回答を行うべきであり、 その際に勾留に関して違法状態がある
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のであれば、 その違法状態を積極的に解消し、 放置・助長しないようにす

べき注意義務を負う。 具体的には、 身体拘束によって被疑者・被告人の命

に影響を及ぼすべき状況がある場合、 直ちに勾留取消によって釈放すべき

であって、 人間の生命に関わる問題である以上、 これを怠った場合には国

賠法上違法の評価を受けるものと解すべきである。

　

そのうえで、 検察官は次の法規に照らした解釈運用を行わなければなら

えし、。

　

すなわち、 検察官は勾留取消しの請求権者であるのみならず （刑事訴訟

法８７条１項）、保釈の許否に関する意見聴取の対象である （刑事訴訟法

９２条１項）。 保釈求意見は実務慣行上、検察官が単なる 「不相当」意見

を述べるのであれば準抗告の意向はなく、「却下」 意見を述べるのであれ

ば実質的に反対であり、仮に保釈許可の判断が示されたら準抗告する意向

であることを含意する。 裁判所もその旨認識して保釈の判断を行ってい

る。 保釈は権利として認められており （刑事訴訟法８９条）、 ２０１６年

改正で明文化された職権保釈 （刑事訴訟法９０条）の考慮事情でも「保釈

された場合に被告人が逃亡し又は罪証を隠滅するおそれの程度のほか、身

体の拘束の継続により被告人が受ける健康上、経済上、 社会生活上又は防

御の準備上の不利益の程度その他の事情を考慮」 するものとされ、「健康

上」 の不利益を保釈判断にあたって考慮するべきことが明示された。

　

また、 身体の自由は最も基本的な人権であることに加え、 全ての被疑者

は適正手続を経て有罪とされるまで刑事手続の全過程において無罪推定が

及ぶ （国際人権規約 （自由権規約） １４条２項）。 未決拘禁は最大限回避

されるべきであり、「裁判に付される者を抑留することが原則であっては

なら」 ないという身体不拘束原則が存在する （自由権規約９条３項）。

　

加えて、 自由権規約７条は 「残虐な」（ＣＲＵＥＬ）「非人道的な」（工

ＮＨＵＭＡＮ）「品位を傷つける」 （ＤＥＧＲＡＤＩＮＧ） 取扱いまたは刑

罰を禁止している （ョ←ロッパ人権条約３条、 拷問禁止等条約１６条もほ

ぼ同文で同義である）。 自由権規約７条は、自由権規約前文に規定される
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「人間の尊厳」 に由来し、 その目的は個人の尊厳と身体的、 精神的な完全

性 （ＩＮＴＥＧＲＩＴＹ） を保護することにある （甲Ｃ３１：一般的意見

２０パラグラフ１）。 そして、 一般的意見は、「第７条における禁止は身体

的苦痛をもたらす行為だけでなく、被害者に対し精神的苦痛をもたらす行

為にも及ぶ」 とする （同：一般的意見２０パラグラフ５）。

　

自由権規約１０条１項は 「自由を奪われたすべての者は、 人道的にかつ

人間の固有の尊厳を尊重して、 取り扱われる。」 と規定する。 そして、 －

般的意見は、「第１０条第１項は、 締約国に対し、 自由を奪われているた

め、 特に弱い立場にある人々に対する積極的義務を課し、 第７条に含まれ

る拷問又は残虐な、 非人道的な又は品位を傷つける取扱い、 若しくは刑罰

の禁止規定の補完をなすものである。 このように、 自由を奪われている

人々は、 医学的・科学的実験を含む第７条に違反する取扱いに服さなくて

よいだけでなく、 自由の剥奪から生ずる以外の苦しみや圧迫にも服する必

要はない。 このような人々の尊厳に対する尊重は、 自由な人の尊厳に対す

るのと同一条件下で保障されなければならない。 自由を剥奪された人々

は、 閉鎖された環境ゆえに避けえない条件は別として、 本規約に規定する

すべての権利を享有する。」 としている （甲Ｃ３０：一般的意見２１パラ

グラフ３）。

刑事被拘禁者に対して一般社会と同程度の医療を保障するべきであ

るとする考えは、 行刑改革会議の提言でも、刑事被収容者保護法にお

いても、 確認されてきた原則である。 行刑改革会議の提言は、 「被収

容者に対しては、 国は、 基本的に、 一般社会の医療水準と同程度の医

療を提供する義務を負い、 そのために必要な医師、 看護師その他の医

療スタッフを各施設に配置し、 適切な医療機器を整備し、 被収容者が

医師による診療を望んだ場合には、 合理的な時間内にこれを提供する

義務を負うと考えるべきである。」 と勧告していた。 この提言に基づ

いて制定された刑事被収容者処遇法も、 「刑事施設においては、被収容

者の心身の状況を把握することに努め、被収容者の健康及び刑事施設
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内の衛生を保持するため、 社会一般の保健衛生及び医療の水準に照ら

し適切な保健衛生上及び医療上の措置を講ずるものとする。」 と定

め、 この原則を確認した （同法第５６条）。 刑事施設医療が一般医療

と異ならないことは、 最高裁におけるカルテ開示に関する判決でも確

認されている。

すなわち、 ２０２１年６月 １５日、最高裁判所第三小法廷は、東京拘

置所に収容されていた未決拘禁者が、 収容中の診療録 （「カルテ」）

に記録されている個人情報の開示請求を認めない東京矯正管区長の決

定の取消し等を求めた訴訟について、 これを棄却した東京高等裁判所

の判決を破棄し、 東京高等裁判所に差し戻すとの判決を下した。

東京高裁判決は、 被収容者の処遇に関する保有個人情報が開示請求

の対象となると、 第三者による前科等の審査に用いられ、 本人の社会

復帰を妨げる弊害が生ずるおそれがあるとした上で、 被収容者に対す

る診療も処遇の一環であるから、 診療情報も、 開示の対象外とされて

いる行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 （以下 「行政機

関個人情報保護法」 という。） ４５条１項所定の刑事事件の裁判に係

る保有個人情報に当たるとして、 請求を棄却していた。

　

これに対し、 最高裁判決は、 刑事施設内の病院等にも原則として医

療法等の規定が適用され、 被収容者が収容中に受ける診療の性質は、

社会一般において提供される診療と異なるものではないとの判断を示

した。 旧 「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護

に関する法律」 の改正の過程で、 診療情報を開示の対象外とする規定

を設けなかったのは、 開示の範囲を可能な限り広げる観点などから、

診療情報一般を開示請求の対象とする趣旨であるとの判断を示し、 本

人のカルテは行政機関個人情報保護法４５条１項所定の保有個人情報

に当たらず、 同法１２条１項の規定による開示請求の対象となるとの

判断を示したのである。 この判決の後、 本人の請求があれば、 外部移

送された場合も含め、 刑事被収容者に対する医療カルテは公開される

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８９



ように、取り扱いが変更された。

　

この最高裁判決には宇賀克也裁判官の補足意見が付されており、 こ

の意見において は、 医療はイ ンフオーム ド・コンセ ントが基本であり、

医療における自己決定権が人格権の一内容として尊重されねばならず、

そのことは刑事施設における診療においても何ら変わりはないと指摘

されている。

　

更に、 マンデラｏルール２４条１項 （甲ＣＩ９） は「被拘禁者に対する

ヘルスケアの提供は、国家の責任である。 被拘禁者は地域社会において利

用可能なものと同水準のヘルスケアを享受し、 かつ、 その法的地位に基づ

く差別を受けることなく、 必要とするヘルスケア・サービスに無料でアク

セスできなければならない。」 と規定する。 また、 同２７条１項は、 「すべ

ての刑事施設は、緊急時における医療措置への迅速なアクセスを確保しな

ければならない。 専門的な治療又は外科的処置を必要とする被拘禁者は、

専門施設又は民間の病院へ移送されなければならない。 刑事施設が独自に

病院設備を有している場合には、当該病院に送られた被拘禁者に対して適

切な治療とケアを提供するための十分なスタッフと設備が備えられていな

ければならない。」 と規定する。 なお、 マンデラ・ルール自体は条約では

ないため法的拘束力を有するものではないが、 その内容は自由権規約７条

及び１０条１項により、 未決拘禁者の適切な医療を受ける権利として保障

される。

　

ところが、 人質司法のシステムの下では、 拘置所における医療は一般医

療に比べて劣悪な水準にとどめ置かれ、 適切な検査も診療も、 受けること

が難しく、 命を守るために、 満足な医療を受けるためには、 公訴事実を争

うことを断念し、 保釈を認めてもらうよりほかに手段がほとんどない状態

に置かれるのである。

人質司法の道具と化した拘置所医療の無残な姿は、訴状冒頭に掲げた東

京拘置所の医師の発言に端的にあらわれている。
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近時、 人質司法の典型事例として広く認識された大川原化工機事件にお

いては、 ガンにり患し、 専門医の診療を求めていた無実の未決被拘禁者の

相嶋氏が、劣悪な医療体制と人質司法体制のために命を落とすという悲劇

が発生している。

　

これらの国内法と国際人権法に反する解釈運用によって、 身体拘束によ

って被疑者り被告人の命に影響を及ぼすべき状況があるにもかかわらず、

直ちに勾留取消によって釈放しなかった場合には、 これが人命に関わるも

のである以上、 国賠法上違法の評価を受けるものと解すべきである。

（２） 勾留取消しを行わなかったこと

原告は、 起訴後勾留開始時点もこおいて、 主治医である◎◎医師が 「最悪

の場合、 死に至る可能性」 があり、「◎◎◎◎◎◎◎手術が遅れると不整

脈が治らなくなる」 と述べるような状況であった （甲ＡＩＯ：保釈請求

書）。 そして、 実際にその後の身体拘束期間中に複数回意識を失っている

ように、 命が失われたとしてもまったくおかしくない状況にあった。

裁判を受けさせるために身体拘束をしているにもかかわらず、 このよう

な状況において、原告の身体拘束を継続した場合には命が失われて裁判を

受けることすらできなくなるかもしれなかったのであって、 勾留を取り消

すべき状況にあった。 そうであるにもかかわらず、 検察官は当該措置を怠

ったのみならず、 保釈に反対し続けたのであるから、 身体拘束に関する違

法状態を積極的に解消し、 放置・助長しないようにすべき注意義務を怠っ

たと言える。

　

特に、 本件において検察官は、 原告が重篤な疾患にり患しており、 長期

拘禁が生命の危険をもたたらすことを知りながら身体拘束を放置し、保釈

に対する反対意見によってこれを助長したのであるから、 このような検察

官の行為は、 自由権規約７条の禁止する拷問又は残虐な、 非人道的な若し

くは品位を傷つける取扱いであり、 同条に違反する。
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したがって、 検察官が勾留の取消しを行わなかったことについて、 国賠

法上の違法が認められる。

２

　

検察官の保釈求意見に対する情報伝達義務違反

（１） 検察官の裁判所に対する情報伝達義務

刑事被告人の身柄の拘束について判断する上で、検察官の意見は裁判所

を拘束するものではないが、裁判所においてはその意見及び検察官提出の

資料をも参酌して判断することとなるから、 検察官としては、 被告人の身

柄の拘束を継続するか否かの判断が適正に行われることに資する情報を収

集し、 これを資料として裁判所に提出するとともに、 保釈請求及び勾留執

行停止の申立てに対する検察官としての意見を述べることとなる。 前記の

検察官の権限と責任に照らせば、 検察官は、 一方当事者とはいえ、 被告人

の身柄拘束の継続の必要性について公正かつ客観的な立場から裁判所に正

確な情報を伝えるべき職務上の義務を負うと考えられるから、検察官がこ

の義務に違反して必要な情報の収集を怠ったり、 裁判所に判断を誤らせる

ような虚偽ないし不正確な情報を伝達した場合には、刑事手続上の適否の

みならず、個別の被告人との関係において国家賠償法上違法との評価を受

ける （東京地判平成１５年２月１３日）。

（２） 本件の検察官が保釈求意見に対して裁判所に判断を誤らせるよう

な虚偽ないし不正確な情報を伝達したこと

検察官は、 主治医である◎◎医師の聴取結果について、保釈に反対する

自らの見解を裏付ける事情のみを意見の中に引用し、 それと矛盾する事情

を◎◎医師が述べているにもかかわらずこれを無視して、 主治医の見解の

一部を隠ぺいした （甲Ａ４６：◎◎医師聴取書、 甲Ａ４７：◎◎医師への

質問事項書）。

すなわち、 第一次保釈請求において、 検察官は 「弁護人は、 令和４年１

１月に◎◎◎◎◎◎◎手術を実施することが必要である旨主張し、 被告人
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の主治医によれば、 同手術は３泊４日程度の入院で行うことが可能とのこ

とであるが、 その必要性についてはなお吟味すべきであり、 仮に必要であ

るとした場合でも、 他の方法により対応することが十分可能である。」 と

主張した （甲ＡＩＩ：検察官意見書）。 しかし、 第一次保釈請求書添付資

料３電話聴取報告書のとおり、 ◎◎医師は 「先日、 検察官が、 私に対し、

電話及び面談にて事情を聴きに来た。 検察官は、手術の前後だけ身体解放

するという方法をとりたいようであったが、 そのような方法では被疑者の

生命身体の安全の観点からは不十分であり、◎◎◎◎◎◎◎手術以前に外

来等で、 主冶医による適切な術前検査及び長期的な経過観察が必要である

という見解を伝えた。」 と回答しており （甲ＡＩＯ：保釈請求書）、 検察官

はこの点をこついて◎◎医師の見解を歪めて裁判所に伝達している。

　

第二次保釈請求において、 検察官は 「検察官において、 主治医から聴取

したところ、 主治医は、 「手術前の検査は、 場合によっては２、 ３日程度

（１日で済む可能性もある） で終わり、 その検査の結果を踏まえて、 ２～

３週間後に手術のための入院をすることになる」「検査から手術までの２

～３週間の期間は、 医療上入院が必要不可欠ではない」 旨供述していると

ころである。」 という意見を述べた （甲Ａ１６：検察官意見書）。

　

◎◎医師は、「◎◎以外の医療機関でも対応できるのではないか」 とい

う検察官の質問に対し、「できること」 と 「できないこと」 を区別して説

明した。 ところが、 検察官はその際説明された 「できないこと」 を全て無

視し、「できること」 だけを意見書に記載した （甲Ａ４６：◎◎医師聴取

書）。

　

したがって、 検察官は保釈求意見において、 裁判所に判断を誤らせるよ

うな虚偽ないし不正確な情報を伝達したといえ、 国賠法上の違法が認めら

れる。
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３

　

小括

　

したがって、 本件において、 検察官の起訴後勾留における勾留取消しを

怠ったこと、 及び、 保釈求意見に対して裁判所に判断を誤らせるような虚

偽ないし不正確な情報を伝達したことは違法である。

第９

　

裁判官による保釈請求却下の違憲
１

　

裁判所が身体拘束判断において負う職務上の注意義務

（１）

　

裁判官の憲法及び条約の適合解釈義務

　

前記の通り、 裁判官の立場及び職責に照らして、 憲法及び条約に適合し

た解釈をとらず、憲法違反及び国際人権法違反の解釈・判断をすること

は、「通常の裁判官」 として想定される裁判官であれば到底あり得ないほ

ど合理性のないことが明らかな場合にあたる。 特に保釈の判断において

は、相当の保釈保証金を納付させ、一定の条件を付して罪証隠滅の防止と

出頭確保の手段を講じることにより、 被疑者ｏ被告人を釈放すべき義務を

負う （自由権規約９条３項、 刑訴法９１条、 ９３条）。

（２） 裁判官の調査義務

　

また、裁判所（裁判官） は勾留取消決定、保釈許可決定の際に必要な場

合は事実の取調べを行うことができる （刑訴法４３条３項）。 裁判所 （裁

判官） は、 職権に基づいて拘束の要否ｏ許否を不断に審査・検証し、 被疑

者・被告人を不要・不当な拘束から速やかに解放する権能及び義務を負う

のだから、 単に当事者の申出に応じてその提出する疎明資料を受理し、 書

面審査する受動的な態様だけでは職権を適切に行使して義務を果たしたこ

とにならない。 とりわけ、 刑訴法９０条に基づく裁判所 （裁判官） の裁量

による保釈の可否・要否を審査する際は、 裁判所・裁判官が検討・考慮す

べき事情が法文に明示されているのだから、 少なくともこれらの事情、 す

なわち、 被告人が逃亡し又は罪証を隠滅するおそれの程度のほか、 拘束の

継続によって被告人が受ける健康上、経済上、社会生活上又は防御の準備
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上の不利益が具体的に指摘された場合は、これらの不利益の存否及び程度

について、具体的な根拠に基づく審査のために必要な事実取調べを行う職

務上の義務 （調査義務） を負う。 そして、 身体拘束の判断を行う上でその

不利益を調査することは当然であることからすれば、 通常の裁判官であれ

ばそれを怠って保釈請求却下の判断をすることは到底あり得ないほど合理

性のないことが明らかな場合であると言える。

２

　

憲法ｏ条約適合的解釈

前記の各憲法及び条約上の要請のほか、保釈判断においては更に以下の

要請が追加される。

（１） 身体不拘束原則

身体不拘束原則に基づけば、身体拘束以外のより制限的でない手段によ

って身体拘束の目的 （罪証隠滅等） が達成されるのであれば、身体を拘束

してはならない （甲Ｃ２１：豊崎 「身体不拘束原則の意義」）。 この代替手

段の典型が保釈であり、 裁判所は保釈条件をおよそどのように設定しても

罪証隠滅や公判廷への出頭確保が困難であることを確信しない限り、 被告

人の身体拘束を継続すべき理由はない。「未決拘禁に関する国際基準ハン

ドブック」 においても、「当事者は、 裁判への出頭を確保するための必要

最小限の統制のもとに釈放されるべきである。 当事者が、 誓約により保釈

された場合において、 その者が出頭するであろうことを示す要素として、

安定した家庭及び社会生活、 職場を持っていること、 前科がない又は過去

の刑事訴訟手続において条件を遵守しているなど、過去の素行が良好であ

ることが挙げられる。 これらの要素を十分に満たしていない場合、 又は被

疑者が引き続き犯罪を実行するおそれがある程度存在する場合には（ＴＨ

Ｅ Ｒ Ｅ

　

工Ｓ

　

ＳＯＭＥ

　

ＦＥＡＲ）、 監視つきの釈放が適切である。」 と

されている。 例えば、 関係者が多数にのぼるとしても、 その者らとの接触

禁止を条件にすれば抑止が図られる場合、接触禁止条件や保釈保証金の設
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定があってもなお罪証隠滅等が図られる高度の可能性が具体的に基礎づけ

られていなければ保釈しなければならないのである。

（２） 権利としての保釈制度

　

権利保釈 （刑事訴訟法８９条） は、無罪推定原則及び身体不拘束原則に

直接由来する法制度として捉えることができる （甲Ｃ２３：川 崎 「保釈の

憲法論と罪証隠滅」）。

　

そのうえで、 権利保釈における罪証隠滅要件の制定過程からも、 罪証隠

滅要件を厳格に解釈する必要性が裏付けられる。

　

すなわち、 当初、 ８９条４号の政府案は「被告人罪証ヲ浬減スル虞アル

トキ」 とされていたところ、 これでは運用次第では黙秘をしたり、 否認を

したりした人はすべからく保釈されなくなってしまうという危倶が呈さ

れた （甲Ｃ３２：昭和２３年６月２１日第２回国会衆議院司法委員会議事

録３７号）。 これに対して、 政府委員は 「被告人罪証ヲ浬減スル虞アルト

キ」 とは 「だれが見てもその資料に基づけば大体罪証を隠滅すると認めら

れる場合というような場合」 であると答弁した （甲Ｃ３３：昭和２３年６

月２４日第２回国会衆議院司法委員会議事録４０号）。 しかし、 それでも

なお議員からこの文言の修正案が出され、 その結果、「罪証を隠滅すると

疑うに足りる相当な理由」 という現行８９条４号の条項となったのであ

る。

　

このような経緯からみても、 権利保釈の除外事由は抽象的な罪証隠滅の

「虞」 として解釈 ｏ 運用されてはならず、 厳格に解釈・運用されなければ

ならない （甲Ｃ２３：川崎 「保釈の憲法論と罪証隠滅」）。

（３） 憲法ｏ条約適合的解釈

　

以上より、濫用の余地を残す保釈除外事由及び裁量保釈の考慮事由には

違憲の疑いが残る。 また、 そもそも起訴後においては、 検察官は公訴を提

起するために十分な証拠を収集していることから罪証隠滅の余地及び実効
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性は相当減少していること、 被告人の当事者としての地位や保釈が権利で

あることを重視すべきであることからすれば、 勾留段階よりも自ずと身体

拘束を解放する方向で法令を適用すべきこととなる。 これらより、 保釈の

要件が合憲だと認められるためには保釈の罪証隠滅要件及び健康上の不利

益の考慮に関して次のような憲法・条約適合的解釈が行われなければなら

えし、
。

　

すなわち、 罪証隠滅要件については、 明らかな差し迫った危険がなけれ

ば充足されず、その供述態度や訴訟準備活動を罪証隠滅要件において被疑

者り被告人にとって不利に考慮することは許されないほか、 保釈保証金や

保釈条件の設定によって出来る限り保釈すべきという憲法・条約適合的解

釈がなされるべきである。 また、 不可逆的かつ重大な健康上の不利益を生

じさせる危険がある場合は、「身体の拘束の継続により被告人が受ける健

康上…の不利益」（刑事訴訟法９０条） を考慮する結果、保釈を認めなけ

ればならない。

３

　

本件における裁判官の判断の違憲の違法

（１） 第一次保釈請求却下及び準抗告棄却決定

第一次保釈請求の時点で、既に客観的証拠は収集済みであり、実効的な

罪証隠滅の対象や余地は乏しい状況にあった。 そのため、 罪証隠滅の明ら

かな差し迫った危険は存在せず、罪証隠滅要件は充足されていなかった。

なお、原告の心疾患の存在や多数のマスメディアが事件報道していた状況

であったことからすれば、 逃亡の蓋然性についても乏しかった。

　

また、検察官は「逮捕前から敢えて本件犯行を否認する姿勢を報道を通

じて公表することで関係者への 「ロ封じ」 を図 （った）」 という意見を述

べ、 ２０ ２２年１０月 ７日準抗告棄却決定が「被告人、 共犯者、関係者ら

の供述内容等」 を根拠として 「罪体及び重要な 「情状事実について共犯者

や関係者らに働きかけるなどして罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理

由」 があると認めていること、 自白していた共犯者の馬庭ｏ芳原が同時点
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で既に保釈が認められ、 原告も自白さえしていれば保釈が認められていた

であろうこと、 違憲的な運用の一環として本件の判断がなされたことから

すれば、第一次保釈却下決定及び準抗告棄却決定を下した裁判官は、原告

が否認していたことや、記者会見における原告の言動を罪証隠滅要件にお

いて考慮したことが推認される。 しかし、 これは被告人の供述態度や訴訟

準備活動を被疑者・被告人にとって不利に考慮していることにほかならな

し、
０

　

したがって、第一次保釈請求却下決定及びその準抗告棄却決定を判断し

た裁判官の解釈は刑事訴訟法の憲法・条約適合的解釈に反する。

加えて、 原告の心疾患については、 心房粗細動ｏ遠位弓部大動脈痛術後

という予断を許さない状況であり、 ２０ ２２年１１月には◎◎◎◎◎◎◎

手術を予定されており、 手術が遅れてしまうと不整脈が治らなくなり、 最

悪の場合には死に至る可能性すら存在した。 医師からは適切な経過観察や

術前検査が必要だと指摘され、「被告人の生命の危険すらある」と言われ

ている状況において、東京拘置所には循環器専門医が常駐しておらず、Ｍ

Ｒ工やＣＴなどの設備もなかった。 また、 検察官も各裁判官も具体的な対

応方法や代替治療案を提案・実施することはできていなかった。 これはす

なわち、 そのまま保釈されずに東京拘置所に留置された場合に、 原告に死

の現実的危険性があったということである。 そうだとすれば、 この時点に

おいて、 罪証隠滅及び逃亡の蓋然性から認められる釈放の弊害に比して、

身体拘束による健康上の不利益が甚大であったことを意味する。 そのた

め、被告人が、刑事施設では一般的な医療水準に合致する適切な治療を受

けることのできない重篤な傷害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的

かつ重大な不利益 （死亡、失明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさ

せる危険がある場合に該当しており、 それでも保釈を許可しなかったとい

う判断は、 通常の裁判官として想定される裁判官であれば到底あり得ない

ほど合理性のない判断だったといえる。
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更に、 弁護人と検察官において心疾患に関する健康上の不利益の主張が

対立していた以上、 裁判所としてはその真偽を判断するため、 原告本人に

対する事情聴取や◎◎医師に対する意見聴取といった必要な事実取調べを

自ら行うべきであるにもかかわらず、 これを怠った。

　

以上より、第一次保釈請求却下及びその準抗告棄却決定については、各

裁判官の判断が違憲・違法であり、憲法及び条約が想定する 「通常の裁判

官」 であれば到底あり得ないほど合理性のないことが明らかな場合にあた

るため、 職務上の注意義務違反が認められる。

（２） 第二次保釈請求却下及び準抗告棄却決定

　

第二次保釈請求の時点もこおいても第一次保釈請求時点と証拠状況に変わ

りはなく、 罪証隠滅の明らかな差し迫った危険は存在せず、 罪証隠滅要件

は充足されていなかった。 また、 逃亡すると疑うに足りる相当な理由も同

様に充足されていなかった。

　

また、 検察官は 「弁護人を通じて、 ＫＡＤＯＫＡＷＡに自身の弁解を記

載したコメントを送付し」 たことをもって 「現に圧力を加えている」 と意

見を述べ、 同年１０月２１日準抗告棄却決定が「被告人及び関係者等の供

述内容等に照らせば、 被告人が関係者等に働きかけるなどして、 罪体及び

重要な情状事実について罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由が認め

られ」 ると認めていること、 自白していた共犯者の馬庭・芳原が同時点で

既に保釈が認められ、 原告も自白さえしていれば保釈が認められていたで

あろうこと、 違憲的な運用の一環として本件の判断がなされたことからす

れば、第二次保釈却下決定及び準抗告棄却決定を下した裁判官は、原告が

否認していたことや、 記者会見における原告の言動を罪証隠滅要件におい

て考慮したことが推認される。 しかし、 これは被告人の供述態度や訴訟準

備活動を被疑者・被告人にとって不利に考慮していることにほかならな

し、。
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したがって、第二次保釈請求却下決定及びその準抗告棄却決定を判断し

た裁判官の解釈は刑事訴訟法の憲法・条約適合的解釈に反する。

　

加えて、 第二次保釈請求時点では動一睡という具体的症状があり、 これに

ついて◎◎医師は 「角川氏の健康状態に照らせば、 東京拘置所という日常

生活とは異なる環境に置き続けること自体が医師として全く推奨できな

い」 などと血栓 （脳塞栓） のリスクを指摘したり、 投薬だけでは原告の心

房粗細動に対処できない旨を指摘していた。 これに対し、 東京拘置所の医

師は依然として何ら具体的な対応を示さず、検察官及び各裁判官も具体的

な対応方法や代替治療案を提案 ｏ 実施するこ 日まできていなかった。 これ

はすなわち、そのまま保釈されずに東京拘置所に留置された場合に、原告

に死の現実的危険性が第一次保釈請求時点に比べて更に高まっていたとい

うことである。 そうだとすれば、 この時点において、 第一次保釈請求より

も、 罪証隠滅及び逃亡の蓋然ｉ性から認められる釈放の弊害に比して身体拘

束による健康上の不利益が甚大であったことを意味する。 したがって、 被

告人が、刑事施設では一般的な医療水準に合致する適切な治療を受けるこ

とのできない重篤な傷害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的かつ重

大な不利益 （死亡、 失明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさせる危

険がある場合であり、 通常の裁判官として想定される裁判官であれば到底

あり得ないほど合理性のない判断だったといえる。

　

更に、 弁護人と検察官において心疾患に関する健康上の不利益の主張が

対立していた以上、 裁判所としてはその真偽を判断するため、 原告本人に

対する事情聴取や◎◎医師に対する意見聴取といった必要な事実取調べを

自ら行うべきであるにもかかわらず、 これを怠った。

　

以上より、第二次保釈請求却下及びその準抗告棄却決定については、各

裁判官の判断が違憲・違法であり、 憲法及び条約が想定する 「通常の裁判

官」 であれば到底あり得ないほど合理′性のないことが明らかな場合にあた

るため、 職務上の注意義務違反が認められる。
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（３） 第三次保釈請求却下

　

第三次保釈請求の時点をこおいては第一次保釈請求時点と証拠状況に加

え、 既に検察官請求証拠が明示されて証拠開示が始まったうえ、 それまで

の保釈請求却下も踏まえて原告はＫＡＤＯＫＡＷＡの取締役を退任し、学

校法人角川ドワンゴ学園の理事、 東京メトロポリタンテレビジョン株式会

社の取締役、公益財団法人大宅士－文庫の評議員をそれぞれ辞任し、人事

上の影響力を行使しうる地位から退いた。 これにより、 関係者に接触する

ことによって行われる罪証隠滅の実効性・可能性が更に低減されている状

況にあった。 そのため、 罪証隠滅の明らかな差し迫った危険は存在せず、

罪証隠滅要件は充足されていないこ おま明らかであった。 また、 逃亡する

と疑うに足りる相当な理由も同様に充足されていなかった。

　

また、 自白していた共犯者の馬庭・芳原が同時点で既に保釈が認めら

れ、 原告も自白さえしていれば保釈が認められていたであろうこと、 違憲

的な運用の一環として本件の判断がなされたこと、 その後に保釈を追認し

た第五次保釈請求の準抗告棄却決定においても「被告人及び関係者間の関

係、被告人の供述内容等に照らせば、公判前整理手続において未だ弁護人

の主張立証方針が明らかになっていない現段階では、被告人が関係者等に

働きかけるなどして、 罪体や重要な情状事実について罪証を隠滅すると疑

うに足りる相当な理由があると認められ、 刑訴法８９条４号に該当する事

由がある」 と判示されているからすれば、 第三次保釈却下決定を下した裁

判官は、 原告が否認していたことや、 記者会見における原告の言動を罪証

隠滅要件において考慮したことが推認される。 しかし、 これは被告人の供

述態度や訴訟準備活動を被疑者・被告人にとって不利に考慮していること

にほかならない。

　

したがって、第三次保釈請求却下決定及びその準抗告棄却決定を判断し

た裁判官の解釈は刑事訴訟法の憲法・条約適合的解釈に反する。

加えて、◎◎◎◎◎◎◎手術の検査入院のために第一次勾留執行停止が

行われた後、 ２０ ２２年１１月 １８日には接見中に意識が遠のき、 ふらつ
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き、 めまい、 吐き気、 全身的気分不快等の症状が出ていたほか、 高血圧や

不整脈が見られていた。 この第三次保釈請求後も新型コロナウイルスの擢

患に羅患して体調不良に陥ったり、 弁護人との接見において一過性虚血発

作により意識を消失するなど、 原告にとって身体拘束は甚大な健康上の不

利益を招来するものであった。 これらはすなわち、 そのまま保釈されずに

東京拘置所に留置された場合に、原告に死の現実的危険性が第一次保釈請

求及び第二次保釈請求時点をこ比べて更に高まっていたということである。

そうだとすれば、この時点において、第一次保釈請求及び第二次保釈請求

よりも、 罪証隠滅及び逃亡の蓋然性から認められる釈放の弊害に比して身

体拘束による健康上の不利益が甚大であったことを意味する。 したがっ

て、被告人が、刑事施設では一般的な医療水準に合致する適切な治療を受

けることのできない重篤な傷害や疾病を抱えており、 その悪化が不可逆的

かつ重大な不利益 （死亡、失明や機能障害等の重篤な後遺障害） を生じさ

せる危険がある場合であり、 通常の裁判官として想定される裁判官であれ

ば到底あり得ないほど合理性のない判断だったといえる。

　

更に、 弁護人と検察官において心疾患に関する健康上の不利益の主張が

対立していた以上、 裁判所としてはその真偽を判断するため、 原告本人に

対する事情聴取や◎◎医師に対する意見聴取といった必要な事実取調べを

自ら行うべきであったのはより明白であったにもかかわらず、 これを怠っ

た。

　

以上より、 第三次保釈請求却下については、 裁判官の判断が違憲・違法

であり、 憲法及び条約が想定する 「通常の裁判官」 であれば到底あり得な

いほど合理性のないことが明らかな場合にあたるため、 職務上の注意義務

違反が認められる。

４

　

小括

　

以上より、 第一次保釈請求却下から第三次保釈請求却下に至るまで、 各

裁判官の判断は憲法違反であり、憲法及び条約が想定する 「通常の裁判
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官」 であれば到底あり得ないほど合理性のないことが明らかな場合にあた

るため、 職務上の注意義務違反が認められるべきである。

第１０

　

人質司法の運用違憲

　

日本の刑事司法において、 人質司法は存在しており、 罪証隠滅の明らか

な差し迫った危険が存在しないにもかかわらず、供述態度や訴訟準備活動

を考慮して身体拘束を容易に認め、継続するという違憲な解釈運用が行わ

れている。

　

この違憲な解釈運用によって、 被疑者９被告人にとっては 「無罪主張を

諦めれば外に出してもらえる」 という認識にならざるを得ない状況にあり、

無罪主張を諦めたり、 争点について争うことを放棄したり、 検察官請求証

拠に対して同意意見を述べて証人を減らすといった委縮効果が現実に生じ

ている。 これにより、 被疑者・被告人は、 虚偽自白等によって釈放される

ことにより人身の自由をとるか、 身体拘束を甘受することと引き換えに無

罪主張をとるかという深刻なジレンマに陥り、 それが極限状態に達して人

間の尊厳が鞍損されるのである。 これらはまさに原告が体験した出来事で

あり、一部の争点に対する主張の断念及び検察官請求証拠への同意意見の

提出に及ばざるを得ず、 精神的苦痛も生じている。

　

そうだとすれば、検察官や裁判官による原告に対する具体的な各行為や

判断による精神的苦痛とは別に、日本に人質司法という違憲な運用が存在

すること自体によって一連の身体拘束を受ける原告に累積的かつ継続的な

精神的苦痛が生じているのであるから、 国はこの損害に対して運用違憲と

して損害賠償責任を負う。

第１１

　

国賠法上の違法性及び故意・過失
前記のとおり、 職務上の各義務違反が認められるのであるから、 国賠法

１条１項にいう違法性及び故意・過失が認められる。
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第１２ 損害及び因果関係
１ 慰謝料

　

刑事訴訟法について憲法り条約適合的解釈がなされて、 人質司法そのも

のが存在しなければ、 原告は、 身体拘束によって死の淵にまで追いつめら

れるほどの肉体的・精神的苦痛を受けることはなかった。 身体拘束を受け

たとしても、 遅くとも他の共犯者らと同様のタイミングにおいて釈放さ

れ、 その後の不利益も被らずに済んだと言える。

　

原告は何度も死の淵に瀕していることを訴え続けたにもかかわらず、 拘

置所、 検察官、 裁判官からはその訴えを無視され続け、 代替案もとられ

ず、 拘置所の医師からは 「死ぬまで出られない」 と宣告されたのである。

原告は 「人間」 として扱われることのない状況で、 この不当な身柄拘束を

甘受してでも裁判で無実を主張するのか、 それとも保釈を得るために虚偽

の自白をしてしまうのかという二者択一を目の前に示され、 何度も病に倒

れているのに身体拘束が続く現実に絶望し、 命の危険、 死の淵を感じなが

ら拘禁生活を耐え忍ぶしかなかった。 原告はまさに、「人間の尊厳を傷つ

けられた」 のである。 原告は、 自らの命を守るために、 最終的には自身の

名前のついた会社の会長職等を辞し、それまで努力で得てきたものや十分

に裁判で争う権利などかけがえのないものを手放さざるを得なかった。

　

人質司法について責任を負うべき裁判所が、保釈許可に際して原告に課

した保証金額が２億円であったことや、精神的苦痛及び営業損害の逸失的

利益が莫大であることにも照らし、 原告が人質司法によって被った精神的

苦痛に対する慰謝料は金２億円を下らないというべきである。 なお、 原告

は、請求が認容された場合には、その賠償金を拘置所医療改善のために寄

付することを予定している。

２

　

弁護士費用

本訴訟を提起し、 遂行するにあたっては弁護士に依頼せざるを得なかっ

たため、 これに要する弁護士費用は金２０ ００万円を下回らない。
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３

　

小括

　

国家賠償請求権 （憲法１７条）及び自由権規約９条５項、国家賠償法１

条に基づき、被告は人質司法に関する上記各損害の責任を負う。

　

よって、 原告は、 被告に対し、 合計２億２ ０００万円及び、 保釈により

釈放されて、身体拘束状態が解消された令和５年４月２７日から支払い済

みまで、 遅延損害金として民法所定の年３分の割合による金員の支払いを

求める。

第１３

　

結語

　

人間はだれしも人間らしく生きる権利を生まれながらにして持ってい

る。 そして、 それは誰からも、 いかなることがあっても侵されてはならな

い。 それは私たちが人間であることの証明なのである。

　

人質司法は、 原告の、 そして同じく身体拘束を受けた者全ての基本的人

権と尊厳を侵害するものである。 だからこそ、 刑事司法における身体拘束

に関する解釈・運用を、 憲法と国際人権法に沿ったものへと是正すること

によって、 この人質司法を解消しなければならない。

　

それは今ある日本の刑事司法のあり方を根底から正すことであると同時

に、 検察官、 裁判官、 医務官、 看守ら刑事司法に関わる一人ひとりの人間

性を問い直すことである。

　

よって、 請求の趣旨記載の裁判を求める。

　　　　　　　　　　　　　　　　

以

　

上

証

　

拠

　

方

　

法

証拠説明書記載のとおり

付

　

属

　

書

　

類

１

　

訴 状 副 本

　　　　　　　　　　

１ 通
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２

　

甲 号 証 写 し

　　　　　　　　

各 ２通

３

　

証 拠 説 明 書

　　　　　　　　　

２通

４

　

訴 訟 委 任 状

　　　　　　　　　

６ 通
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当事者目録

〒◎◎◎◎◎◎◎◎

◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎

　　　　　

原

　　　　　

告

　　　　

魚

　

川

　

歴

　

彦

　

なお、 訴状本文においては、「角川歴彦」 と表記している。

‐Ｔ Ｉ

　

０

　

２－－０ ０８

　

３

東京都千代田区麹町２丁目４番地

　

麹町鶴屋八幡ビル５階

弁護士法人法律事務所ヒロナカ （送達場所）

　

電 話

　　　　　

０ ３一 ３ ２ ３ ４一 ０ ５ ０ ７

　

Ｆ／、Ｘ ０

　

３－ ３

　

２

　

３ ４一 ０

　

５

　

０

　

８

原告訴訟代理人

弁護士 村

　

山

　

浩

　

昭

弁護士

　　　　

弘

　

中 惇一郎

弁護士 水

　

野

　

遼

　

太

〒１０２－ ０ ０８４

東京都千代田区二番町８番地３ 二番町大沼ビル２階

ミネルバ法律事務所

原告訴訟代理人

弁護士

　　　　

喜田村

　

洋

　

一

〒１６０ － ０ ０ ２ ２

東京都新宿区新宿１丁目１５番９号

　

さわだビル５階

東京共同法律事務所

１０７



原告訴訟代理人

弁護士

　　　　

海

　

渡

　

雄

　

一

弁護士

　　　　

小

　

川 隆太郎

〒１５０ － ０ ０３１

東京都渋谷区桜丘町１７丁目６番 渋谷協栄ビル７階

伊藤・呉法律事務所

原告訴訟代理人

弁護士

　　　　

伊

　

藤

　　　

曹

Ｔ Ｉ

　

０

　

３－０ ０１３

東京都中央区日本橋人形町１丁目８番４号

　

東商共同ビル８階

永世綜合法律事務所

原告訴訟代理人

弁護 士

　　　　

平

　　　

裕

　

介

Ｔ ５

　

３

　

０一０

　

０４ ７

大阪市北区西天満３丁目１４番１６号 西天満パ クビル３号館３階

後藤・しんゆう法律事務所

原告訴訟代理人

弁護 士

　　　　

西

　　　

愛

　

礼

〒１００－８９ ７ ７

東京都千代田区霞が関１丁目１番１号

被

　

， 告

　　　

国

代表者

　

法務大臣

　　　

小

　

泉

　

龍

　

司

１０８


